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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ドップラー効果を補正するためにマルチユーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ
）内で実施される方法であって、
　前記マルチユーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ）がネットワークを通じて複
数の分散型送受信機局又はアンテナに通信可能に接続される、少なくとも１つの集中型ユ
ニットを含み、
　前記ネットワークが、（ａ）前記第１の移動ユーザから基地送受信機局（ＢＴＳ）に第
１のトレーニング信号を送信するのに要する時間と、（ｂ）前記基地送受信機局（ＢＴＳ
）を集中型プロセッサ（ＣＰ）に接続する基地局ネットワーク（ＢＳＮ）上での往復待ち
時間と、（ｃ）前記ＣＰが、前記基地送受信機局（ＢＴＳ）と前記第１の移動ユーザとの
間の前記無線チャンネルのチャンネル状態情報（ＣＳＩ）を処理し、前記チャンネル状態
情報（ＣＳＩ）に基づいて前記第１の移動ユーザの事前符号化データストリームを生成し
、前記現在の送信について前記第１のユーザを含む異なる移動ユーザへの送信の予定を決
定するのに要する時間と、を含む待ち時間によって特徴付けられ、
　前記方法が、
　前記複数の基地送受信機局（ＢＴＳ）に対して第１の移動ユーザのドップラー速度を測
定し、
　前記集中型ユニットが前記ネットワークを介して前記複数の基地送受信機局（ＢＴＳ）
と通信して、前記複数の基地送受信機局（ＢＴＳ）とユーザとの間の通信を適応的に再構
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成することを含み、
　該適応的再構成することが、他の基地送受信機局（ＢＴＳ）に対して前記第１の基地送
受信機局（ＢＴＳ）の前記測定されたドップラー速度に基づいて、前記複数の基地送受信
機局（ＢＴＳ）の前記第１の基地送受信機局（ＢＴＳ）又は第１の組の基地送受信機局（
ＢＴＳ）に前記第１の移動ユーザを動的に割り当てることを含む、ドップラー効果を補正
するためにマルチユーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ）内で実施される方法。
【請求項２】
　前記第１の移動ユーザが、第２の移動ユーザよりも比較的高い、測定されたドップラー
速度を有する場合、前記動的に割り当てることが、前記第１の移動ユーザを第１の基地送
受信機局（ＢＴＳ）又は第１の組の基地送受信機局（ＢＴＳ）に割り当てることと、前記
第２の移動ユーザを第２の基地送受信機局（ＢＴＳ）又は第２の組の基地送受信機局（Ｂ
ＴＳ）に割り当てることと、を含み、前記第１の基地送受信機局（ＢＴＳ）又は第１の組
の基地送受信機局（ＢＴＳ）が、前記第２の基地送受信機局（ＢＴＳ）又は第２の組の基
地送受信機局（ＢＴＳ）よりも比較的低い、これに関連する待ち時間を有する、請求項１
に記載の方法。
【請求項３】
　前記待ち時間が、前記基地送受信機局（ＢＴＳ）から前記第１の移動ユーザに第２のト
レーニング信号を送信するのに要する時間を更に含む、請求項１に記載の方法。
【請求項４】
　前記動的に割り当てることが、各基地送受信機局（ＢＴＳ）と前記第１の移動ユーザと
の間の通信チャンネルのリンク品質と、前記第１のユーザに対して各基地送受信機局（Ｂ
ＴＳ）に関する前記測定されたドップラー速度と、の組合せに基づいて割り当てることを
更に含む、請求項１に記載の方法。
【請求項５】
　所定のドップラー速度について、前記比較的高いリンク品質を有する前記基地送受信機
局（ＢＴＳ）が選択される、請求項４に記載の方法。
【請求項６】
　所定のリンク品質に対して、前記比較的低いドップラー速度を持つ前記基地送受信機局
（ＢＴＳ）が選択される、請求項４に記載の方法。
【請求項７】
　過去の複素チャンネル係数に基づいて複素チャンネル係数を推定して、前記基地送受信
機局（ＢＴＳ）と前記第１の移動ユーザとの間の通信に対するドップラーの悪影響を補正
することを更に含む、請求項１に記載の方法。
【請求項８】
　予想に線形予想が使用される、請求項７に記載の方法。
【請求項９】
　前記第１の移動ユーザが、前記ドップラー速度及び前記移動ユーザと前記複数の基地送
受信機局（ＢＴＳ）のうちのそれぞれの基地送受信機局（ＢＴＳ）との間の通信チャンネ
ルの品質を定義するチャンネル状態情報（ＣＳＩ）の両方に基づいて前記第１の基地送受
信機局（ＢＴＳ）ＢＴ又は第１の組の基地送受信機局（ＢＴＳ）に動的に割り当てられる
、請求項１に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第１の移動ユーザに対して前記複数の基地送受信機局（ＢＴＳ）のうちのそれぞれ
の基地送受信機局（ＢＴＳ）についてドップラー速度及びリンク品質の行列を構築するこ
とと、
　指定閾値を下回るドップラー速度及び指定閾値を上回るリンク品質を有する基地送受信
機局（ＢＴＳ）を選択することと、を更に含む、請求項９に記載の方法。
【請求項１１】
　複数の基地送受信機局（ＢＴＳ）と、
　該複数の基地送受信機局（ＢＴＳ）を少なくとも１つの集中型プロセッサ（ＣＰ）に接
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続するネットワークと、
　前記基地送受信機局（ＢＴＳ）のそれぞれと通信リンクを確立する第１の移動ユーザと
、を備え、
　前記ネットワークが、（ａ）前記第１の移動ユーザからＢＴＳに第１のトレーニング信
号を送信するのに要する時間と、（ｂ）前記ＢＴＳを集中型プロセッサ（ＣＰ）に接続す
る基地局ネットワーク（ＢＳＮ）上での往復待ち時間と、（ｃ）前記ＣＰが、前記基地送
受信機局（ＢＴＳ）と前記第１の移動ユーザとの間の前記無線チャンネルのチャンネル状
態情報（ＣＳＩ）を処理し、前記チャンネル状態情報（ＣＳＩ）に基づいて前記第１の移
動ユーザの事前符号化データストリームを生成し、前記現在の送信について前記第１のユ
ーザを含む異なるユーザへの送信の予定を決定するのに要する時間と、を含む待ち時間に
よって特徴付けられ、
　前記集中型プロセッサ（ＣＰ）が、前記ネットワークを介して前記複数の基地送受信機
局（ＢＴＳ）と通信して、前記基地送受信機局（ＢＴＳ）とユーザとの間の通信を適応的
に再構成するようになっており、適応的に再構成することが、
　前記基地送受信機局（ＢＴＳ）のそれぞれに対する第１の移動ユーザのドップラー速度
を測定すること、及び他のＢＴＳに対して前記第１のＢＴＳの前記測定されたドップラー
速度に基づいて前記複数のＢＴＳのうちの第１の基地送受信機局（ＢＴＳ）に前記第１の
移動ユーザを動的に割り当てること、を含む、ドップラー効果を補正するためのマルチユ
ーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ）。
【請求項１２】
　前記第１の移動ユーザが、第２の移動ユーザよりも比較的高い、測定されたドップラー
速度を有する場合、前記動的に割り当てることが、前記第１の移動ユーザを第１の基地送
受信機局（ＢＴＳ）に割り当てることと、前記第２の移動ユーザを第２の基地送受信機局
（ＢＴＳ）に割り当てることと、を含み、前記第１の基地送受信機局（ＢＴＳ）が、前記
第２の基地送受信機局（ＢＴＳ）よりも比較的低い、これに関する待ち時間を有する、請
求項１１に記載のシステム。
【請求項１３】
　前記待ち時間が、前記基地送受信機局（ＢＴＳ）から前記第１の移動ユーザに第２のト
レーニング信号を送信するのに要する時間を更に含む、請求項１１に記載のシステム。
【請求項１４】
　前記動的に割り当てることが、各基地送受信機局（ＢＴＳ）と前記第１の移動ユーザと
の間の通信チャンネルのリンク品質と、前記第１のユーザに対して各基地送受信機局（Ｂ
ＴＳ）に関連する前記測定されたドップラー速度と、の組合せに基づいて割り当てること
を更に含む、請求項１１に記載のシステム。
【請求項１５】
　所定のドップラー速度について、前記比較的高いリンク品質を有する前記基地送受信機
局（ＢＴＳ）が選択される、請求項１４に記載のシステム。
【請求項１６】
　所定のリンク品質について、前記比較的低いドップラー速度を有する前記基地送受信機
局（ＢＴＳ）が選択される、請求項１４に記載のシステム。
【請求項１７】
　前記集中型プロセッサ（ＣＰ）が過去の複素チャンネル係数に基づいて将来の複素チャ
ンネル係数を推定して、前記基地送受信機局（ＢＴＳ）と前記第１の移動ユーザとの間の
通信に対するドップラーの悪影響を補正する、請求項１１に記載のシステム。
【請求項１８】
　線形予想が推定に使用される、請求項１７に記載のシステム。
【請求項１９】
　前記第１の移動ユーザが、前記ドップラー速度及び前記移動ユーザと前記複数の基地送
受信機局（ＢＴＳ）のうちのそれぞれの基地送受信機局（ＢＴＳ）との間の通信チャンネ
ルの品質を定義するチャンネル状態情報（ＣＳＩ）の両方に基づいて前記第１の基地送受
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信機局（ＢＴＳ）に動的に割り当てられる、請求項１１に記載のシステム。
【請求項２０】
　前記集中型プロセッサ（ＣＰ）が、
　前記第１の移動ユーザに対して前記複数の基地送受信機局（ＢＴＳ）のうちのそれぞれ
の基地送受信機局（ＢＴＳ）についてドップラー速度及びリンク品質の行列を構築するこ
とと、
　指定閾値を下回るドップラー速度及び指定閾値を上回るリンク品質を有する基地送受信
機局（ＢＴＳ）を選択することと、からなる追加操作を実行する、請求項１９に記載のシ
ステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　（関連出願の相互参照）
　本出願は、以下の同時係属の米国特許出願の一部継続出願である。
　米国特許出願第１２／９１７，２５７号（２０１０年１１月１日出願、名称「Ｓｙｓｔ
ｅｍｓ　Ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　Ｔｏ　Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｅ　Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉ
ｏｎｓ　Ｉｎ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｖｉａ　
Ｕｓｅｒ　Ｃｌｕｓｔｅｒｉｎｇ」、同第１２／８０２，９８８号（２０１０年６月１６
日出願、名称「Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ，Ｈａｎｄｏｆｆ，Ｐ
ｏｗｅｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ａｎｄ　Ｌｉｎｋ　Ａｄａｐｔａｔｉｏｎ　Ｉｎ　Ｄｉｓｔ
ｒｉｂｕｔｅｄ－Ｉｎｐｕｔ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ－Ｏｕｔｐｕｔ（ＤＩＤＯ）Ｃｏ
ｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍｓ」、同第１２／８０２，９７６号（２０１０年
６月１６日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　Ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ａｄｊｕｓｔｉ
ｎｇ　ＤＩＤＯ　Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ　Ｃａｎｃｅｌｌａｔｉｏｎ　Ｂａｓｅｄ　
Ｏｎ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｓｔｒｅｎｇｔｈ　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔｓ」、現米国発行済み
特許第８，１７０，０８１号（２０１２年５月１日発行））、米国特許出願第１２／８０
２，９７４号（２０１０年６月１６日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　Ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ
　Ｆｏｒ　Ｍａｎａｇｉｎｇ　Ｉｎｔｅｒ－Ｃｌｕｓｔｅｒ　Ｈａｎｄｏｆｆ　Ｏｆ　Ｃ
ｌｉｅｎｔｓ　Ｗｈｉｃｈ　Ｔｒａｖｅｒｓｅ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　ＤＩＤＯ　Ｃｌｕｓ
ｔｅｒｓ」）、同第１２／８０２，９８９号（２０１０年６月１６日出願、名称「Ｓｙｓ
ｔｅｍ　Ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｍａｎａｇｉｎｇ　Ｈａｎｄｏｆｆ　Ｏｆ　Ａ
　Ｃｌｉｅｎｔ　Ｂｅｔｗｅｅｎ　Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ－Ｉｎ
ｐｕｔ－Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ－Ｏｕｔｐｕｔ（ＤＩＤＯ）Ｎｅｔｗｏｒｋｓ　Ｂａｓ
ｅｄ　Ｏｎ　Ｄｅｔｅｃｔｅｄ　Ｖｅｌｏｃｉｔｙ　Ｏｆ　Ｔｈｅ　Ｃｌｉｅｎｔ」）、
同第１２／８０２，９５８号（２０１０年６月１６日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　Ａｎｄ
　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｐｏｗｅｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ａｎｄ　Ａｎｔｅｎｎａ　Ｇｒ
ｏｕｐｉｎｇ　Ｉｎ　Ａ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ－Ｉｎｐｕｔ－Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅ
ｄ－Ｏｕｔｐｕｔ（ＤＩＤＯ）Ｎｅｔｗｏｒｋ」）、同第１２／８０２，９７５号（２０
１０年６月１６日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　Ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｌｉｎｋ
　ａｄａｐｔａｔｉｏｎ　Ｉｎ　ＤＩＤＯ　Ｍｕｌｔｉｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍｓ
」）、同第１２／８０２，９３８号（２０１０年６月１６日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　
Ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　ＤＩＤＯ　Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ　Ｉｎｔｅｒｐｏｌａｔ
ｉｏｎ　Ｉｎ　Ｍｕｌｔｉｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍｓ」）、同第１２／６３０，６
２７号（２００９年１２月３日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏ
ｒ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ａｎｔｅｎｎａ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａ
ｔｉｏｎｓ」）、同第１２／１４３，５０３号（２００８年６月２０日出願、名称「Ｓｙ
ｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｉｎｐｕｔ－Ｄｉ
ｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｏｕｔｐｕｔ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ
」、現米国発行済み特許第８，１６０，１２１号（２００９年４月１７日発行））、米国
特許出願第１１／８９４，３９４号（２００７年８月２０日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　
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ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｉｎｐｕｔ　Ｄｉｓｔｒｉｂ
ｕｔｅｄ　Ｏｕｔｐｕｔ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ」、現米国
発行済み特許第７，５９９，４２０号（２００９年１０月６日発行））、米国特許出願第
１１／８９４，３６２号（２００７年８月２０日、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　ｍｅｔ
ｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｉｎｐｕｔ－Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｗｉ
ｒｅｌｅｓｓ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ」、現米国発行済み特許第７，６３３，９
９４号（２００９年１２月１５日発行））、米国特許出願第１１／８９４，５４０号（２
００７年８月２０日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｄｉｓ
ｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｉｎｐｕｔ－Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｏｕｔｐｕｔ　Ｗｉｒｅｌｅ
ｓｓ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ、現米国発行済み特許第７，６３６，３８１号（２
００９年１２月２２日発行））、米国特許出願第１１／２５６，４７８号（２００５年１
０月２１日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｓｐａｔｉａｌ
－Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｅｄ　Ｔｒｏｐｏｓｐｈｅｒｉｃ　Ｓｃａｔｔｅｒ　Ｃｏｍｍｕｎ
ｉｃａｔｉｏｎｓ」、現米国発行済み特許第７，７１１，０３０号（２０１０年５月４日
発行））、米国特許出願第１０／８１７，７３１号（２００４年４月２日出願、名称「Ｓ
ｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｅｎｈａｎｃｉｎｇ　Ｎｅａｒ　Ｖｅｒｔ
ｉｃａｌ　Ｉｎｃｉｄｅｎｃｅ　Ｓｋｙｗａｖｅ（「ＮＶＩＳ」）Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔ
ｉｏｎ　Ｕｓｉｎｇ　Ｓｐａｃｅ－Ｔｉｍｅ　Ｃｏｄｉｎｇ」、現米国発行済み特許第７
，８８５，３５４号（２０１１年２月２８日発行）。
【背景技術】
【０００２】
　従来技術のマルチユーザ無線システムは、単一の基地局のみ又はいくつかの基地局を含
むことができる。
【０００３】
　他に全くＷｉＦｉアクセスポイント（例えば、田舎の一般家庭のＤＳＬに取り付けられ
たＷｉＦｉアクセスポイント）がないエリア内の広帯域有線インターネット接続部に付設
された単一のＷｉＦｉ基地局（例えば、２．４ＧＨｚ　８０２．１１ｂ、ｇ、又はｎプロ
トコルを利用する）は、その送信範囲にいる１人又はそれよりも多くのユーザによって共
用される単一の基地局である比較的単一のマルチユーザ無線システムの例である。ユーザ
が無線アクセスポイントと同じ部屋にいる場合に、ユーザが受けるのは、典型的には、殆
ど通信途絶がない高速リンクである（例えば、電子レンジと同様に、２．４ＧＨｚ干渉か
らであるが他のＷｉＦｉデバイスと共用するスペクトルからではないパケット損失がある
場合がある）。ユーザが中程度の距離を隔てている場合に、又はいくつかの障害物がユー
ザとＷｉＦｉアクセスポイント間の経路内にあると、ユーザが受けるのは、恐らく中速度
のリンクになる。ユーザがＷｉＦｉアクセスポイント範囲の端に接近している場合に、ユ
ーザが受けるのは、恐らく低速リンクになり、チャンネル変更により、結果として、信号
ＳＮＲが使用可能なレベルを下回れば周期的なドロップアウトを受けやすくなる場合があ
る。最後に、ユーザがＷｉＦｉ基地局の範囲を超えている場合に、ユーザには全くリンク
がなくなる。
【０００４】
　複数のユーザが同時にＷｉＦｉ基地局にアクセスした時に、利用可能なデータ収量は、
複数のユーザ間で共用される。ユーザが異なれば、典型的には、所定の時間に異なる収量
要求をＷｉＦｉ基地局にすることになるが、総収量要求がＷｉＦｉ基地局からユーザまで
の利用可能な収量を上回った時に、一部又は全てのユーザは、受けるデータ収量が求めて
いるものよりも少なくなる。ＷｉＦｉアクセスポイントが非常に多くのユーザ間で共用さ
れる極端な状況では、各ユーザへの収量は、速度が遅くなる可能性もあり、更に悪いこと
に、各ユーザへのデータ収量は、全て、データ収量がない長い期間により分離された短時
間バーストで到着する場合があり、その間は、他のユーザへの対応は行われている。媒体
ストリーミングと同様に、この「途切れ途切れの」データ配信は、ある一定の用途を損な
う場合がある。
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【０００５】
　多くのユーザがいる状況でＷｉＦｉ基地局を更に増設しても、その効果は、単にある一
定の点までのものになることになる。米国の２．４ＧＨｚ　ＩＳＭ帯域内では、ＷｉＦｉ
に使用することができる非干渉チャンネルが３つあり、同じカバレージエリア内の３つの
ＷｉＦｉ基地局が各々異なる非干渉チャンネルを使用するように構成された場合に、複数
のユーザ間のカバレージエリアの総収量は、最大３倍まで増大することになる。しかし、
それよりも大きいと、同じカバレージエリアでＷｉＦｉ基地局を増設しても、総収量は増
大しない。これは、「交替で」スペクトルを使用することによって時分割多重アクセス（
ＴＤＭＡ）を利用し、同じ利用可能なスペクトルをＷｉＦｉ基地局間で共用し始めること
になるからである。この状況は、集合住宅内のような人口密度が高いカバレージエリアで
見られることが多い。例えば、たとえユーザのアクセスポイントが基地局にアクセスして
いるクライアントデバイスと同じ部屋にあったとしても、ＷｉＦｉアダプタがある大きい
アパートにいるユーザは、同じカバレージエリア内にいる他のユーザにサービスを提供す
る何十もの他の干渉中のＷｉＦｉネットワーク（例えば、他のアパート）のために非常に
不良な収量を受ける恐れが十分にある。リンク品質はその状況では良好である可能性が高
いが、ユーザは、同じ周波数帯域内で作動している隣接ＷｉＦｉアダプタからの干渉を受
けることになり、ユーザへの有効収量が低減する。
【０００６】
　ＷｉＦｉのような未認可スペクトル及び認可スペクトルを含む現在のマルチユーザ無線
システムには、いくつかの制限がある。これらには、カバレージエリア、ダウンリンク（
ＤＬ）データ転送速度、及びアップリンク（ＵＬ）データ転送速度がある。（ＷｉＭａＸ
及びＬＴＥのような）次世代無線システムの重要な目標は、多重入力多重出力（ＭＩＭＯ
）技術を通じてカバレージエリア、ＤＬデータ転送速度、及びＵＬデータ転送速度を改善
することである。ＭＩＭＯでは、リンク品質（結果として受信可能範囲の拡大）又はデー
タ転送速度（あらゆるユーザに複数の非干渉空間チャンネルを作成することにより）を改
善するために複数のアンテナを無線リンクの送信側及び受信側で使用する。十分なデータ
転送速度があらゆるユーザに利用可能な場合（注：「ユーザ」及び「クライアント」とい
う用語を本明細書では交換可能に使用する）、マルチユーザＭＩＭＯ（ＭＵ－ＭＩＭＯ）
法に従って複数のユーザ（単一のユーザではなく）に非干渉チャンネルを作成するために
チャンネル空間ダイバーシティを利用することが望ましいであろう。例えば、以下の参考
文献を参照されたい。
　Ｇ．Ｃａｉｒｅ　ａｎｄ　Ｓ．Ｓｈａｍａｉ，「Ｏｎ　ｔｈｅ　ａｃｈｉｅｖａｂｌｅ
　ｔｈｒｏｕｇｈｐｕｔ　ｏｆ　ａ　ｍｕｌｔｉａｎｔｅｎｎａ　Ｇａｕｓｓｉａｎ　ｂ
ｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｈａｎｎｅｌ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．Ｉｎｆｏ．Ｔｈ．，ｖｏ
ｌ．４９，ｐｐ．１６９１～１７０６，Ｊｕｌｙ　２００３。
【０００７】
　Ｐ．Ｖｉｓｗａｎａｔｈ　ａｎｄ　Ｄ．Ｔｓｅ，「Ｓｕｍ　ｃａｐａｃｉｔｙ　ｏｆ　
ｔｈｅ　ｖｅｃｔｏｒ　Ｇａｕｓｓｉａｎ　ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｈａｎｎｅｌ　ａｎ
ｄ　ｕｐｌｉｎｋ－ｄｏｗｎｌｉｎｋ　ｄｕａｌｉｔｙ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．Ｉｎ
ｆｏ．Ｔｈ．，ｖｏｌ．４９，ｐｐ．１９１２～１９２１，Ａｕｇ．２００３。
【０００８】
　Ｓ．Ｖｉｓｈｗａｎａｔｈ，Ｎ．Ｊｉｎｄａｌ，ａｎｄ　Ａ．Ｇｏｌｄｓｍｉｔｈ，「
Ｄｕａｌｉｔｙ，ａｃｈｉｅｖａｂｌｅ　ｒａｔｅｓ，ａｎｄ　ｓｕｍ－ｒａｔｅ　ｃａ
ｐａｃｉｔｙ　ｏｆ　Ｇａｕｓｓｉａｎ　ＭＩＭＯ　ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｈａｎｎｅ
ｌｓ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．Ｉｎｆｏ．Ｔｈ．，ｖｏｌ．４９，ｐｐ．２６５８～２
６６８，Ｏｃｔ．２００３。
【０００９】
　Ｗ．Ｙｕ　ａｎｄ　Ｊ．Ｃｉｏｆｆｉ，「Ｓｕｍ　ｃａｐａｃｉｔｙ　ｏｆ　Ｇａｕｓ
ｓｉａｎ　ｖｅｃｔｏｒ　ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｈａｎｎｅｌｓ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａ
ｎｓ．Ｉｎｆｏ．Ｔｈ．，ｖｏｌ．５０，ｐｐ．１８７５～１８９２，Ｓｅｐ．２００４
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。
【００１０】
　Ｍ．Ｃｏｓｔａ，「Ｗｒｉｔｉｎｇ　ｏｎ　ｄｉｒｔｙ　ｐａｐｅｒ」，ＩＥＥＥ　Ｔ
ｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ　ｏｎ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｔｈｅｏｒｙ，ｖｏｌ．２９
，ｐｐ．４３９～４４１，Ｍａｙ　１９８３。
【００１１】
　Ｍ．Ｂｅｎｇｔｓｓｏｎ，「Ａ　ｐｒａｇｍａｔｉｃ　ａｐｐｒｏａｃｈ　ｔｏ　ｍｕ
ｌｔｉ－ｕｓｅｒ　ｓｐａｔｉａｌ　ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ」，Ｐｒｏｃ．ｏｆ　Ｓ
ｅｎｓｏｒ　Ａｒｒａｙ　ａｎｄ　Ｍｕｌｔｉｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｉｇｎ．Ｐｒｏｃ．Ｗ
ｏｒｋｓｈｏｐ，ｐｐ．１３０～１３４，Ａｕｇ．２００２。
【００１２】
　Ｋ．－Ｋ．Ｗｏｎｇ，Ｒ．Ｄ．Ｍｕｒｃｈ，ａｎｄ　Ｋ．Ｂ．Ｌｅｔａｉｅｆ，「Ｐｅ
ｒｆｏｒｍａｎｃｅ　ｅｎｈａｎｃｅｍｅｎｔ　ｏｆ　ｍｕｌｔｉｕｓｅｒ　ＭＩＭＯ　
ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　ｓｙｓｔｅｍｓ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａ
ｎｓ．Ｃｏｍｍ．，ｖｏｌ．５０，ｐｐ．１９６０～１９７０，Ｄｅｃ．２００２。
【００１３】
　Ｍ．Ｓｈａｒｉｆ　ａｎｄ　Ｂ．Ｈａｓｓｉｂｉ，「Ｏｎ　ｔｈｅ　ｃａｐａｃｉｔｙ
　ｏｆ　ＭＩＭＯ　ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｗｉｔｈ　ｐａｒｔｉａｌ　
ｓｉｄｅ　ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．Ｉｎｆｏ．Ｔｈ．，ｖｏ
ｌ．５１，ｐｐ．５０６～５２２，Ｆｅｂ．２００５。
【００１４】
　例えば、ＭＩＭＯ　４×４システム（すなわち、４つの送信アンテナ及び４つの受信ア
ンテナ）、１０ＭＨｚ帯域幅、１６－ＱＡＭ変調、及び速度３／４（３ｂｐｓ／Ｈｚのス
ペクトル効率が得られる）による及び前進型誤信号訂正（ＦＥＣ）符号化）では、あらゆ
るユーザに対して物理層で達成可能な理想的なピークデータ転送速度は、４×３０Ｍｂｐ
ｓ＝１２０Ｍｂｐｓであり、これは、高解像度映像コンテンツ（～１０Ｍｂｐｓのみを必
要とすると考えられる）を配信するのに必要とされるピークデータ転送速度より遥かに高
い。理想的なシナリオ（すなわち、独立同分布、ｉ．ｉ．ｄ．チャンネル）において４つ
の送信アンテナ、４人のユーザ、及びユーザ当たりに単一のアンテナを有するＭＵ－ＭＩ
ＭＯシステムでは、ダウンリンクデータ転送速度は、４人のユーザにわたって共用するこ
とができ、チャンネル空間ダイバーシティを利用してユーザに４つの並行した３０Ｍｂｐ
ｓのデータリンクを作成することができる。
【００１５】
　例えば、３ＧＰＰ，「Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｉｎｐｕｔ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｏｕｔｐｕ
ｔ　ｉｎ　ＵＴＲＡ」，３ＧＰＰ　ＴＲ　２５．８７６　Ｖ７．０．０，Ｍａｒ．２００
７、３ＧＰＰ，「Ｂａｓｅ　Ｐｈｙｓｉｃａｌ　ｃｈａｎｎｅｌｓ　ａｎｄ　ｍｏｄｕｌ
ａｔｉｏｎ」，ＴＳ　３６．２１１，Ｖ８．７．０，Ｍａｙ　２００９、及び３ＧＰＰ，
「Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ　ａｎｄ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｃｏｄｉｎｇ」，ＴＳ　３６．
２１２，Ｖ８．７．０，Ｍａｙ　２００９に説明されているように、異なるＭＵ－ＭＩＭ
Ｏ方式が、ＬＴＥ規格の一部として提案されている。しかし、これらの方式は、ＤＬにお
いて、４つの送信アンテナでデータ転送速度は最大２倍までの改善しか得ることができな
い。ＡｒｒａｙＣｏｍｍなどの企業による標準的かつ固有開発のセルラーシステム内のＭ
Ｕ－ＭＩＭＯ法の実際的な例（例えば、ＡｒｒａｙＣｏｍｍ，「Ｆｉｅｌｄ－ｐｒｏｖｅ
ｎ　ｒｅｓｕｌｔｓ」，ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ａｒｒａｙｃｏｍｍ．ｃｏｍ／ｓｅｒｖ
ｅ．ｐｈｐ？ｐａｇｅ＝ｐｒｏｏｆを参照）では、空間分割多重アクセス（ＳＤＭＡ）を
通じてＤＬデータ転送速度は（４つの送信アンテナで）最大３倍までの増大が得られてい
る。携帯電話ネットワークにおけるＭＵ－ＭＩＭＯ方式の重要な限界は、送信側での空間
ダイバーシティの欠如である。空間ダイバーシティは、アンテナ間隔の関数及び無線リン
クにおける多経路角度広がりである。ＭＵ－ＭＩＭＯ法を使用するセルラーシステムでは
、基地局での送信アンテナは、典型的には、共にクラスター化され、かつアンテナ支持物
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構造体（物理的に高いか否かに関わらず、本明細書では「塔」と呼ぶ）上の限られた土地
建物のために、及び塔を位置付けることができる場所に関する制限のために１つ又は２つ
の波長のみを隔てて設けられる。更に、多経路角度広がりは低い。これは、携帯電波塔が
、典型的には、受信可能範囲の拡大が得られるように障害物よりもかなり高い所（１０メ
ートル以上）で設けられているからである。
【００１６】
　セルラーシステム配置による他の実際的な問題には、セルラーアンテナロケーションに
関するロケーションの過剰な経費及び限られた利用可能性（例えば、アンテナ配置、土地
建物費、物理的障害物などに関する地方自治体の制限のため）、並びに送信機とのネット
ワーク接続性（「バックホール」と本明細書で呼ぶ）のコスト及び／又は利用可能性があ
る。更に、セルラーシステムは、壁、天井、床、備品、及び他の妨害物による損失のため
に建物の奥にあるクライアントに到達することが困難であることが多い。
【００１７】
　実際、広域ネットワーク無線のためのセル構造の全体的な概念は、携帯電波塔のかなり
強固な配置、隣接したセル間の周波数の交替、及び同じ周波数を使用している送信機（基
地局又はユーザのいずれか）間の干渉を回避するように頻繁なセクター化を前提とする。
その結果、所定のセルの所定のセクターは、セルセクター内のユーザの全ての間のＵＬス
ペクトル及びＤＬスペクトルのブロックの共用に終わり、セルセクターは、次に、主とし
て時間領域においてこれらのユーザ間で共用される。例えば、時分割多重アクセス（ＴＤ
ＭＡ）及び符号分割多重アクセス（ＣＤＭＡ）に基づくセルラーシステムは、両方とも、
時間領域においてユーザ間にスペクトルを共用する。セクター化でこのようなセルラーシ
ステムを重ね合わせることにより、恐らくは、２～３倍の空間領域利点をもたらすことが
できる。次に、上述したようなＭＵ－ＭＩＭＯシステムとこのようなセルラーシステムを
重ね合わせることにより、恐らくは、更に２～３倍の時空間領域の利点をもたらすことが
できる。しかし、セルラーシステムのセル及びセクターが典型的には塔をどこに設けるこ
とができるかにより指定されることが多い固定ロケーションにあることを考慮すると、こ
のような限られた利点でさえも所定の時間のユーザ密度（又はデータ転送速度要求）は、
塔／セクター配置に良好に適合しなかった場合は利用し難くなる。携帯スマートフォンユ
ーザは、今日、この影響力を受けることが多く、ユーザは、全くトラブルなく電話で話し
ているか、又はウェブページをダウンロードしている可能性があり、次に、新しいロケー
ションに車で（又は歩いて）移動した後に声質が落ちたり、又はウェブページの速度が落
ちたり、又は完全に接続を失うことさえ突然に目の当たりにすることになる。しかし、日
が変わると、ユーザは、各々のロケーションで正反対のことが発生する可能性がある。環
境条件が同じであると仮定し、ユーザが恐らく体験しているのは、ユーザ密度（又はデー
タ転送速度要求）が非常に変化することである。しかし、所定のロケーションでユーザ間
で共用すべき利用可能な全スペクトル（及びそれによって従来技術を使用して全データ転
送速度）は、主に固定である。
【００１８】
　更に、従来技術のセルラーシステムは、異なる隣接したセルにおいて異なる周波数、典
型的には３つの異なる周波数を使用することに依存する。所定の量のスペクトルに対して
、それによって利用可能なデータ転送速度が３倍低減される。
【００１９】
　したがって、要約すると、従来技術のセルラーシステムは、セル化のためにスペクトル
利用の恐らく３倍を失う可能性があり、かつセクター化を通じて恐らく３倍、ＭＵ－ＭＩ
ＭＯ法を通じて恐らく更に３倍スペクトル利用を改善することができ、結果として正味３
＊３／３＝３倍の潜在的なスペクトル利用になる。次に、その帯域幅は、ユーザが所定の
時間にどのセルのどのセクターに該当するかに基づいて典型的には時間領域においてユー
ザ間に分割される。所定のユーザのデータ転送速度要求が典型的にユーザのロケーション
とは独立しているために生じる更に別の非効率さえ存在するが、利用可能なデータ転送速
度は、ユーザと基地局の間のリンク品質に基づいて変動する。例えば、セルラー基地局か
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ら遠いユーザは、典型的に、利用可能なデータ転送速度が基地局に近いユーザよりも少な
くなる。データ転送速度は、典型的に所定のセルラーセクター内のユーザの全ての間で共
用されるので、この結果、全てのユーザは、不良なリンク品質（例えば、セルの端での）
で遠くのユーザからの高いデータ転送速度要求の影響を受ける。これは、このようなユー
ザが、依然として同量のデータ転送速度を要求することになり、しかも、同量のデータ転
送速度を得るために共用スペクトルのより多くの量を消費しているからである。
【００２０】
　ユーザの範囲で基地局による同時送信により結果として干渉が発生し、したがって、シ
ステムが衝突防止及び共用プロトコルを利用するため、ＷｉＦｉ（例えば、８０２．１１
ｂ、ｇ、及びｎ）によって使用されるもの及びホワイトスペース連合により提案されたも
ののような他の提案されたスペクトル共用システムは、スペクトル共用が非常に非効率的
である。これらのスペクトル共用プロトコルは、時間領域内にあり、したがって、多くの
干渉中の基地局及びユーザが存在する時に、各基地局自体のスペクトル利用がどのように
効率的であろうとも、集合的に、基地局は、互いの間のスペクトルの時間領域共用に限定
される。他の従来技術のスペクトル共用システムも、同様に、基地局間の干渉を緩和する
類似の方法に依存する（塔上のアンテナを有するセルラー基地局又は小規模基地局（Ｗｉ
Ｆｉアクセスポイント（ＡＰ）のような）である場合）。これらの方法には、干渉の範囲
を制限するように行う基地局からの送信電力の制限、干渉エリアを狭域化するビームフォ
ーミング（合成又は物理手段を通じて）、スペクトルの時間領域多重化、及び／又はユー
ザデバイス、基地局、若しくは両方の上の複数のクラスター化されたアンテナによるＭＵ
－ＭＩＭＯ法がある。そして、すでにあるか又は今日計画されている高度の携帯電話ネッ
トワークの場合には、これらの技術の多くは、一度に使用されることが多い。
【００２１】
　しかし、高度のセルラーシステムでさえも、スペクトルを利用する単一のユーザと比較
するとスペクトル利用を約３倍しか増加させることはできないことによって明らかである
ことは、これらの技術の全ては、受信可能範囲の所定のエリアに向けて共用ユーザ間に総
データ転送速度を増大させるのに殆ど役に立っていないという点である。特に、所定のカ
バレージエリアがユーザの観点から拡大する時に、ユーザの成長と足並みをそろえるため
に、所定の量のスペクトル内の利用可能なデータ転送速度を拡大することが益々困難にな
る。例えば、セルラーシステムに関して所定のエリア内の総データ転送速度を増大させる
ために、典型的には、セルは、より小さいセル（ナノセル又はフェムトセルということが
多い）に小分けされる。このような小セルは、「不感帯」が最小限の受信可能範囲をもた
らし、更には、同じ周波数を使用する近くのセル間の干渉を回避するように塔を設定する
ことができるロケーションに関する制限、及び塔を公平に構成されたパターンで配置すべ
きである要件を考慮すると極めて高価になる可能性がある。本質的に、カバレージエリア
を細かく計画しなければならず、塔又は基地局を設ける利用可能なロケーションを識別し
なければならず、次に、これらの制約を前提として、セルラーシステムの設計者は、自分
たちが可能な最良のもので間に合わせなければならない。そして、当然のことながら、ユ
ーザデータ転送速度要求が時間と共に増大するのであれば、セルラーシステムの設計者は
、カバレージエリアを再びリマップし、塔又は基地局のロケーションを見つけるように努
め、かつもう一度状況の制約に対処すべきである。また、非常に多くの場合に、単に良好
な解決法がなく、結果として、不感帯が発生するか、又はカバレージエリア内の総データ
転送速度容量が不適切になる。換言すると、同じ周波数を利用する塔又は基地局間の干渉
を回避するセルラーシステムの強固な物理配置要件により、セルラーシステム設計におい
て有意な問題点及び制約が生じ、これらの要件は、多くの場合にユーザデータ転送速度及
び受信可能範囲要件を満たすことができない。
【００２２】
　いわゆる従来技術の「協調」無線システム及び「認識」無線システムは、互いの干渉を
最小にすることができるように、及び／又はチャンネルが空くまで待つように、他のスペ
クトルの使用がないか潜在的に「聴取する」ことができるように無線内で知的アルゴリズ
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ムを使用することによって所定のエリア内のスペクトル利用を増大しようとする。このよ
うなスペクトルのスペクトル利用を増大させるように未認可スペクトルで特に使用される
ようなシステムが提案されている。
【００２３】
　モバイルアドホックネットワーク（ＭＡＮＥＴ）（ｈｔｔｐ：／／ｅｎ．ｗｉｋｉｐｅ
ｄｉａ．ｏｒｇ／ｗｉｋｉ／Ｍｏｂｉｌｅ＿ａｄ＿ｈｏｃ＿ｎｅｔｗｏｒｋを参照）は、
ピアツーピア通信をもたらすことを目的とした協調自己構成型ネットワークの例であり、
かつ携帯電話インフラなしで無線間の通信を確立するために使用することができ、十分に
低電力の通信で、互いの範囲外にある同時送信間の干渉を潜在的に緩和することができる
。非常に多くの経路指定プロトコルがＭＡＮＥＴシステムに向けて提案されて実行された
が（広範囲にわたるクラスの何十もの経路指定プロトコルのリストに関しては、ｈｔｔｐ
：／／ｅｎ．ｗｉｋｉｐｅｄｉａ．ｏｒｇ／ｗｉｋｉ／Ｌｉｓｔ＿ｏｆ＿ａｄ－ｈｏｃ＿
ｒｏｕｔｉｎｇ＿ｐｒｏｔｏｃｏｌｓを参照）、経路指定プロトコルに共通のテーマは、
これらが所定の効率又は信頼性パラダイムという目標に向けて利用可能なスペクトル内の
送信機干渉を最小にするように送信を経路指定する（例えば、繰り返す）全ての技術であ
ることである。
【００２４】
　従来技術のマルチユーザ無線システムの全ては、基地局及び複数のユーザ間の同時のス
ペクトル利用を可能にする技術を利用することによって所定のカバレージエリア内のスペ
クトル利用を改善しようとする。特に、これらの場合の全てにおいて、基地局及び複数の
ユーザ間の同時のスペクトル利用に利用される技術は、複数のユーザに対する波形間の干
渉を緩和することによって複数のユーザによる同時スペクトル使用をもたらす。例えば、
３人のうちの１人に送信するために各々異なる周波数を使用する３つの基地局の場合には
、干渉は、３つの送信が３つの異なる周波数であるので緩和される。３人の異なるユーザ
への基地局からのセクター化の場合、ビームフォーミングにより、３つの送信がユーザで
重なり合うのが防止されるために、基地局に対して各々１８０°間隔で干渉は緩和される
。
【００２５】
　このような技術がＭＵ－ＭＩＭＯで増大され、かつ例えば各基地局が４つのアンテナを
有する時に、これは、所定のカバレージエリア内のユーザに対して４つの非干渉空間チャ
ンネルを作成することによってダウンリンク収量を４倍に増大させる可能性がある。しか
しながら、依然として何らかの技術を利用し、異なるカバレージエリア内の複数のユーザ
に対する複数の同時送信間の干渉を緩和すべきである。
【００２６】
　上述のように、このような従来技術（例えば、セル化、セクター化）には、典型的にマ
ルチユーザ無線システムの経費及び／又は配置柔軟性の増大が問題点としてあるのみなら
ず、典型的に所定のカバレージエリア内の総収量の物理的又は実際的な制限が問題点とし
て存在する。例えば、セルラーシステムには、基地局の配置数を増加させて小セル化を行
うために利用可能なロケーションが十分ない場合がある。また、ＭＵ－ＭＩＭＯシステム
では、各基地局ロケーションでのクラスター化されたアンテナの間隔を考慮すると、限ら
れた空間ダイバーシティにより、基地局に増設されるアンテナが増加する時に収量の収益
が漸近的に減少する。
【００２７】
　更に、ユーザロケーション及び密度を予想できないマルチユーザ無線システムの場合に
、（周波数の急激な変化で）収量が予想できない。これは、ユーザには不便であり、一部
の用途（例えば、予想可能な収量を必要とするサービスの配信）が非実用的又は低品質に
なる。したがって、従来技術のマルチユーザ無線システムには、ユーザに予想可能な及び
／又は高品質のサービスを提供する機能の観点からまだ不満な点が多い。
【００２８】
　時間をかけて従来技術のマルチユーザ無線システムに向けて開発された驚異的な高度化
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及び複雑性にも関わらず、送信が、異なる基地局（又はアドホック送受信機）に配信され
、かつ異なる基地局及び／又は異なるアドホック送受信機からのＲＦ波形伝送が特定のユ
ーザの受信機で互いに干渉するのを回避するように構成及び／又は制御されるという共通
のテーマが存在する。
【００２９】
　あるいは、別の言い方をすると、ユーザが偶然に同時に１つ以上の基地局又はアドホッ
ク送受信機から送信を受信したとすると、複数の同時送信からの干渉により、ユーザへの
信号のＳＮＲ及び／又は帯域幅の低減が発生することになり、その結果、十分に厳しい場
合には、十分に厳しくない場合にユーザによって受信されていたと思われる潜在的なデー
タ（又はアナログ情報）の全て又は一部の損失が発生することになる。
【００３０】
　したがって、マルチユーザ無線システムは、１つ以上のスペクトル共用手法又は別のス
ペクトル共用手法を利用して同時に同じ周波数で送信する複数の基地局又はアドホック送
受信機からのユーザへのこのような干渉を回避又は緩和することが必要である。基地局の
物理的位置（例えば、セル化）の制御、基地局及び／又はアドホック送受信機の電力出力
の制限（例えば、送信範囲の制限）、ビームフォーミング／セクター化、及び時間領域多
重化を含むこのような干渉を回避する従来技術の手法は非常に多い。要するに、これらの
スペクトル共用システムの全ては、同時に同じ周波数で送信する複数の基地局及び／又は
アドホック送受信機が同じユーザによって受信された時に得られる干渉により影響を受け
たユーザに対するデータ収量が低減又は破壊されるマルチユーザ無線システムの限界に対
処しようとする。マルチユーザ無線システム内のユーザの殆ど又は全てが複数の基地局及
び／又はアドホック送受信機からの干渉を受けた場合（例えば、マルチユーザ無線システ
ムの構成要素の誤作動の場合）に、マルチユーザ無線システムの総収量が激減するか又は
機能しなくなる状況が発生する可能性がある。
【００３１】
　従来技術のマルチユーザ無線システムは、複雑性を追加し、かつ無線ネットワークへの
制限を招き、したがって、多くの場合に、所定のユーザの体験（例えば、利用可能な帯域
、待ち時間、予想性、信頼性）がエリア内の他のユーザによるスペクトルの利用により影
響を受ける状況が発生する。複数のユーザによって共用される無線スペクトル内の総帯域
幅に対する増加する要求、及び所定のユーザに向けてマルチユーザ無線ネットワークの信
頼性、予想性、及び短い待ち時間に依存する可能性がある用途の更なる成長を考慮すると
、従来技術のマルチユーザ無線技術には多くの制限が問題点としてあることが明らかであ
る。実際、所定のタイプの（例えば、建物の壁を通過する際に効率的である波長での）無
線通信に適するスペクトルの限られた利用可能性のために、従来技術の無線技術は、信頼
性が高くて、予想可能で、待ち時間が短い帯域幅に対する需要の増大を満たすには不十分
であることがある。
【００３２】
　本発明に関連する従来技術では、マルチユーザシナリオにおいてヌルステアリングのた
めのビームフォーミングシステム及び方法が説明されている。ビームフォーミングは、本
来は、アレイのアンテナに供給される信号の位相及び／又は振幅を動的に調整することに
よって（すなわち、ビームフォーミング重み）、受信信号対ノイズ比（ＳＮＲ）を最大に
し、したがって、ユーザ方向に向けてエネルギが集中されるように考えられている。マル
チユーザシナリオでは、ビームフォーミングを使用し、干渉発生源を抑止して信号対干渉
ノイズ比（ＳＩＮＲ）を最大にすることができる。例えば、ビームフォーミングが無線リ
ンクの受信機に使用される時に、重みは、干渉発生源の方向にヌルを生じるように計算さ
れる。ビームフォーミングがマルチユーザダウンリンクシナリオで送信機に使用される時
に、重みは、ユーザ間干渉を事前に相殺してあらゆるユーザに対してＳＩＮＲを最大にす
るように計算される。ＢＤ事前符号化などマルチユーザシステムの代替技術では、事前符
号化重みを計算してダウンリンクブロードキャストチャンネル内の収量を最大にする。参
照することにより本明細書に組み込まれている同時係属出願は、上述の技術を説明してい
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る（特定の引用に対しては同時係属出願を参照）。
【図面の簡単な説明】
【００３３】
　本発明は、発明を実施するための最良の形態の以下の説明を図面と併せ読むことにより
、より良好に理解されると考えられる。
【図１】本発明の一実施形態において近傍ＤＩＤＯクラスターによって囲まれた主ＤＩＤ
Ｏクラスターを示す。
【図２】本発明の一実施形態に使用される周波数分割多重アクセス（ＦＤＭＡ）法を示す
。
【図３】本発明の一実施形態に使用される時分割多重アクセス（ＴＤＭＡ）法を示す。
【図４】本発明の一実施形態において対処される異なるタイプの干渉ゾーンを示す。
【図５】本発明の一実施形態に使用されるフレームワークを示す。
【図６】干渉ゾーン内のターゲットクライアントに対してＳＩＲ＝１０ｄＢを仮定したＳ
ＮＲの関数としてのＳＥＲを示すグラフを示す。
【図７】２つのＩＤＣＩ事前符号化法から導出されたＳＥＲを示すグラフを示す。
【図８】ターゲットクライアントが主ＤＩＤＯクラスターから干渉しているクラスターま
で移動する例示的なシナリオを示す。
【図９】距離（Ｄ）の関数としての信号対干渉ノイズ比（ＳＩＮＲ）を示す。
【図１０】平坦フェーディング狭帯域チャンネルにおける４－ＱＡＭ変調の３つのシナリ
オの符号誤り率（ＳＥＲ）性能を示す。
【図１１】本発明の一実施形態によるＩＤＣＩ事前符号化の方法を示す。
【図１２】一実施形態における主ＤＩＤＯクラスターの中心からのクライアントの距離の
関数としてのＳＩＮＲ変動を示す。
【図１３】ＳＥＲが４－ＱＡＭ変調について導出される一実施形態を示す。
【図１４】有限状態の機械がハンドオフアルゴリズムを実行する本発明の一実施形態を示
す。
【図１５】シャドーイングが存在する場合のハンドオフ戦略の一実施形態を示す。
【図１６】図９３においていずれか２つの状態間で切り換わる時のヒステリシスループ機
構を示す。
【図１７】電力制御を伴うＤＩＤＯシステムの一実施形態を示す。
【図１８】異なるシナリオにおいて４つのＤＩＤＯ送信アンテナ及び４台のクライアント
を仮定したＳＮＲ対ＳＥＲを示す。
【図１９】本発明の一実施形態による送信電力の異なる値に対してＲＦ放射線源からの距
離の関数としてのＭＰＥ電力密度を示す。
【図２０ａ】低電力及び高電力ＤＩＤＯ分散型アンテナの異なる分布を示す。
【図２０ｂ】低電力及び高電力ＤＩＤＯ分散型アンテナの異なる分布を示す。
【図２１ａ】図２０ａ及び２０ｂの構成にそれぞれ対応する２つの電力分布を示す。
【図２１ｂ】図２０ａ及び２０ｂの構成にそれぞれ対応する２つの電力分布を示す。
【図２２ａ】図９９ａ及び９９ｂにそれぞれ示すシナリオに関する速度分布を示す。
【図２２ｂ】図９９ａ及び９９ｂにそれぞれ示すシナリオに関する速度分布を示す。
【図２３】電力制御を伴うＤＩＤＯシステムの一実施形態を示す。
【図２４】データを送信するラウンドロビンスケジューリングポリシーに従って全てのア
ンテナ群にわたって反復する方法の実施形態を示す。
【図２５】米国特許第７，６３６，３８１号における従来の固有モード選択に対するアン
テナグループ分けによる電力制御の未符号化ＳＥＲ性能の比較を示す。
【図２６ａ】ＢＤ事前符号化がＤＩＤＯアンテナとクライアントとの間の無線リンクにわ
たる異なる出力レベルに適合するように動的に事前符号化重みを調整するシナリオを示す
。
【図２６ｂ】ＢＤ事前符号化がＤＩＤＯアンテナとクライアントとの間の無線リンクにわ
たる異なる出力レベルに適合するように動的に事前符号化重みを調整するシナリオを示す
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。
【図２６ｃ】ＢＤ事前符号化がＤＩＤＯアンテナとクライアントとの間の無線リンクにわ
たる異なる出力レベルに適合するように動的に事前符号化重みを調整するシナリオを示す
。
【図２７】ＤＩＤＯ　２×２システムに関する遅延領域又は瞬間的なＰＤＰ（上側プロッ
ト）及び周波数領域（下側プロット）にわたる低周波数選択チャンネル（β＝１と仮定）
の振幅を示す。
【図２８】クライアント当たり１つのアンテナによるＤＩＤＯ　２×２に関するチャンネ
ル行列周波数応答の一実施形態を示す。
【図２９】高い周波数選択度（例えば、β＝０．１で）を特徴とするチャンネルのための
クライアント当たりに１つのアンテナによるＤＩＤＯ　２×２に関するチャンネル行列周
波数応答の一実施形態を示す。
【図３０】異なるＱＡＭ方式（すなわち、４－ＱＡＭ、１６－ＱＡＭ、６４－ＱＡＭ）の
例示的なＳＥＲを示す。
【図３１】リンクアダプテーション（ＬＡ）法を実行する方法の実施形態を示す。
【図３２】リンクアダプテーション（ＬＡ）法の一実施形態のＳＥＲ性能を示す。
【図３３】ＮＦＦＴ＝６４及びＬ０＝８でのＤＩＤＯ　２×２システムに関するＯＦＤＭ
トーン指数の関数としての方程式（２８）での行列の入力を示す。
【図３４】Ｌ０＝８、Ｍ＝Ｎｔ＝２送信アンテナ、及びＰの可変的な数に対するＳＥＲ対
ＳＮＲを示す。
【図３５】異なるＤＩＤＯオーダー及びＬ０＝１６に対する補間法の一実施形態のＳＥＲ
性能を示す。
【図３６】スーパークラスター、ＤＩＤＯクラスター、及びユーザクラスターを使用する
システムの一実施形態を示す。
【図３７】本発明の一実施形態によるユーザクラスターを有するシステムを示す。
【図３８ａ】本発明の一実施形態に使用されるリンク品質メトリック閾値を示す。
【図３８ｂ】本発明の一実施形態に使用されるリンク品質メトリック閾値を示す。
【図３９】ユーザクラスターを確立するリンク品質行列の例を示す。
【図４０】ユーザクラスターを確立するリンク品質行列の例を示す。
【図４１】ユーザクラスターを確立するリンク品質行列の例を示す。
【図４２】クライアントが異なるＤＩＤＯクラスターを横断する実施形態を示す。
【図４３】本発明の一実施形態において球形アレイの解像度とこれらのエリアＡとの関係
を示す。
【図４５】本発明の一実施形態において球形アレイの解像度とこれらのエリアＡとの関係
を示す。
【図４４】本発明の一実施形態において球形アレイの解像度とこれらのエリアＡとの関係
を示す。
【図４６】本発明の一実施形態において球形アレイの解像度とこれらのエリアＡとの関係
を示す。
【図４７】実際的な室内及び屋外伝播シナリオにおけるＭＩＭＯシステムの自由度を示す
。
【図４８】アレイ直径の関数としてのＤＩＤＯシステムにおける自由度を示す。
【図４９】有線接続又は無線接続で通信する複数の集中型プロセッサ（ＣＰ）及び分散ノ
ード（ＤＮ）を含む一実施形態を示す。
【図５０】ＣＰが未認可ＤＮと制御情報を交換し、認可使用向け周波数帯域を停止するよ
うにこれらを再構成する一実施形態を示す。
【図５１】全スペクトルが新サービスに割り当てられ、ＣＰが制御情報を使用して全ての
未認可ＤＮを停止させ、認可ＤＮとの干渉を回避する一実施形態を示す。
【図５２】複数のＣＰと、分散ノードと、ＣＰをＤＮに相互接続するネットワークと、を
含むクラウド無線システムの一実施形態を示す。
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【図５３】適応的にパラメータを再構成して、ユーザ移動性又は伝播環境の変化によるド
ップラー効果を補正するマルチユーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ）の実施形
態を示す。
【図５４】適応的にパラメータを再構成して、ユーザ移動性又は伝播環境の変化によるド
ップラー効果を補正するマルチユーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ）の実施形
態を示す。
【図５５】適応的にパラメータを再構成して、ユーザ移動性又は伝播環境の変化によるド
ップラー効果を補正するマルチユーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ）の実施形
態を示す。
【図５６】適応的にパラメータを再構成して、ユーザ移動性又は伝播環境の変化によるド
ップラー効果を補正するマルチユーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ）の実施形
態を示す。
【図５７】適応的にパラメータを再構成して、ユーザ移動性又は伝播環境の変化によるド
ップラー効果を補正するマルチユーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ）の実施形
態を示す。
【図５８】適応的にパラメータを再構成して、ユーザ移動性又は伝播環境の変化によるド
ップラー効果を補正するマルチユーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ）の実施形
態を示す。
【図５９】適応的にパラメータを再構成して、ユーザ移動性又は伝播環境の変化によるド
ップラー効果を補正するマルチユーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ）の実施形
態を示す。
【図６０】複数のＢＴＳを示し、この一部は良好なＳＮＲを有し、この一部はＵＥに対し
て低ドップラーを有する。
【図６１】複数のＢＴＳ－ＵＥリンクに関してＣＰによって記録されたＳＮＲ及びドップ
ラーの値を含む行列の一実施形態を示す。
【図６２】本発明の一実施形態による異なる時間におけるチャンネル利得（又はＣＳＩ）
を示す。
【発明を実施するための形態】
【００３４】
　上記の従来技術の制限の多くを克服する１つの解決法は、分散入力分散出力（ＤＩＤＯ
）技術の実施形態である。ＤＩＤＯ技術は、以下の特許及び特許出願に説明されており、
その全ては、本特許の本出願人に譲渡され、かつ参照することにより組み込まれている。
本出願は、これらの特許出願の一部継続（ＣＩＰ）である。これらの特許及び出願は、本
明細書において集合的に「関連特許及び出願」と呼ぶことがある。
【００３５】
　米国特許出願第１３／２３２，９９６号（２０１１年９月１４日出願、名称「Ｓｙｓｔ
ｅｍｓ　Ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　Ｔｏ　Ｅｘｐｌｏｉｔ　Ａｒｅａｓ　ｏｆ　Ｃｏｈｅ
ｒｅｎｃｅ　ｉｎ　Ｗｉｒｌｅｓｓ　Ｓｙｓｔｅｍｓ」）。
【００３６】
　同第１３／２３３，００６号（２０１１年９月１４日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍｓ　ａ
ｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　ｆｏｒ　Ｐｌａｎｎｅｄ　Ｅｖｏｌｕａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｏｂ
ｓｏｌｅｓｃｅｎｃｅ　ｏｆ　Ｍｕｌｔｉｕｓｅｒ　Ｓｐｅｃｔｒｕｍ」）。
【００３７】
　同第１２／９１７，２５７号（２０１０年１１月１日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ａ
ｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄｓ　Ｔｏ　Ｃｏｏｒｄｉｎａｔｅ　Ｔｒａｎｓｍｉｓｓｉｏｎｓ　Ｉ
ｎ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｓｙｓｔｅｍｓ　Ｖｉａ　Ｕｓｅｒ　
Ｃｌｕｓｔｅｒｉｎｇ」）。
【００３８】
　同第１２／８０２，９８８号（２０１０年６月１６日出願、名称「Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅ
ｎｃｅ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ，Ｈａｎｄｏｆｆ，Ｐｏｗｅｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ａｎｄ
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　Ｌｉｎｋ　Ａｄａｐｔａｔｉｏｎ　Ｉｎ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ－Ｉｎｐｕｔ　Ｄｉ
ｓｔｒｉｂｕｔｅｄ－Ｏｕｔｐｕｔ（ＤＩＤＯ）Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔ
ｅｍｓ」）。
【００３９】
　同第１２／８０２，９７６号（２０１０年６月１６日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　Ａｎ
ｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ａｄｊｕｓｔｉｎｇ　ＤＩＤＯ　Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ
　Ｃａｎｃｅｌｌａｔｉｏｎ　Ｂａｓｅｄ　Ｏｎ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｓｔｒｅｎｇｔｈ　Ｍ
ｅａｓｕｒｅｍｅｎｔｓ」）。
【００４０】
　同第１２／８０２，９７４号（２０１０年６月１６日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　Ａｎ
ｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｍａｎａｇｉｎｇ　Ｉｎｔｅｒ－Ｃｌｕｓｔｅｒ　Ｈａｎｄ
ｏｆｆ　Ｏｆ　Ｃｌｉｅｎｔｓ　Ｗｈｉｃｈ　Ｔｒａｖｅｒｓｅ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ｄ
ＩＤＯ　Ｃｌｕｓｔｅｒｓ」）。
【００４１】
　同第１２／８０２，９８９号（２０１０年６月１６日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　Ａｎ
ｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｍａｎａｇｉｎｇ　Ｈａｎｄｏｆｆ　Ｏｆ　Ａ　Ｃｌｉｅｎ
ｔ　Ｂｅｔｗｅｅｎ　Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ－Ｉｎｐｕｔ－Ｄｉ
ｓｔｒｉｂｕｔｅｄ－Ｏｕｔｐｕｔ（ＤＩＤＯ）Ｎｅｔｗｏｒｋｓ　Ｂａｓｅｄ　Ｏｎ　
Ｄｅｔｅｃｔｅｄ　Ｖｅｌｏｃｉｔｙ　Ｏｆ　Ｔｈｅ　Ｃｌｉｅｎｔ」）。
【００４２】
　同第１２／８０２，９５８号（２０１０年６月１６日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　Ａｎ
ｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｐｏｗｅｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　Ａｎｄ　Ａｎｔｅｎｎａ　Ｇ
ｒｏｕｐｉｎｇ　Ｉｎ　Ａ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ－Ｉｎｐｕｔ－Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔ
ｅｄ－Ｏｕｔｐｕｔ（ＤＩＤＯ）Ｎｅｔｗｏｒｋ」）。
【００４３】
　同第１２／８０２，９７５号（２０１０年６月１６日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　Ａｎ
ｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｌｉｎｋ　ａｄａｐｔａｔｉｏｎ　Ｉｎ　ＤＩＤＯ　Ｍｕｌ
ｔｉｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍｓ」）。
【００４４】
　同第１２／８０２，９３８号（２０１０年６月１６日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　Ａｎ
ｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　ＤＩＤＯ　Ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ　Ｉｎｔｅｒｐｏｌａｔｉｏ
ｎ　Ｉｎ　Ｍｕｌｔｉｃａｒｒｉｅｒ　Ｓｙｓｔｅｍｓ」）。
【００４５】
　同第１２／６３０，６２７号（２００９年１２月２日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎ
ｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ａｎｔｅｎｎａ　Ｗｉｒｅｌｅｓ
ｓ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ」）。
【００４６】
　米国特許第７，５９９，４２０号（２００７年８月２０日出願、２００９年１０月６日
発行、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　
Ｉｎｐｕｔ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｏｕｔｐｕｔ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｃｏｍｍｕｎ
ｉｃａｔｉｏｎ」）。
【００４７】
　同第７，６３３，９９４号（２００７年８月２０日出願、２００９年１２月１５日発行
、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｉｎ
ｐｕｔ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｏｕｔｐｕｔ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃ
ａｔｉｏｎ」）。
【００４８】
　同第７，６３６，３８１号（２００７年８月２０日出願、２００９年１２月２２日発行
、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｉｎ
ｐｕｔ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｏｕｔｐｕｔ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃ
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ａｔｉｏｎ」）。
【００４９】
　米国特許出願第１２／１４３，５０３号（２００８年６月２０日出願、名称「Ｓｙｓｔ
ｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｉｎｐｕｔ－Ｄｉｓｔ
ｒｉｂｕｔｅｄ　Ｏｕｔｐｕｔ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ」）
。
【００５０】
　同第１１／２５６，４７８号（２００５年１０月２１日出願、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　ａ
ｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｓｐａｔｉａｌ－Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｅｄ　Ｔｒｏｐｏｓ
ｐｈｅｒｉｃ　Ｓｃａｔｔｅｒ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ」）。
【００５１】
　米国特許第７，４１８，０５３号（２００４年７月３０日出願、２００８年８月２６日
発行、名称「Ｓｙｓｔｅｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　ｆｏｒ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　
Ｉｎｐｕｔ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ　Ｏｕｔｐｕｔ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｃｏｍｍｕｎ
ｉｃａｔｉｏｎ」）。
【００５２】
　米国特許出願第１０／８１７，７３１号（２００４年４月２日出願、名称「Ｓｙｓｔｅ
ｍ　ａｎｄ　Ｍｅｔｈｏｄ　Ｆｏｒ　Ｅｎｈａｎｃｉｎｇ　Ｎｅａｒ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ
　Ｉｎｃｉｄｅｎｃｅ　Ｓｋｙｗａｖｅ（「ＮＶＩＳ」）Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　
Ｕｓｉｎｇ　Ｓｐａｃｅ－Ｔｉｍｅ　Ｃｏｄｉｎｇ」）。
【００５３】
　本特許出願のサイズ及び複雑性を低減するために、関連特許及び出願の一部の開示を以
下では明示的に説明してはいない。本開示の完全な詳細説明については関連特許及び出願
を参照されたい。
【００５４】
　以下の節Ｉ（関連出願第１２／８０２，９８８号からの開示）では、本出願の出願人に
譲渡された従来技術の参考文献及び先行出願を指す固有の１組の巻末の注を利用している
ことに留意されたい。巻末の引用は、節Ｉの終わり（節ＩＩの見出しの直前）に記載され
ている。節ＩＩでの引用は、これらの数字による表記が異なる参考文献（節ＩＩの終わり
に記載）を識別するとしても、その引用に対して、節Ｉに使用された数字による表記と一
致する数字による表記を有する場合がある。したがって、特定の数字により識別される参
考文献を数字による表記が使用される節内で識別することができる。
【００５５】
　Ｉ．関連出願第１２／８０２，９８８号からの開示
　１．クラスター間干渉を除去する方法
　ゼロＲＦエネルギを有する空間にロケーションを作成するために複数の分散型送信アン
テナを使用する無線高周波（ＲＦ）通信システム及び方法を以下に説明する。Ｍ個の送信
アンテナを使用する時に、所定のロケーションにおいてゼロＲＦエネルギの（Ｍ－１）個
までの点を作成することができる。本発明の一実施形態において、ゼロＲＦエネルギの点
は、無線デバイスであり、送信アンテナは、送信機と受信機との間のチャンネル状態情報
（ＣＳＩ）を認識している。一実施形態において、ＣＳＩは、受信機で計算されて送信機
にフィードバックされる。別の実施形態において、ＣＳＩは、チャンネル相互関係が利用
されると仮定して受信機からトレーニングを通じて送信機で計算される。送信機は、ＣＳ
Ｉを利用して、同時に送信される干渉信号を決定することができる。一実施形態において
、ブロック対角化（ＢＤ）事前符号化が、ゼロＲＦエネルギの点を生成するために送信ア
ンテナにおいて使用される。
【００５６】
　本明細書に説明するシステム及び方法は、上述の従来の受信／送信ビームフォーミング
法と異なっている。実際には、受信ビームフォーミングでは、受信側で干渉を抑止するた
めに重みを計算し（ヌルステアリングを通じて）、一方、本明細書に記載の本発明の一部
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の実施形態は、結果として「ゼロＲＦエネルギ」を有する空間内の１つ又は複数のロケー
ションが得られる干渉パターンを作成するために送信側で重みを適用する。それぞれ、あ
らゆるユーザに対する信号品質（又はＳＩＮＲ）又はダウンリンク収量を最大にするよう
に設計された従来の送信ビームフォーミング又はＢＤ事前符号化と異なり、本明細書に記
載のシステム及び方法は、所定の状況下で及び／又は所定の送信機からの信号品質を最小
にし、したがって、ゼロＲＦエネルギの点がクライアントデバイス（本明細書で「ユーザ
」と呼ぶことがある）で作成される。更に、分散入力分散出力（ＤＩＤＯ）システム（本
発明者らの関連特許及び出願に説明）という関連では、空間内に分散された送信アンテナ
により、異なるユーザに対して複数のゼロＲＦエネルギの点及び／又は最大ＳＩＮＲを作
成するために利用することができる自由度の拡大（すなわち、チャンネル空間ダイバーシ
ティの拡大）が得られる。例えば、Ｍ個の送信アンテナでは、ＲＦエネルギの（Ｍ－１）
個までの点を作成することができる。これとは対照的に、実際的なビームフォーミング又
はＢＤマルチユーザシステムは、典型的には送信側で、あらゆる数の送信アンテナＭが得
られるように、無線リンク上で対処することができる同時のユーザの数を制限する密集し
たアンテナで設計される。
【００５７】
　Ｋ＜ＭでＭ個の送信アンテナ及びＫ人のユーザを有するシステムについて考える。送信
機はＭ個の送信アンテナとＫユーザとの間に
【００５８】
【数１】

　を認識していると仮定する。簡潔さを期すために、あらゆるユーザには単一のアンテナ
が装備されていると仮定しているが、同じ方法をユーザ当たり複数の受信アンテナに拡張
することができる。Ｋ人のユーザのロケーションでゼロＲＦエネルギを作成する事前符号
化重み
【００５９】
【数２】

　を以下の条件を満たすために計算する。
　Ｈｗ＝０Ｋ×１

　式中、０Ｋ×１は、全てのゼロ入力によるベクトルであり、Ｈは、Ｍ個の送信アンテナ
からＫ人のユーザまでチャンネルベクトル
【００６０】
【数３】

　を結合することによって
【００６１】

【数４】

　として得られるチャンネル行列である。
【００６２】
　一実施形態において、チャンネル行列Ｈの特異値分解（ＳＶＤ）を計算し、事前符号化
重みｗをＨのヌル部分空間（０個の単数値により識別）に対応する右特異ベクトルとして
定義する。
【００６３】
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　送信アンテナは、ｋ番目のユーザで受信される信号を以下の式で示すように、Ｋ人のユ
ーザのロケーションでＫ個のゼロＲＦエネルギの点を作成しながら、ＲＦエネルギを送信
するために上記で定義した重みベクトルを使用する。
【００６４】
【数５】

　式中、
【００６５】
【数６】

　は、ｋ番目のユーザでの加法性白色ガウスノイズ（ＡＷＧＮ）である。
【００６６】
　一実施形態において、チャンネル行列Ｈの特異値分解（ＳＶＤ）を計算し、事前符号化
重みＷをＨのヌル部分空間（０個の単数値により識別）に対応する右特異ベクトルとして
定義する。
【００６７】
　別の実施形態において、無線システムは、ＤＩＤＯシステムであって、ゼロＲＦエネル
ギの点は、異なるＤＩＤＯカバレージエリア間にクライアントへの干渉を事前に相殺する
ために作成される。米国特許出願第１２／６３０，６２７号において、以下を含むＤＩＤ
Ｏシステムが説明されている。
　・ＤＩＤＯクライアント
　・ＤＩＤＯ分散型アンテナ
　・ＤＩＤＯ基地送受信機局（ＢＴＳ）
　・ＤＩＤＯ基地局ネットワーク（ＢＳＮ）
【００６８】
　どのＢＴＳも、ＤＩＤＯクラスターという所定のカバレージエリア対してサービスを提
供する複数の分散型アンテナにＢＳＮを通じて接続される。本特許出願では、隣接ＤＩＤ
Ｏクラスター間の干渉を除去するためのシステム及び方法を説明する。図１に示すように
、主ＤＩＤＯクラスターは、近傍クラスターからの干渉による影響を受けるクライアント
（すなわち、マルチユーザＤＩＤＯシステムによってサービスを提供されるユーザデバイ
ス、つまりターゲットクライアント）にサービスを提供すると仮定する。
【００６９】
　一実施形態において、近傍クラスターは、従来のセルラーシステムと類似の周波数分割
多重アクセス（ＦＤＭＡ）法に従って異なる周波数で作動する。例えば、３の周波数再使
用係数で、同じキャリア周波数は、図２に示すように３つのＤＩＤＯクラスター毎に繰り
返される。図２では、異なるキャリア周波数は、Ｆ１、Ｆ２、及びＦ３として識別される
。この実施形態は一部の例に使用することができるが、この解決法により、周波数利用効
率の減量が発生する。これは、利用可能なスペクトルが複数のサブバンドに分割され、Ｄ
ＩＤＯクラスターの部分集合のみが同じサブバンドにおいて作動するからである。更に、
複雑なセル設計により異なる周波数に異なるＤＩＤＯクラスターを関連付ける必要があり
、したがって、干渉が防止される。従来技術のセルラーシステムと同様に、このようなセ
ル設計では、同じ周波数を使用するクラスター間の干渉を回避するためにアンテナの所定
の配置及び送信電力の制限が必要である。
【００７０】
　別の実施形態において、近傍クラスターは、同じ周波数帯域ではあるが、時分割多重ア
クセス（ＴＤＭＡ）法に従って異なる時間スロットで作動する。例えば、図３に示すよう
に、ＤＩＤＯ送信は、図示のように、所定のクラスターに対しては時間スロットＴ１、Ｔ

２、及びＴ３においてのみ許可される。時間スロットは、異なるクラスターがラウンドロ
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ビンポリシーに従って予定されるように異なるクラスターに等しく割り当てられる。異な
るクラスターが異なるデータ転送速度要件を特徴とする場合に（すなわち、受信可能範囲
エリア当たりのクライアント数が少ない農村地帯内のクラスターに対して混雑した都市環
境のクラスター）、異なる優先度が、データ転送速度要件が大きいほど多くの時間スロッ
トが割り当てられているように異なるクラスターに割り当てられる。上述のようなＴＤＭ
Ａを本発明の一実施形態に使用することができるが、ＴＤＭＡ手法では、異なるクラスタ
ーにわたって時間同期を必要とする場合があり、かつ結果として周波数利用効率低下にな
る場合がある。これは、干渉クラスターは、同時に同じ周波数を使用することができない
からである。
【００７１】
　一実施形態において、全ての近傍クラスターは、同じ周波数帯域において同時に送信し
、干渉を回避するためにクラスターにわたって空間処理を使用する。この実施形態におい
て、マルチクラスターＤＩＤＯシステムは、（ｉ）複数のクライアントに同じ周波数帯域
内で同時非干渉データストリームを送信するために主クラスター内で従来のＤＩＤＯ事前
符号化を使用し（例えば、米国特許第７，５９９，４２０号、同第７，６３３，９９４号
、同第７，６３６，３８１号、及び米国特許出願第１２／１４３，５０３号を含む関連特
許及び出願明細書に記載）、（ｉｉ）ターゲットクライアントのロケーションでゼロ高周
波（ＲＦ）エネルギの点を作成することにより、図４において干渉ゾーン８０１０内にあ
るクライアントに対する干渉を回避するために、近傍クラスターにおいて干渉相殺でＤＩ
ＤＯ事前符号化を使用する。ターゲットクライアントが干渉ゾーン４１０にある場合、主
クラスター４１１から、データストリームを含むＲＦの合計を受け取り、干渉クラスター
４１２～４１３から単に主クラスターからのデータストリームを含むＲＦであることにな
るゼロＲＦエネルギを受け取る。したがって、近傍クラスターは、干渉ゾーン内のターゲ
ットクライアントが干渉を受けることなく同時に同じ周波数を利用することができる。
【００７２】
　実用システムでは、ＤＩＤＯ事前符号化の性能は、チャンネル推定誤差又はドップラー
効果（ＤＩＤＯ分散型アンテナで古いチャンネル状態情報が発生する）、マルチキャリア
ＤＩＤＯシステム内の相互変調歪（ＩＭＤ）、時間又は周波数オフセットのような異なる
ファクタによる影響を受けている場合がある。これらの影響の結果として、ゼロＲＦエネ
ルギの点をもたらすことは非実用的である場合がある。しかし、干渉クラスターからのタ
ーゲットクライアントでのＲＦエネルギが主クラスターからのＲＦエネルギと比較して取
るに足りない限り、ターゲットクライアントでの関連性能は、干渉による影響を受けない
。例えば、１０－６のターゲットビット誤り率（ＢＥＲ）をもたらすように前進型誤信号
訂正（ＦＥＣ）符号化を使用し、４－ＱＡＭ衛星配置を復調するためにクライアントが２
０ｄＢの信号対ノイズ比（ＳＮＲ）を必要とすると仮定する。干渉クラスターから受け取
られたターゲットクライアントでのＲＦエネルギが、主クラスターから受け取られたＲＦ
エネルギを２０ｄＢ下回る場合、干渉は取るに足りないものであり、クライアントは、所
定のＢＥＲターゲット内で無事にデータを復調することができる。したがって、本明細書
で使用する時に「ゼロＲＦエネルギ」という用語は、必ずしも干渉ＲＦ信号からのＲＦエ
ネルギがゼロであることを意味するわけではない。むしろ、ＲＦエネルギは、望ましいＲ
Ｆ信号が受信機で受信することができるように望ましいＲＦ信号のＲＦエネルギに対して
十分に低いことを意味する。更に、望ましいＲＦエネルギに対する干渉ＲＦエネルギの所
定の望ましい閾値を説明しているが、本発明の基本的な原理は、所定の閾値に限定されな
い。
【００７３】
　図４に示すように異なるタイプの干渉ゾーン８０１０がある。例えば、「タイプＡ」領
域（図８０では文字「Ａ」で表示）は、１つの近傍クラスターのみからの干渉による影響
を受けており、一方、「タイプＢ」領域（文字「Ｂ」で表示）は、２つ又は複数の近傍ク
ラスターからの干渉に対応する。
【００７４】
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　図５は、本発明の一実施形態に使用されるフレームワークを示す。点はＤＩＤＯ分散型
アンテナを示し、十字記号はＤＩＤＯクライアントを指し、矢印はＲＦエネルギの伝播の
方向を示す。主クラスター内のＤＩＤＯアンテナは、そのクラスター内のクライアントＭ
Ｃ　５０１に事前符号化データ信号を送信する。同様に、干渉クラスター内のＤＩＤＯア
ンテナは、従来のＤＩＤＯ事前符号化を通じてそのクラスター内のクライアントＩＣ　５
０２にサービスを提供する。緑色十字記号５０３は、干渉ゾーン内のターゲットクライア
ントＴＣ　５０３を示す。主クラスター５１１内のＤＩＤＯアンテナは、従来のＤＩＤＯ
事前符号化を通じてターゲットクライアント（黒色矢印）に事前符号化データ信号を送信
する。干渉クラスター５１２内のＤＩＤＯアンテナは、ターゲットクライアント５０３（
緑色矢印）の方向に向けてゼロＲＦエネルギを作成するために事前符号化を使用する。
【００７５】
　いずれかの干渉ゾーン４１０Ａ（図４のＢ）内のターゲットクライアントｋでの受信信
号は、以下の式によって示される。
【００７６】

【数７】

　式中、ｋ＝１．．．Ｋ、Ｋは干渉ゾーン８０１０Ａ、Ｂ内のクライアントの数であり、
Ｕは主ＤＩＤＯクラスター内のクライアントの数であり、Ｃは干渉ＤＩＤＯクラスター４
１２～４１３の数であり、Ｉｃは干渉クラスターｃ内のクライアントの数である。更に、
クライアントデバイスでのＭ個の送信ＤＩＤＯアンテナ及びＮ個の受信アンテナを仮定し
、
【００７７】

【数８】

　は、クライアントｋでの受信データストリームを含むベクトルであり、
【００７８】

【数９】

　は、主ＤＩＤＯクラスター内のクライアントｋへの送信データストリームのベクトルで
あり、
【００７９】
【数１０】

　は、主ＤＩＤＯクラスター内のクライアントｕへの送信データストリームのベクトルで
あり、
【００８０】
【数１１】

　は、ｃ番目の干渉ＤＩＤＯクラスター内のクライアントｉへの送信データストリームの
ベクトルであり、
【００８１】
【数１２】

　は、クライアントｋのＮ個の受信アンテナでの加法性白色ガウスノイズ（ＡＷＧＮ）の
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ベクトルであり、
【００８２】
【数１３】

　は、主ＤＩＤＯクラスター内のクライアントｋでのＮ個の受信アンテナへのＭ個の伝送
ＤＩＤＯアンテナからのＤＩＤＯチャンネル行列であり、
【００８３】

【数１４】

　は、ｃ番目の干渉ＤＩＤＯクラスター内のクライアントｋのＮ個の受信アンテナへのＭ
個の伝送ＤＩＤＯアンテナからのＤＩＤＯチャンネル行列であり、
【００８４】

【数１５】

　は、主ＤＩＤＯクラスター内のクライアントｋに対するＤＩＤＯ事前符号化重みの行列
であり、
【００８５】
【数１６】

　は、主ＤＩＤＯクラスター内のクライアントｕに対するＤＩＤＯ事前符号化重みの行列
であり、
【００８６】
【数１７】

　は、ｃ番目の干渉ＤＩＤＯクラスター内のクライアントｉに対するＤＩＤＯ事前符号化
重みの行列である。
【００８７】
　表記を簡素化し、かつ一般性を失わないようにするために、全てのクライアントがＮ個
の受信アンテナを装備し、あらゆるＤＩＤＯクラスターにおいてＭ個のＤＩＤＯ分散型ア
ンテナがあり、
【００８８】
【数１８】

　と仮定する。Ｍがクラスター内の受信アンテナの総数より大きい場合、追加の送信アン
テナは、干渉ゾーン内のターゲットクライアントに対して干渉を事前に相殺するために、
又は米国特許第７，５９９，４２０号、同第７，６３３，９９４号、同第７，６３６，３
８１号、及び米国特許出願第１２／１４３，５０３号を含む関連特許及び出願に記載され
たダイバーシティ方式を通じて同じクラスター内のクライアントに対してリンク堅牢性を
改善するために使用される。
【００８９】
　ＤＩＤＯ事前符号化重みは、同じＤＩＤＯクラスター内のクライアント間干渉を事前に
相殺するために計算される。例えば、米国特許第７，５９９，４２０号、同第７，６３３
，９９４号、同第７，６３６，３８１号、及び米国特許出願第１２／１４３，５０３号明
細書、及び［７］を含む関連特許及び出願に説明されたブロック対角化（ＢＤ）事前符号
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化を使用し、以下の条件が主クラスターにおいて満たされるようにクライアント間干渉を
除去することができる。
【００９０】
【数１９】

【００９１】
　近傍ＤＩＤＯクラスター内の事前符号化重み行列は、以下の条件が満たされるように設
計される。
【００９２】

【数２０】

【００９３】
　事前符号化行列Ｗｃ，ｉを計算するには、Ｍ個の送信アンテナから干渉クラスター内の
ｌｃクライアントまで並びに干渉ゾーン内のクライアントｋまでのダウンリンクチャンネ
ルが推定され、事前符号化行列が、干渉クラスター内のＤＩＤＯ　ＢＴＳにより計算され
る。干渉クラスターにおいて事前符号化行列を計算するためにＢＤ方法が使用される場合
、以下の実効チャンネル行列が、近傍クラスター内のｉ番目のクライアントへの重みを計
算するために構成される。
【００９４】

【数２１】

　式中、
【００９５】
【数２２】

　は、干渉クラスターｃに対してチャンネル行列
【００９６】
【数２３】

　から得られる行列であり、ｉ番目のクライアントに対応する列が除去される。
【００９７】
　（１）に条件（２）及び（３）を代入し、ターゲットクライアントｋに対して受信した
データストリームを取得し、クラスター内及びクラスター間干渉が除去される。
【００９８】

【数２４】

【００９９】
　近傍クラスターにおいて計算された（１）内の事前符号化重みＷｃ，ｉは、干渉ゾーン
内のターゲットクライアントへの干渉を事前に相殺しながら、それらのクラスター内の全
てのクライアントに事前符号化データストリームを送信するように設計される。ターゲッ
トクライアントは、その主クラスターからのみ事前符号化データを受信する。異なる実施
形態において、同じデータストリームは、ダイバーシティ利得を取得するために、主クラ
スター及び近傍クラスターからターゲットクライアントに送られる。この場合に、（５）
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内の信号モデルは、以下のように表される。
【０１００】
【数２５】

　式中、Ｗｃ，ｋは、ｃ番目のクラスター内のＤＩＤＯ送信機から干渉ゾーン内のターゲ
ットクライアントｋまでのＤＩＤＯ事前符号化行列である。（６）の方法は、近傍クラス
ターにわたる時間同期が必要であり、これは、大規模システムにおいて達成するには複雑
であると考えられるが、依然としてダイバーシティ利得利点が実施のコストを正当化する
場合は全く達成可能であることに留意されたい。
【０１０１】
　本発明者らは、信号対ノイズ比（ＳＮＲ）の関数としての符号誤り率（ＳＥＲ）の観点
から提案する方法の性能を評価することによって開始する。一般性を失わずに、クライア
ント当たりの単一のアンテナ及び再定式化（１）を仮定して以下の信号モデルを定義する
。
【０１０２】

【数２６】

　式中、ＩＮＲは、ＩＮＲ＝ＳＮＲ／ＳＩＲとして定義される混信対ノイズ比であり、Ｓ
ＩＲは信号対干渉比である。
【０１０３】
　図６は、干渉ゾーン内のターゲットクライアントに対してＳＩＲ＝１０ｄＢを仮定した
ＳＮＲの関数としてのＳＥＲを示す。一般性を失わずに、前方誤り訂正（ＦＥＣ）符号化
なしで４－ＱＡＭ及び１６－ＱＡＭに対してＳＥＲを測定した。符号化されていないシス
テムに対して１％にターゲットＳＥＲを固定する。このターゲットは、変調次数に基づい
て、ＳＮＲの異なる値に対応する（すなわち、４－ＱＡＭに対してＳＮＲ＝２０ｄＢ及び
１６－ＱＡＭに対してＳＮＲ＝２８ｄＢ）。符号化利得のためにＦＥＣ符号化を使用する
時に、より低いＳＥＲターゲットをＳＮＲの同じ値に対して満たすことができる。クラス
ター当たりの２つのＤＩＤＯアンテナ及び２つのクライアント（各単一のアンテナを装備
）で２クラスター（１つの主クラスター及び１つの干渉クラスター）のシナリオを考える
。主クラスター内のクライアントの１つは、干渉ゾーン内にある。平坦フェーディング狭
帯域チャンネルを仮定するが、以下の結果は、周波数選択マルチキャリア（ＯＦＤＭ）シ
ステムに拡張することができ、各サブキャリアは、平坦フェーディングを受ける。２つの
シナリオ、すなわち、（ｉ）事前符号化重みシナリオ：事前符号化重みＷｃ，ｉが干渉ゾ
ーン内のターゲットクライアントに対応することなく計算されるＤＩＤＯクラスター間干
渉（ＩＤＣＩ）を有する一方のシナリオ、及び（ｉｉ）ターゲットクライアントへのＩＤ
ＣＩを除去するために重みＷｃ，ｉを計算することによってＩＤＣＩが除去される他方の
シナリオを考える。ＩＤＣＩが存在する場合に、ＳＥＲが高くかつ所定のターゲットより
も大きいことが認められる。近傍クラスターでのＩＤＣＩ事前符号化で、ターゲットクラ
イアントへの干渉が除去され、ＳＮＲ＞２０ｄＢが得られるようにＳＥＲターゲットに到
達する。
【０１０４】
　図６の結果は、（５）の場合と同様にＩＤＣＩ事前符号化を仮定する。近傍クラスター
でのＩＤＣＩ事前符号化も（６）の場合と同様に干渉ゾーン内のターゲットクライアント
へのデータストリームを事前符号化するのに使用される場合に、更に別のダイバーシティ
利得が得られる。図７は、２つの技術、すなわち、（ｉ）（５）内のＩＤＣＩ事前符号化
を使用する「方法１」、及び（ｉｉ）近傍クラスターがターゲットクライアントにも事前
符号化データストリームを送信する（６）のＩＤＣＩ事前符号化を使用する「方法２」か
ら導出されるＳＥＲを比較している。方法２では、ターゲットクライアントに事前符号化
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データストリームを送信するのに使用された近傍クラスター内のＤＩＤＯアンテナによっ
て得られる更に別のアレイ利得のために、従来のＩＤＣＩ事前符号化と比較して～３ｄＢ
利得が得られる。より一般的には、方法１を凌ぐ方法２のアレイ利得は、１０＊ｌｏｇ１
０（Ｃ＋１）に比例しており、式中、Ｃは近傍クラスターの数であり、係数「１」は主ク
ラスターを指す。
【０１０５】
　次に、干渉ゾーンに関するターゲットクライアントのロケーションの関数としての以前
の方法の性能を評価する。ターゲットクライアント８４０１が図８に示すように主ＤＩＤ
Ｏクラスター８０２から干渉クラスター８０３まで移動する１つの簡単なシナリオを考え
る。主クラスター８０２内の全てのＤＩＤＯアンテナ８１２が条件（２）を満たすように
クラスター内干渉を除去するためにＢＤ事前符号化を使用すると仮定する。単一の干渉Ｄ
ＩＤＯクラスター、クライアントデバイス８０１での単一の受信アンテナ、及び主又は干
渉クラスター内の全てのＤＩＤＯアンテナからクライアントまでの等しい伝播損失を仮定
する（すなわち、円を示してクライアントの周りに設けられたＤＩＤＯアンテナ）。（一
般的な都市環境の場合と同様に）伝播損失指数４を有する１つの簡略化された伝播損失モ
デル［１１］を使用する。
【０１０６】
　これ以降の解析は、伝播損失に適合するように（７）を拡張する以下の簡略化された信
号モデルに基づいている。
【０１０７】
【数２７】

　式中、信号対干渉比（ＳＩＲ）は、ＳＩＲ＝（（１－Ｄ）／Ｄ）４として導出される。
ＩＤＣＩをモデル化する際に、３つのシナリオ、すなわち、ｉ）ＩＤＣＩのない理想的な
場合、ｉｉ）条件（３）を満たすために干渉クラスターにおいてＢＤ事前符号化を通じて
事前に相殺されるＩＤＣＩ、及びｉｉｉ）ＩＤＣＩがあり、かつ近傍クラスターによる事
前除去なしを考慮する。
【０１０８】
　図９は、Ｄの関数としての信号対干渉ノイズ比（ＳＩＮＲ）を示している（すなわち、
ターゲットクライアントが主クラスター８０２から干渉クラスター８４０３内のＤＩＤＯ
アンテナ８１３の方向に移動する時）。ＳＩＮＲは、信号電源及び干渉の比率プラス（８
）内の信号モデルを使用してノイズ電力として導出される。Ｄ＝Ｄｏに向けてＤｏ＝０．
１及びＳＮＲ＝５０ｄＢを仮定する。ＩＤＣＩがない場合には、無線リンク性能はノイズ
だけによる影響を受けており、ＳＩＮＲは伝播損失のために減少する。ＩＤＣＩが存在す
る場合（すなわち、ＩＤＣＩ事前符号化なしで）近傍クラスター内のＤＩＤＯアンテナか
らの干渉は、ＳＩＮＲを低減する一因になる。
【０１０９】
　図１０は、平坦フェーディング狭帯域チャンネルにおける４ＱＡＭ変調の３つのシナリ
オにおける符号誤り率（ＳＥＲ）性能を示す。これらのＳＥＲ結果は、図９のＳＩＮＲに
対応する。図９のＳＩＮＲ閾値ＳＩＮＲＴ＝２０ｄＢに対応する符号化されていないシス
テム（すなわち、ＦＥＣなし）に対して１％のＳＥＲ閾値を仮定する。ＳＩＮＲ閾値は、
データ送信に使用される変調次数に依存する。典型的には、同じターゲット誤り率をもた
らすために、変調次数が高いほど高いＳＩＮＲＴを特徴とする。ＦＥＣで、符号化利得の
ために同じＳＩＮＲ値に対してより低いターゲットＳＥＲをもたらすことができる。事前
符号化なしのＩＤＣＩの場合に、ターゲットＳＥＲは、範囲Ｄ＜０．２５の範囲内でのみ
達成される。近傍クラスターでのＩＤＣＩ事前符号化で、ターゲットＳＥＲを満たす範囲
は、Ｄ＜０．６まで拡張される。その範囲よりも大きいと、ＳＩＮＲは、伝播損失のため
に増加してターゲットＳＥＲは満たされない。
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【０１１０】
　ＩＤＣＩ事前符号化方法の一実施形態を図１１に示すが、これは以下の段階から構成さ
れる。
　・ＳＩＲ推定１１０１：クライアントは、主ＤＩＤＯクラスターからの信号電力（すな
わち、受信した事前符号化データに基づいて）及び近傍ＤＩＤＯクラスターからのノイズ
プラス干渉信号電力を推定する。シングルキャリアＤＩＤＯシステムでは、フレーム構造
は、短いサイレンス期間に設計することができる。例えば、サイレンス期間は、チャンネ
ル状態情報（ＣＳＩ）フィードバック中にチャンネル推定のトレーニングと事前符号化デ
ータ送信との間に定義することができる。一実施形態において、近傍クラスターからのノ
イズプラス干渉信号電力は、主クラスター内のＤＩＤＯアンテナからサイレンス期間中に
測定される。実用的なＤＩＤＯマルチキャリア（ＯＦＤＭ）システムは、ヌルトーンが、
典型的には、送信側及び受信側でのフィルタリングのためにオフセットされる直流（ＤＣ
）及び帯域の縁部での減衰を防止するのに使用される。マルチキャリアシステムを使用す
る別の実施形態において、ノイズプラス干渉信号電力は、ヌルトーンから推定される。補
正係数を使用し、帯域の縁部での送信／受信フィルタ減衰を補正することができる。主ク
ラスターからの信号対ノイズプラス干渉電力（ＰＳ）及び近傍クラスター（ＰＩＮ）から
のノイズプラス干渉電力が推定されると、クライアントは、以下のようにＳＩＮＲを計算
する。
【０１１１】
【数２８】

【０１１２】
　あるいは、ＳＩＮＲ推定値は、無線信号電力を測定するために、一般的な無線通信シス
テムに使用される受信信号強度表示（ＲＳＳＩ）から導出される。
【０１１３】
　（９）内のメトリックは、ノイズと干渉電力レベルを区別することができないことが認
められる。例えば、干渉のない環境のシャドーイングによる影響を受けるクライアント（
すなわち、主クラスター内の全てのＤＩＤＯ分散型アンテナからの信号電力を減衰する障
害の後方）は、たとえクラスター間干渉による影響を受けていないとしても低いＳＩＮＲ
を推定することができる。
【０１１４】
　提案する方法のより信頼性が高いメトリックは、以下のように計算されるＳＩＲである
。
【０１１５】
【数２９】

　式中、ＰＮは、ノイズ電力である。実用的なマルチキャリアＯＦＤＭシステムは、主ク
ラスター及び近傍クラスターの全てのＤＩＤＯアンテナが同じ１組のヌルトーンを使用す
ると仮定し、（１０）のノイズ電力ＰＮは、ヌルトーンから推定される。上述のように、
ノイズプラス干渉電力（ＰＩＮ）は、サイレンス期間から推定される。最後に、信号対ノ
イズプラス干渉電力（ＰＳ）Ｓ）は、データトーンから導出される。これらの推定値から
、クライアントは、（１０）でＳＩＲを計算する。
【０１１６】
　・近傍クラスター１１０２～１１０３でのチャンネル推定：（１０）内の推定ＳＩＲが
、図１１において８７０２で決定される所定の閾値（ＳＩＲＴ）よりも小さい場合に、ク
ライアントは、近傍クラスターからのトレーニング信号を聴取し始める。ＳＩＲＴは、デ
ータ送信に使用される変調及びＦＥＣコード方式（ＭＣＳ）に依存することに留意された
い。異なるＳＩＲターゲットは、クライアントのＭＣＳによって定義される。異なるクラ
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スターのＤＩＤＯ分散型アンテナが時間同期化された（すなわち、同じパルス／秒ＰＰＳ
時間基準にロックされた）時に、クライアントは、８７０３で近傍クラスター内のＤＩＤ
Ｏアンテナにそのチャンネル推定値を配信するためにトレーニングシーケンスを利用する
。近傍クラスター内のチャンネル推定のトレーニングシーケンスは、主クラスターからの
トレーニングに直交するように設計される。あるいは、異なるクラスター内のＤＩＤＯア
ンテナが時間同期化されない時に、直角のシーケンス（良好な相互相関特性を有する）が
、異なるＤＩＤＯクラスター内の時間同期に使用される。クライアントが近傍クラスター
の時間／周波数基準にロックされた状態で、チャンネル推定が１１０３で実行される。
【０１１７】
　・ＩＤＣＩ事前符号化１１０４：チャンネル推定値が近傍クラスター内のＤＩＤＯ　Ｂ
ＴＳで利用可能になると、ＩＤＣＩ事前符号化が、（３）の条件を満たすように計算され
る。近傍クラスター内のＤＩＤＯアンテナは、図４の干渉ゾーン４１０内のクライアント
への干渉を事前に相殺しながら、クラスター内のクライアントだけに事前符号化データス
トリームを送信する。クライアントが図４のタイプＢ干渉ゾーン４１０内にある場合に、
クライアントへの干渉は、複数のクラスターによって生成され、ＩＤＣＩ事前符号化が、
同時に全ての近傍クラスターによって実行されることが認められる。
【０１１８】
　ハンドオフの方法
　これ以降、異なる種類のサービス（すなわち、低移動度サービス又は高移動度サービス
）を提供する別々のエリアに位置する分散型アンテナによりポピュレートされたＤＩＤＯ
クラスターにわたって移動するクライアントに関する異なるハンドオフ方法を説明する。
【０１１９】
　ａ．隣接ＤＩＤＯクラスター間のハンドオフ
　一実施形態において、上述のクラスター間干渉を除去するＩＤＣＩ－事前符号化器は、
ＤＩＤＯシステムにおけるハンドオフ方法の基線として使用される。セルラーシステムに
おける従来のハンドオフは、異なる基地局によってサービスを提供されるセルにわたって
シームレスに切り換わるクライアントに向けて考慮される。ＤＩＤＯシステムでは、ハン
ドオフにより、クライアントは、接続を失わずにクラスター間に移動することができる。
【０１２０】
　ＤＩＤＯシステムのハンドオフ戦略の一実施形態を示すために、２つのクラスター８０
２及び８０３だけによる図８の例を再び考える。クライアント８０１が主クラスター（Ｃ
１）８０２から近傍クラスター（Ｃ２）８０３に移動する時に、ハンドオフ方法の一実施
形態は、異なるクラスターの信号品質を動的に計算し、クライアントに対して最低誤り率
性能が得られるクラスターを選択する。
【０１２１】
　図１２は、クラスターＣ１の中心からのクライアントの距離の関数としてのＳＩＮＲ変
動を示す。ＦＥＣ符号化のない４－ＱＡＭ変調に対して、ターゲットＳＩＮＲ＝２０ｄＢ
を考える。円により識別される線は、Ｃ１及びＣ２の両方が干渉相殺なしでＤＩＤＯ事前
符号化を使用する時にＣ１内のＤＩＤＯアンテナによってサービスを提供されるターゲッ
トクライアントのＳＩＮＲを表す。近傍クラスターからの伝播損失及び干渉のためにＤの
関数としてのＳＩＮＲは減少する。ＩＤＣＩ事前符号化が近傍クラスターで実行された時
に、ＳＩＮＲ減量は、（三角形を有する線に示すように）伝播損失によるものに過ぎない
。これは、干渉が完全に除去されるからである。クライアントが近傍クラスターからサー
ビスを提供される時に対称的挙動が体験される。ハンドオフ戦略の一実施形態は、クライ
アントがＣ１からＣ２に移動する時に、アルゴリズムが、所定のターゲットよりも上方に
ＳＩＮＲを維持する異なるＤＩＤＯ方式間で切り換わるように定義される。
【０１２２】
　図１２のプロットから、図１３の４－ＱＡＭ変調のＳＥＲを導出する。異なる事前符号
化戦略間で切り換わることにより、ＳＥＲは、所定のターゲット内に維持されたことが認
められる。
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【０１２３】
　ハンドオフ戦略の一実施形態は、以下の通りである。
【０１２４】
　・Ｃ１－ＤＩＤＯ及びＣ２－ＤＩＤＯ事前符号化：クライアントが干渉ゾーンから離れ
る方向にＣ１内にある時に、クラスターＣ１及びＣ２の両方は、独立して従来のＤＩＤＯ
事前符号化で作動する。
【０１２５】
　・Ｃ１－ＤＩＤＯ及びＣ２－ＩＤＣＩ事前符号化：クライアントが干渉ゾーンの方向に
移動する時に、ＳＩＲ又はＳＩＮＲが劣化する。ターゲットＳＩＮＲＴ１に到達した時に
、ターゲットクライアントは、Ｃ２内の全てのＤＩＤＯアンテナからチャンネルを推定し
始めてＣ２のＢＴＳにＣＳＩを供給する。Ｃ２内のＢＴＳは、ＩＤＣＩ事前符号化を計算
し、ターゲットクライアントへの干渉を防止しながらＣ２内の全てのクライアントに送信
する。ターゲットクライアントが干渉ゾーン内にある限り、Ｃ１及びＣ２の両方にＣＳＩ
を供給し続ける。
【０１２６】
　・Ｃ１－ＩＤＣＩ及びＣ２－ＤＩＤＯ事前符号化：クライアントがＣ２の方向に移動す
る時に、ＳＩＲ又はＳＩＮＲは、再びターゲットに到達するまで減少し続ける。この時点
で、クライアントは、近傍クラスターに切り換わることに決定する。この場合に、Ｃ１は
、ＩＤＣＩ事前符号化でその方向に向けてゼロ干渉を作成するためにターゲットクライア
ントからのＣＳＩを使用し始め、一方、近傍クラスターは、従来のＤＩＤＯ事前符号化に
向けてＣＳＩを使用する。一実施形態において、ＳＩＲ推定値がターゲットに接近する時
に、クラスターＣ１及びＣ２は、クライアントが両方の場合にはＳＩＲを推定することを
可能にするために、代替的にＤＩＤＯ事前符号化及びＩＤＣＩ事前符号化方式の両方を試
行する。次に、クライアントは、所定の誤り率特性メトリックを最大にする最良の方式を
選択する。本方法が適用される時に、ハンドオフ戦略の交差点が、図１２の三角形及び菱
形を有する曲線の交差部で発生する。一実施形態は、（６）に説明した修正されたＩＤＣ
Ｉ事前符号化方法を使用し、近傍クラスターも、アレイ利得が得られるようにターゲット
クライアントに事前符号化データストリームを送信する。クライアントは、交差点で両方
の戦略にＳＩＮＲを推定する必要があるわけではないため、この手法で、ハンドオフ戦略
が簡素化される。
【０１２７】
　・Ｃ１－ＤＩＤＯ及びＣ２－ＤＩＤＯ事前符号化：クライアントがＣ２の方向に干渉ゾ
ーンから出た時に、主クラスターＣ１は、ＩＤＣＩ事前符号化を通じてそのターゲットク
ライアントの方向に干渉を事前に相殺するのを停止し、Ｃ１内に残る全てのクライアント
に対する従来のＤＩＤＯ事前符号化に再び切り換わる。ハンドオフ戦略におけるこの最終
交差点は、ターゲットクライアントからＣ１への不要なＣＳＩフィードバックを回避する
ために有用であり、したがって、フィードバックチャネルでのオーバヘッドを低減する。
一実施形態において、第２のターゲットＳＩＮＲＴ２が定義される。ＳＩＮＲ（又はＳＩ
Ｒ）がこのターゲットを上回った時に、戦略は、Ｃ１－ＤＩＤＯ及びＣ２－ＤＩＤＯに切
り換わる。一実施形態において、クラスターＣ１は、クライアントがＳＩＮＲを推定する
ことを可能にするためにＤＩＤＯ事前符号化とＩＤＣＩ事前符号化との間で交替し続ける
。次に、クライアントは、Ｃ１に対して、上からターゲットＳＩＮＲＴ１により密接に接
近する方法を選択する。
【０１２８】
　上述の方法は、リアルタイムで異なる方式に向けてＳＩＮＲ又はＳＩＲ推定値を計算し
、最適方式を選択するのに使用する。一実施形態において、ハンドオフアルゴリズムは、
図１４に示す有限状態機械に基づいて設計される。クライアントは、現状を追跡し、ＳＩ
ＮＲ又はＳＩＲが図１２に示す所定の閾値よりも小さいか又は上回った時に次の状態に切
り換わる。上述のように、状態１２０１では、クラスターＣ１及びＣ２の両方は、独立し
て従来のＤＩＤＯ事前符号化で作動し、クライアントは、クラスターＣ１によってサービ
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スを提供され、状態１２０２では、クライアントは、クラスターＣ１によってサービスを
提供され、Ｃ２内のＢＴＳは、ＩＤＣＩ事前符号化を計算し、クラスターＣ１は、従来の
ＤＩＤＯ事前符号化を使用して作動し、状態１２０３では、クライアントは、クラスター
Ｃ２によってサービスを提供され、Ｃ１内のＢＴＳは、ＩＤＣＩ事前符号化を計算し、ク
ラスターＣ２は、従来のＤＩＤＯ事前符号化を使用して作動し、状態１２０４では、クラ
イアントは、クラスターＣ２によってサービスを提供され、クラスターＣ１及びＣ２の両
方は、独立して従来のＤＩＤＯ事前符号化で作動する。
【０１２９】
　シャドーイング効果が存在する場合、信号品質（ＳＩＲ）は、図１５に示すように閾値
の周りで変動する場合があり、図１４の連続的状態間の反復的スイッチングが発生する。
反復的に状態を変更することは、結果として、伝送方式間のスイッチングを可能にするク
ライアントとＢＴＳとの間の制御チャンネルに対する有意なオーバヘッドが発生するため
に望ましくない影響である。図１５は、シャドーイングが存在する場合のハンドオフ戦略
の一実施形態を示す。一実施形態において、シャドーイング係数は、分散３［３］を有す
る対数正規分布に従ってシミュレーションされる。これ以降では、ＤＩＤＯハンドオフ中
の反復的スイッチング効果を防止するいくつかの方法を定義する。
【０１３０】
　本発明の一実施形態は、状態スイッチング効果に対処するためにヒステリシスループを
使用する。例えば、図１４の「Ｃ１－ＤＩＤＯ、Ｃ２－ＩＤＣＩ」９３０２と「Ｃ１－Ｉ
ＤＣＩ、Ｃ２－ＤＩＤＯ」９３０３（あるいは、その逆もまた同様）の状態間で切り換わ
る時に、閾値ＳＩＮＲＴ１を範囲Ａ１内で調整することができる。本方法は、信号品質が
ＳＩＮＲＴ１の周りで変動する時に状態間の反復的スイッチングを回避する。例えば、図
１６は、図１４の任意の２つの状態間で切り換わる時のヒステリシスループ機構を示す。
状態ＢからＡに切り換わるためには、ＳＩＲは、（ＳＩＲＴ１＋Ａ１／２）より大きくな
ければならないが、ＡからＢに再び切り換わるためには、ＳＩＲは、（ＳＩＲＴ１－Ａ１

／２）を下回らなければならない。
【０１３１】
　異なる実施形態において、閾値ＳＩＮＲＴ２は、図１４で有限状態機械の第１及び第２
の（又は第３及び第４の）状態間の反復的スイッチングを回避するように調整される。例
えば、値Ａ２の範囲は、閾値ＳＩＮＲＴ２がチャンネル状態及びシャドーイング効果に基
づいてその範囲で選択されるように定義することができる。
【０１３２】
　一実施形態において、無線リンクにわたって推定されるシャドーイングの分散に基づい
て、ＳＩＮＲ閾値は、範囲［ＳＩＮＲＴ２，ＳＩＮＲＴ２＋Ａ２］内で動的に調整される
。クライアントがその現在のクラスターから近傍クラスターまで移動する時に、受信信号
強度（又はＲＳＳＩ）の分散から対数正規分布の分散を推定することができる。
【０１３３】
　以前の方法は、クライアントがハンドオフ戦略をトリガすると仮定する。一実施形態に
おいて、ハンドオフ決定は、複数のＢＴＳにわたる通信が可能にされると仮定してＤＩＤ
Ｏ　ＢＴＳに任せられる。
【０１３４】
　簡潔さを期すために、上記の方法は、ＦＥＣ符号化なし及び４－ＱＡＭを仮定して導出
される。より一般的には、ＳＩＮＲ又はＳＩＲ閾値は、異なる変調符号化方式（ＭＣＳ）
に向けて導出され、ハンドオフ戦略は、干渉ゾーン内の各クライアントに対して、ダウン
リンクデータ転送速度を最適化するために、リンクアダプテーションと組合せて設計され
る（例えば、米国特許第７，６３６，３８１号を参照）。
【０１３５】
　ｂ．低ドップラー及び高ドップラーＤＩＤＯネットワーク間のハンドオフ
　ＤＩＤＯシステムは、クローズドループ伝送方式を使用し、ダウンリンクチャンネルに
わたってデータストリームを事前符号化する。クローズドループ方式は、フィードバック
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チャンネルにわたって待ち時間により本質的に抑制される。実用的なＤＩＤＯシステムで
は、コンピュータの時間は、高い処理パワーを有する送受信機により低減することができ
、待ち時間の殆どは、ＢＴＳから分散型アンテナにＣＳＩ及びベースバンド方式の事前符
号化データを配信する時にＤＩＤＯ　ＢＳＮにより導入されることが推定される。ＢＳＮ
は、デジタル加入者回線（ＤＳＬ）、ケーブルモデム、ファイバリング、Ｔ１線、光同軸
混成（ＨＦＣ）ネットワーク、及び／又は固定無線（例えば、ＷｉＦｉ）を含むがこれら
に限定されない様々なネットワーク技術で構成することができる。専用ファイバは、典型
的には、帯域幅が非常に大きく、待ち時間が低いが（潜在的にローカル領域で１ミリ秒未
満）、ＤＳＬ及びケーブルモデムほどは普及していない。今日、ＤＳＬ及びケーブルモデ
ム接続は、典型的には米国ではラストマイル待ち時間が１０～２５ｍｓ間に存在するが、
非常に普及している。
【０１３６】
　ＢＳＮにわたる最大待ち時間で、ＤＩＤＯ事前符号化の性能劣化なしでＤＩＤＯ無線リ
ンクにわたって許容できる最大ドップラーシフトが決まる。例えば、［１］では、４００
ＭＨｚのキャリア周波数で、約１０ミリ秒の待ち時間を有するネットワーク（すなわち、
ＤＳＬ）は、最大３．５８ｍ／ｓ（８ｍｐｈ）までのクライアントの速度（稼動速度）を
許容することができ、一方、１ミリ秒の待ち時間を有するネットワーク（すなわち、ファ
イバリング）は、最大３１．３ｍ／ｓ（７０ｍｐｈ）までの速度（すなわち、フリーウェ
イトラフィック）をサポートすることができることが見出されている。
【０１３７】
　ＢＳＮにわたって許容できる最大ドップラーシフトに基づいて、２つ又は複数のＤＩＤ
Ｏサブネットワークを定義する。例えば、ＤＩＤＯ　ＢＴＳと分散型アンテナとの間の待
ち時間が長いＤＳＬ接続を有するＢＳＮは、低移動度又は固定無線サービス（すなわち、
低ドップラーネットワーク）しか配信することができず、一方、待ち時間が短いファイバ
リングにわたる待ち時間が短いＢＳＮは、高移動性を許容できる（すなわち、高ドップラ
ーネットワーク）。広帯域ユーザの殆どは、広帯域使用時には移動しておらず、更に、殆
どのユーザは、多くの高速物体が通過するエリア（例えば、高速道路の横）の近くに位置
する可能性がないことが認められる。これは、このようなロケーションは、典型的には、
生活したり、事務所を経営したりするにはより望ましくないロケーションであるためであ
る。しかし、高速で広帯域を使用している（例えば、高速道路を移動する車中）か、又は
高速物体近傍（例えば、高速道路の近くに位置する店舗内）にいると思われる広帯域ユー
ザが存在する。これらの２つの異なるユーザドップラーシナリオに対処するために、一実
施形態において、低ドップラーＤＩＤＯネットワークは、広域にわたって比較的低電力（
すなわち、１Ｗ～１００Ｗ、屋内又は屋上配置用）の広がりを有する、典型的には多数の
ＤＩＤＯアンテナから構成され、一方、高ドップラーネットワークは、高電力送信（すな
わち、１００Ｗ、屋上又は塔配置用）を有する、典型的には少数のＤＩＤＯアンテナから
構成される。低ドップラーＤＩＤＯネットワークは、典型的には多くの低ドップラーユー
ザにサービスを提供し、ＤＳＬ及びケーブルモデムのような廉価な待ち時間が長いブロー
ドバンド接続を使用して典型的には低い接続費でサービスを提供することができる。高ド
ップラーＤＩＤＯネットワークは、典型的には少数の高ドップラーユーザにサービスを提
供し、ファイバのような高価な待ち時間が短いブロードバンド接続を使用して典型的に高
い接続費でそれを行うことができる。
【０１３８】
　異なるタイプのＤＩＤＯネットワーク（例えば、低ドップラー及び高ドップラー）にわ
たる干渉を回避するために、時分割多重アクセス（ＴＤＭＡ）、周波数分割多重アクセス
（ＦＤＭＡ）又は符号分割多重アクセス（ＣＤＭＡ）など異なる多重アクセス技術を使用
することができる。
【０１３９】
　異なるタイプのＤＩＤＯネットワークにクライアントを割り当てて、その間でハンドオ
フを可能にする方法を提案する。ネットワーク選択は、各クライアントの移動度のタイプ
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に基づいている。クライアントの速度（ｖ）は、以下の方程式［６］に従って最大ドップ
ラーシフトに比例している。
【０１４０】
【数３０】

　式中、ｆｄは最大ドップラーシフトであり、λはキャリア周波数に対応する波長であり
、θは方向送信機－クライアントを示すベクトルと速度ベクトルとの角度である。
【０１４１】
　一実施形態において、あらゆるクライアントのドップラーシフトは、ブラインド推定技
術を通じて計算される。例えば、ドップラーシフトは、クライアントにＲＦエネルギを送
ってドップラーレーダシステムと類似の反射された信号を解析することによって推定する
ことができる。
【０１４２】
　別の実施形態において、１つ又は複数のＤＩＤＯアンテナは、クライアントにトレーニ
ング信号を送る。それらのトレーニング信号に基づいて、クライアントは、チャンネル利
得のゼロ交差回数を数えるか、又はスペクトル解析を行うなどの技術を使用してドップラ
ーシフトを推定する。一定の速度ｖ及びクライアントの軌跡に対して、（１１）の角速度
ｖ　ｓｉｎθは、いずれかのＤＩＤＯアンテナからのクライアントの相対距離に依存する
場合があることが認められる。例えば、移動しているクライアントの近くのＤＩＤＯアン
テナでは、遠いアンテナより大きい角速度及びドップラーシフトが得られる。一実施形態
において、ドップラー速度は、クライアントから異なる距離にある複数のＤＩＤＯアンテ
ナから推定され、平均、重み付き平均又は標準偏差が、クライアントの移動度の指標とし
て使用される。ＤＩＤＯ　ＢＴＳは、推定ドップラー指標に基づいて低ドップラー、又は
高ドップラーネットワークにクライアントを割り当てるべきであるかを決定する。
【０１４３】
　ドップラー指標は、周期的に全てのクライアントに対してモニタされてＢＴＳに送り返
される。１つ又は複数のクライアントがドップラー速度を変更した時に（すなわち、バス
に乗っているクライアント対歩行中又は座っているクライアントに）、それらのクライア
ントは、移動度のレベルを許容できる異なるＤＩＤＯネットワークに動的に再割り当てさ
れる。
【０１４４】
　低速のクライアントのドップラーが高速物体の近く（例えば、高速道路の近く）にある
ことによる影響を受ける可能性があるが、ドップラーは、典型的には、それ自体身移動中
であるクライアントのドップラーを遥かに下回る。したがって、一実施形態において、ク
ライアントの速度が推定され（例えば、ＧＰＳを使用してクライアント位置をモニタする
などの手段を使用することにより）、速度が低い場合に、クライアントは、低ドップラー
ネットワークに割り当てられ、速度が高い場合に、クライアントは、高ドップラーネット
ワークに割り当てられる。
【０１４５】
　電力制御及びアンテナグループ分けの方法
　電力制御を伴うＤＩＤＯシステムのブロック図を図１７に示す。あらゆるクライアント
（１．．．Ｕ）の１つ又は複数のデータストリーム（ｓｋ）が、ＤＩＤＯ事前符号化ユニ
ットによって生成された重みにより乗算される。事前符号化データストリームには、入力
チャンネル品質情報（ＣＱＩ）に基づいて、電力コントローラにより計算される電力スケ
ーリング係数が乗算される。ＣＱＩは、ＤＩＤＯ　ＢＴＳにクライアントからフィードバ
ックされるか、アップリンク－ダウンリンクチャンネル相互関係を仮定してアップリンク
チャンネルから導出される。次に、異なるクライアントのＵ個の事前符号化ストリームが
、Ｍ個のデータストリーム（ｔｍ）に、Ｍ個の送信アンテナの各々に対して１つに結合及
び多重化される。最後に、ストリームｔｍが、デジタル／アナログ変換器（ＤＡＣ）ユニ
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ット、高周波（ＲＦ）ユニット、電力増幅器（ＰＡ）ユニット、及び最後にアンテナに送
られる。
【０１４６】
　電力制御ユニットは、全てのクライアントに対してＣＱＩを測定する。一実施形態にお
いて、ＣＱＩは、平均ＳＮＲ又はＲＳＳＩである。ＣＱＩは、伝播損失又はシャドーイン
グに基づいて異なるクライアントに対して変動する。電力制御方法は、異なるクライアン
トに対して伝送電力スケーリング係数Ｐｋを調整し、異なるクライアントに対して生成さ
れる事前符号化データストリームにより乗算する。クライアントの受信アンテナの数に基
づいて、１つ又は複数のデータストリームをあらゆるクライアントに対して生成すること
ができることに留意されたい。
【０１４７】
　提案する方法の性能を評価するために、伝播損失及び電力制御パラメータを含む（５）
に基づいて以下の信号モデルを定義する。
【０１４８】

【数３１】

　式中、ｋ＝１．．．Ｕ、Ｕはクライアントの数であり、ＳＮＲ＝Ｐｏ／Ｎｏであり、Ｐ

ｏは平均送信電力であり、Ｎｏはノイズ電力であり、αｋは伝播損失／シャドーイング係
数である。伝播損失／シャドーイングをモデル化するために、以下の簡略化したモデルを
使用する。
【０１４９】

【数３２】

　式中、ａ＝４は伝播損失指数であり、伝播損失がクライアントの指数と共に増加する（
すなわち、クライアントはＤＩＤＯアンテナからの距離が増大する位置にある）と仮定す
る。
【０１５０】
　図１８は、異なるシナリオでの４つのＤＩＤＯ送信アンテナ及び４つのクライアントを
仮定したＳＥＲ対ＳＮＲを示す。理想的な場合では、全てのクライアントが同じ伝播損失
を有し（すなわち、ａ＝０）、全てのクライアントに対してＰｋ＝１が得られると仮定す
る。正方形を有するプロットは、クライアントが異なる伝播損失係数を有し、電力制御が
でない場合を指す。点を有する曲線は、同じシナリオ（伝播損失あり）から導出され、電
力制御係数は、Ｐｋ＝１／αｋであるように選択される。電力制御方法では、より多くの
電力が、より高い伝播損失／シャドーイングを受けるクライアントのためのものであるデ
ータストリームに割り当てられ、したがって、（この所定のシナリオに対しては）電力制
御がない場合と比較して９ｄＢのＳＮＲ利得が得られる。
【０１５１】
　Ｆｅｄｅｒａｌ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ（ＦＣＣ）（
及び他の国際的規制機関）は、電磁（ＥＭ）放射線への人体の露出を制限するために無線
デバイスから送信することができる最大電力に関する制約を定義している。２種類の限度
［２］、すなわち、ｉ）人々に柵、警告、又はラベルを通じて高周波（ＲＦ）発生源を完
全に認識させている「職業／管理環境下限度」、及びｉｉ）露出に対する管理がない「一
般大衆／非管理」限度がある。
【０１５２】
　異なる放出レベルが、異なるタイプの無線デバイスに対して定義される。一般的に、屋
内／屋外用途に使用されるＤＩＤＯ分散型アンテナは、［２］、つまり「通常、ユーザ又
はその近くの人の本体から２０ｃｍ又はそれよりも多くに維持される放射構造と共に使用
されると思われる固定ロケーション以外に使用されるように設計された送信デバイス」と



(32) JP 6178842 B2 2017.8.9

10

20

30

40

50

して定義される「モバイル」デバイスのＦＣＣカテゴリに関する。
【０１５３】
　「モバイル」デバイスのＥＭ放出は、ｍＷ／ｃｍ２で表される最大許容露出（ＭＰＥ）
の観点から測定される。図１９は、７００ＭＨｚのキャリア周波数での送信電力の異なる
値に対して、ＲＦ放射線源からの距離の関数としてのＭＰＥ電力密度を示す。典型的には
人体から２０ｃｍの域よりも大きいと作動するデバイスに対してＦＣＣ「非管理」限度を
満たすべき最大許容送信電力は、１Ｗである。
【０１５４】
　制限が緩い電力放出制約は、「一般大衆」から離れた屋上又は建物上に設けられる送信
機に対して定義される。これらの「屋上送信機」に対して、ＦＣＣは、実効輻射電力（Ｅ
ＲＰ）の観点から測定される１０００Ｗのより緩い放出限度を定義している。
【０１５５】
　上記のＦＣＣ制約に基づいて、一実施形態において、実用システムに向けて２種類のＤ
ＩＤＯ分散型アンテナを定義する。
　・低電力（ＬＰ）送信機：１Ｗ及び５Ｍｂｐｓの消費者等級の広帯域（例えば、ＤＳＬ
、ケーブルモデム、ファイバトゥザホーム（ＦＴＴＨ））の最大送信電力で、あらゆる高
さにおいてどこにでも（すなわち、屋内、又は屋外）に位置するバックホール接続性。
　・高電力（ＨＰ）送信機：１００Ｗ及び市販等級の広帯域（例えば、光ファイバリング
）バックホールの送信電力で（ＤＩＤＯ無線リンクにわたって利用可能な収量と比較して
有効に「無制限」データ転送速度で）、ほぼ１０メートルの高さにおける屋上又は建物取
り付け式アンテナ。
【０１５６】
　クライアントは殆どは固定式であるか又は移動度が低いために、ＤＳＬ又はケーブルモ
デム接続性を有するＬＰ送信機は、（前節において上述したように）低ドップラーＤＩＤ
Ｏネットワークの良好な候補であることに留意されたい。市販のファイバ接続性を有する
ＨＰ送信機は、クライアントのより高い移動度を許容することができ、かつ高ドップラー
ＤＩＤＯネットワークに使用することができる。
【０１５７】
　異なるタイプのＬＰ／ＨＰ送信機を有するＤＩＤＯシステムの性能に関する実際的な直
観力がつくように、Ｐａｌｏ　Ａｌｔｏ，ＣＡのダウンタウンでのＤＩＤＯアンテナ配置
の実際的な事例を考える。図２０ａは、Ｐａｌｏ　Ａｌｔｏ，ＣＡのＮＬＰ＝１００低電
力ＤＩＤＯ分散型アンテナのランダム分布を示している。図２０ｂでは、５０個のＬＰア
ンテナは、ＮＨＰ＝５０個の高電力送信機で置換される。
【０１５８】
　図２０ａ～図２０ｂのＤＩＤＯアンテナ分布に基づいて、ＤＩＤＯ技術を使用するシス
テムに向けてＰａｌｏ　Ａｌｔｏにおいて受信可能範囲地図を導出する。図２１ａ及び図
２１ｂは、それぞれ、図２０ａ及び図２０ｂの構成に対応する２つの電力分布を示してい
る。受電分布（ｄＢｍで表す）は、７００ＭＨｚのキャリア周波数で３ＧＰＰ規格［３］
により定義された都市環境に対して伝播損失／シャドーイングモデルを仮定して導出され
る。ＨＰ送信機の５０％を使用し、選択したエリアの受信可能範囲が改善することが認め
られる。
【０１５９】
　図２２ａ～図２２ｂは、上記の２つのシナリオの速度分布を示している。収量（Ｍｂｐ
ｓで表記）は、［４、５］で３ＧＰＰロングタームエボリューション（ＬＴＥ）規格にお
いて定義された異なる変調符号化方式に対して電力閾値に基づいて導出される。全可のた
めの帯域幅は、７００ＭＨｚのキャリア周波数で１０ＭＨｚに固定される。２つの異なる
周波数割当計画、つまり、ｉ）ＬＰ基地局だけに割り当てられる５ＭＨｚのスペクトル、
ｉｉ）ＨＰ送信機に９ＭＨｚ及びＬＰ送信機に１ＭＨｚが考慮される。典型的には、収量
に限界があるＤＳＬバックホール接続性のためにＬＰ場にはより低い部帯域幅が割り当て
られることに留意されたい。図２２ａ～図２２ｂは、ＨＰ送信機の５０％を使用する時に
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、図２２ａの２．４Ｍｂｐｓから図２２ｂの３８Ｍｂｐｓまで平均クライアント当たりの
データ転送速度を上げることによって速度分布を有意に増大させることができることを示
している。
【０１６０】
　次に、より高い電力があらゆる所定の時間に可能になり、したがって、図２２ｂのＤＩ
ＤＯシステムのダウンリンクチャンネルにわたって収量が増大するようにＬＰ基地局の電
力送信を制御するアルゴリズムを定義した。電力密度に関するＦＣＣ限度が［２］として
経時的な平均に基づいて定義されることが認められる。
【０１６１】
【数３３】

　式中、
【０１６２】

【数３４】

　はＭＰＥ平均化時間であり、ｔｎは電力密度Ｓｎでの放射線に対する露出期間である。
「管理」露出では、平均時間は、６分であり、一方、「非管理」露出では、３０分まで増
大される。次に、いずれの電源も、（１４）の平均電力密度が「非管理」露出の３０分の
平均値に関するＦＣＣ限度を満たす限りＭＰＥ限度より大きい電力レベルで送信すること
が許容される。
【０１６３】
　この解析に基づいて、ＤＩＤＯアンテナ当たりの平均電力をＭＰＥ限度未満に維持しな
がら、瞬間的なアンテナ当たりの送信電力を増大させる適応電力制御方法を定義する。ア
クティブクライアントよりも多くの送信アンテナを有するＤＩＤＯシステムを考える。こ
れは、ＤＩＤＯアンテナは、廉価な無線デバイス（ＷｉＦｉアクセスポイントと類似）と
して考えることができ、かつＤＳＬ、ケーブルモデム、光ファイバ又は他のインターネッ
ト接続性がある任意の場所に設けることができることを考慮すると適切な仮定である。
【０１６４】
　適応アンテナ当たりの電力制御を伴うＤＩＤＯシステムのフレームワークを図２３に示
す。マルチプレクサ２３４から現れるデジタル信号の振幅は、ＤＡＣユニット２３５に送
られている前に、電力スケーリング係数Ｓ１．．．ＳＭで動的に調整される。電力スケー
リング係数は、ＣＱＩ　２３３に基づいて電力制御ユニット２３２により計算される。
【０１６５】
　一実施形態において、Ｎｇ個のＤＩＤＯアンテナ群が定義される。あらゆる群は、少な
くともアクティブクライアント（Ｋ）の数と同数のＤＩＤＯアンテナを含む。あらゆる所
定の時点で、１つの群のみがＭＰＥ限度
【０１６６】
【数３５】

　よりも大きい電力レベル（Ｓｏ）でクライアントに送信するＮａ＞Ｋ個のアクティブＤ
ＩＤＯアンテナを有する。ある方法は、図２４に示すラウンドロビンスケジューリング方
針に従って全てのアンテナ群にわたって反復される。別の実施形態において、異なるスケ
ジューリング法（すなわち、比例公平スケジューリング［８］）は、誤り率又は収量性能
を最適化するためにクラスター選択に使用される。
【０１６７】
　ラウンドロビン電力割り当てを仮定し、（１４）から、以下のようにあらゆるＤＩＤＯ
アンテナに対する平均送信電力を導出する。
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【０１６８】
【数３６】

　式中、ｔｏは、アンテナ群がアクティブである期間であり、ＴＭＰＥ＝３０ｍｉｎはＦ
ＣＣ指針［２］により定義された平均時間である。（１５）の比率は、あらゆるＤＩＤＯ
アンテナからの平均送信電力がＭＰＥ限度
【０１６９】

【数３７】

　を満たすように定義される群の負荷時間率（ＤＦ）である。負荷時間率は、以下の定義
に従ってアクティブクライアントの数、群の数、及び群当たりのアクティブアンテナの数
に依存する。
【０１７０】

【数３８】

【０１７１】
　電力制御及びアンテナグループ分けを有するＤＩＤＯシステムにおいて得られたＳＮＲ
利得（ｄＢ単位）は、以下のように負荷時間率の関数として表される。
【０１７２】

【数３９】

　（１７）の利得は、全てのＤＩＤＯアンテナにわたるＧｄＢの更に別の送信電力の代償
として達成されることが認められる。
【０１７３】
　一般的に、全てのＮｇ群の全てのＮａからの全送信電力は、以下のように定義される。
【０１７４】

【数４０】

　式中、Ｐｉｊは以下によって示される平均的なアンテナ当たりの送信電力であり、
【０１７５】
【数４１】

　Ｓｉｊ（ｔ）は、ｊ番目の群内のｉ番目の送信アンテナの電力スペクトル密度である。
一実施形態において、（１９）の電力スペクトル密度は、あらゆるアンテナが誤り率又は
収量性能を最適化するように設計される。
【０１７６】
　提案する方法の性能に関する何らかの直観力が得られるように、ＤＩＤＯシステムで提
供される無線インターネットサービスに登録する所定のカバレージエリア及び４００のク
ライアント内の４００個のＤＩＤＯ分散型アンテナを考える。あらゆるインターネット接
続が常時余す所なく利用されることは考えにくい。クライアントの１０％が任意の所定の
時点で無線インターネット接続を能動的に使用すると仮定する。次に、４００個のＤＩＤ
ＯアンテナをそれぞれＮａ＝４０アンテナのＮｇ＝１０個の群に分割することができ、あ
らゆる群は、負荷時間率ＤＦ＝０．１で任意の所定の時点でＫ＝４０個のアクティブクラ
イアントにサービスを提供する。この送信方式から生じるＳＮＲ利得は、全てのＤＩＤＯ
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アンテナからの１０ｄＢの更に別の送信電力によって供給されたＧｄＢ＝１０ｌｏｇ１０

（１／ＤＦ）＝１０ｄＢである。しかし、平均的なアンテナ当たりの送信電力は一定であ
り、かつＭＰＥ限度内であることが認められる。
【０１７７】
　図２５は、アンテナグループ分けによる上記の電力制御の（符号化されていない）ＳＥ
Ｒ性能を米国特許第７，６３６，３８１号の従来の固有モード選択と比較する。全ての方
式は、それぞれ単一のアンテナが装備された４つのクライアントと共にＢＤ事前符号化を
使用する。ＳＮＲは、ノイズ電力に対する送信アンテナ当りの電力の比率（すなわち、ア
ンテナ当りの送信ＳＮＲ）を指す。ＤＩＤＯ　４×４に示す曲線では、４つの送信アンテ
ナ及びＢＤ事前符号化を仮定する。正方形を有する曲線は、固有モード選択での２つの余
分の送信アンテナ及びＢＤでのＳＥＲ性能を示し、従来のＢＤ事前符号化を凌いで（１％
のＳＥＲターゲットで）１０ｄＢのＳＮＲ利得が得られる。アンテナグループ分け及びＤ
Ｆ＝１／１０による電力制御により、同様に同じＳＥＲで１０ｄＢの利得が得られる。固
有モード選択によりダイバーシティ利得のためにＳＥＲ曲線の勾配が変わることが認めら
れ、一方、この電力制御方法は、平均送信電力の増大のために（同じ勾配を維持しながら
）左にＳＥＲ曲線がずれる。比較のために、より大きい負荷時間率ＤＦ＝１／５０でのＳ
ＥＲでは、ＤＦ＝１／１０と比較して更に別の７ｄＢの利得が得られることが見出される
。
【０１７８】
　本発明者らの電力制御は、従来の固有モード選択方法よりも複雑性が低くなる場合があ
ることに留意されたい。実際には、Ｋ個のチャンネル推定値のみが任意の所定の時点で必
要とされるように、あらゆる群のアンテナＩＤを予め計算し、ルックアップテーブルを通
じてＤＩＤＯアンテナとクライアントとの間で共有することができる。固有モード選択に
向けて、（Ｋ＋２）個のチャンネル推定値が計算され、全てのクライアントに向けてあら
ゆる所定の時点でＳＥＲを最小にする固有モードを選択する更に別のコンピュータの処理
が必要である。
【０１７９】
　次に、いくつかの特別なシナリオにおいてＣＳＩフィードバックオーバヘッドを低減す
るためにＤＩＤＯアンテナグループ分けを伴う別の方法を説明する。図２６ａは、クライ
アント（点）が、複数のＤＩＤＯ分散型アンテナ（十字記号）の対象になる１つのエリア
においてランダムに広がっている１つのシナリオを示している。あらゆる送信－受信無線
リンクにわたる平均電力は以下のように計算できる。
【０１８０】
【数４２】

　式中、Ｈは、ＤＩＤＯ　ＢＴＳで利用可能であるチャンネル推定行列である。
【０１８１】
　図２６ａ～図２６ｃの行列Ａは、１０００個の事例にわたってチャンネル行列を平均化
することによって数値的に得られる。２つの代替シナリオをそれぞれ図２６ｂ及び図２６
ｃに示すが、クライアントは、ＤＩＤＯアンテナの部分集合の周りでまとめてグループ分
けされ、遠くに位置するＤＩＤＯアンテナから取るに足りない電力を受電する。例えば、
図２６ｂは、ブロック対角行列Ａが得られるアンテナの２つの群を示す。１つの極端なシ
ナリオは、あらゆるクライアントが１つの送信機だけに非常に近くにあり、全ての他のＤ
ＩＤＯアンテナからの電力が取るに足りないように送信機が互いから遠く離れる方向にあ
る時のものである。この場合に、ＤＩＤＯリンクは複数のＳＩＳＯリンクにおいて劣化し
、Ａは、図２６ｃの場合と同様に対角行列である。
【０１８２】
　上記の３つの全シナリオにおいて、ＢＤ事前符号化では、ＤＩＤＯアンテナとクライア
ントとの間の無線リンクにわたって異なる電力レベルに適合するように動的に事前符号化
重みを調整する。しかし、ＤＩＤＯクラスター内の複数の群を識別して、各群内において
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のみＤＩＤＯ事前符号化を操作することが有利である。この提案するグループ分け方法は
、以下の利点が得られる。
　・計算利得：ＤＩＤＯ事前符号化は、クラスター内のあらゆる群内においてのみ計算さ
れる。例えば、例えば、ＢＤ事前符号化が使用される場合に、特異値分解（ＳＶＤ）は複
雑性Ｏ（ｎ３）を有し、ｎは、チャンネル行列Ｈの最小次元である。Ｈをブロック対角行
列に低減することができる場合、複雑性が低減されたあらゆるブロックに対してＳＶＤが
計算される。ｎ＝ｎ１＋ｎ２であるようにチャンネル行列が次元ｎ１及びｎ２２つのブロ
ック行列に分割された場合に、ＳＶＤの複雑性は、Ｏ（ｎ１

３）＋Ｏ（ｎ２
３）＜Ｏ（ｎ

３）であるに過ぎない。極端な場合、Ｈが対角行列である場合に、ＤＩＤＯリンクは複数
のＳＩＳＯリンクに低減され、ＳＶＤ計算は不要である。
　・低減されるＣＳＩフィードバックオーバヘッド：ＤＩＤＯアンテナ及びクライアント
が一実施形態において群に分割された時に、ＣＳＩは、同じ群内のみでクライアントから
アンテナまで計算される。ＴＤＤシステムは、チャンネル相互関係を仮定することにより
、アンテナグループ分けにより、チャンネル行列Ｈを計算すべきチャンネル推定値の数が
低減する。ＣＳＩが無線リンク上でフィードバックされるＦＤＤシステムでは、アンテナ
グループ分けにより、ＤＩＤＯアンテナとクライアントとの間の無線リンクにわたってＣ
ＳＩフィードバックオーバヘッドの低減が更に得られる。
【０１８３】
　ＤＩＤＯアップリンクチャンネルの多重アクセス技術
　本発明の一実施形態において、異なる多重アクセス技術が、ＤＩＤＯアップリンクチャ
ンネルに対して定義される。これらの技術は、ＣＳＩをフィードバックするか、又はアッ
プリンクでクライアントからＤＩＤＯアンテナにデータストリームを送信するために使用
することができる。これ以降、フィードバックＣＳＩ及びデータストリームをアップリン
クストリームと呼ぶ。
　・多重入力多重出力（ＭＩＭＯ）：アップリンクストリームは、オープンループ型ＭＩ
ＭＯ多重化方式を通じてＤＩＤＯアンテナにクライアントから送信される。本方法は、全
てのクライアントが時点／周波数同期化されると仮定する。一実施形態において、クライ
アント間の同期は、ダウンリンクからのトレーニングを通じて達成され、全てのＤＩＤＯ
アンテナは、同じ時点／周波数基準クロックにロックされると仮定される。異なるクライ
アントでの遅延広がりの変動により、ＭＩＭＯアップリンク方式の性能に影響を与える可
能性がある異なるクライアントのクロック間のジッタが発生する可能性があることに留意
されたい。クライアントがＭＩＭＯ多重化方式を通じてアップリンクストリームを送った
後に、受信ＤＩＤＯアンテナは、同一チャンネル干渉を除去して個々にアップリンクスト
リームを復調するために、非線形（すなわち、最大尤度、ＭＬ）又は線形（すなわち、ゼ
ロフォーシング、最小平均二乗誤差）受信機を使用することができる。
　・時分割多重アクセス（ＴＤＭＡ）：異なるクライアントは、異なる時間スロットに割
り当てられる。あらゆるクライアントは、時間スロットが利用可能な時にアップリンクス
トリームを送る。
　・周波数分割多重アクセス（ＦＤＭＡ）：異なるクライアントは、異なるキャリア周波
数に割り当てられる。マルチキャリア（ＯＦＤＭ）システムでは、トーンの部分集合は、
同時にアップリンクストリームを送信する異なるクライアントに割り当てられ、したがっ
て、待ち時間が低減する。
　・符号分割多重アクセス（ＣＤＭＡ）：あらゆるクライアントは、異なる擬似乱数に割
り当てられ、クライアントにわたる直交性は、符号領域において達成される。
【０１８４】
　本発明の一実施形態において、クライアントは、ＤＩＤＯアンテナよりも非常に低い電
力で送信する無線デバイスである。この場合、ＤＩＤＯ　ＢＴＳは、下位群にわたる干渉
が最小化されるようにアップリンクＳＮＲ情報に基づいてクライアント下位群を定義する
。あらゆる下位群内において、上記の多重アクセス技術では、時間領域、周波数領域、空
間定義域、又は符号領域において直交チャンネルを作成するために使用され、したがって
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、異なるクライアントにわたってアップリンク干渉が回避される。
【０１８５】
　別の実施形態において、上述のアップリンク多重アクセス技術は、ＤＩＤＯクラスター
内の異なるクライアント群を定義するために、前の節に示したアンテナグループ分け方法
と組合せて使用される。
【０１８６】
　ＤＩＤＯマルチキャリアシステム内のリンクアダプテーションのシステム及び方法
　無線チャンネルの時間、周波数、及び空間選択度を利用するＤＩＤＯシステムのリンク
アダプテーション方法は、米国特許第７，６３６，３８１号に定義されている。無線チャ
ンネルの時間／周波数選択度を利用するマルチキャリア（ＯＦＤＭ）ＤＩＤＯシステム内
のリンクアダプテーションの本発明の実施形態を以下に説明する。
【０１８７】
　［９］において指数的に減衰する電力遅延プロフィール（ＰＤＰ）又はＳａｌｅｈ－Ｖ
ａｌｅｎｚｕｅｌａモデルに従ってレイリーフェーディングチャンネルのシミュレーショ
ンを提供する。簡潔さを期すために、以下のように定義された多経路ＰＤＰを有する単一
のクラスターチャンネルを仮定する。
【０１８８】
【数４３】

　式中、ｎ＝０．．．（Ｌ－１）は、チャンネルタップの指数であり、Ｌは、チャンネル
タップの数であり、β＝１／σＤＳは、チャンネル遅延広がり（σＤＳ）に反比例するチ
ャンネル干渉ゾーン域幅の指標であるＰＤＰ指数である。βの低い値により、周波数非選
択性チャンネルが得られ、一方、βの高い値により、周波数選択性チャンネルが得られる
。（２１）のＰＤＰは、全てのＬチャンネルタップのための全平均電力が単一であるよう
に正規化される。
【０１８９】
【数４４】

【０１９０】
　図２７は、ＤＩＤＯ　２×２システムに関する遅延領域又は瞬間的なＰＤＰ（上側プロ
ット）及び周波数領域（下側プロット）にわたる低周波数選択チャンネル（β＝１と仮定
）の振幅を示す。第１の下付き文字つきはクライアントを示し、第２の下付き文字は送信
アンテナを示す。高周波数選択チャンネル（β＝０．１で）を図２８に示す。
【０１９１】
　次に、周波数選択性チャンネルにおけるＤＩＤＯ事前符号化の性能を研究する。（１）
内の信号モデルは（２）の条件を満たすと仮定してＢＤを通じたＤＩＤＯ事前符号化重み
を計算する。（２）の条件下で、（５）のＤＩＤＯ受信信号モデルを以下のように再公式
化する。
【０１９２】
【数４５】

　式中、Ｈｅｋ＝ＨｋＷｋは、ユーザｋの実効チャンネル行列である。ＤＩＤＯ　２×２
に対して、クライアント当たりの１本のアンテナで、実効チャンネル行列は、図２９及び
図２８の高周波数選択度（例えば、β＝０．１で）を特徴とするチャンネルに対して示す
周波数応答で１つの値に低減する。図２９の実線は、クライアント１を指し、一方、点を
有する線は、クライアント２を指す。図２９のチャンネル品質メトリックに基づいて、チ
ャンネル状態の変化条件に応じて、動的にＭＣＳを調整する時間／周波数領域リンクアダ
プテーション（ＬＡ）方法を定義する。
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【０１９３】
　本発明者らは、ＡＷＧＮ及びレイリーフェーディングＳＩＳＯチャンネル内の異なるＭ
ＣＳの性能を評価することによって始める。簡潔さを期すために、ＦＥＣ符号化なしと仮
定するが、以下のＬＡ方法をＦＥＣを含むシステムに拡張することができる。
【０１９４】
　図３０は、異なるＱＡＭ方式（すなわち、４－ＱＡＭ、１６－ＱＡＭ、６４－ＱＡＭ）
のＳＥＲを示す。一般性を失わずに、符号化されていないシステムに対して１％のターゲ
ットＳＥＲを仮定する。ＡＷＧＮチャンネルにおいてそのターゲットＳＥＲを満たすべき
ＳＮＲ閾値は、３つの変調方式に対して、それぞれ、８ｄＢ、１５．５ｄＢ、及び２２ｄ
Ｂである。レイリーフェーディングチャンネルでは、上記の変調方式のＳＥＲ性能は、Ａ
ＷＧＮ［１３］よりも不良であることが公知であり、ＳＮＲ閾値は、それぞれ、１８．６
ｄＢ、２７．３ｄＢ、及び３４．１ｄＢである。ＤＩＤＯ事前符号化により、マルチユー
ザダウンリンクチャンネルが１組の平行したＳＩＳＯリンクに変換されることが認められ
る。したがって、ＳＩＳＯシステムに関する図３０の場合と同じＳＮＲ閾値が、クライア
ント単位でＤＩＤＯシステムに適用される。更に、瞬間的なＬＡが実行される場合に、Ａ
ＷＧＮチャンネル内の閾値が使用される。
【０１９５】
　ＤＩＤＯシステムに関して提案するＬＡ方法の重要な考え方は、チャンネルがリンク堅
牢性が得られるように時間領域又は周波数領域のディープフェード（図２８に示す）を受
けた時に低いＭＣＳの次数を使用することである。これに反して、チャンネルが大きい利
得を特徴とする時に、ＬＡ方法は、スペクトル効率を増大させるためにより高いＭＣＳの
次数にスイッチングする。米国特許第７，６３６，３８１号と比較した本出願の１つの寄
与は、アダプテーションを可能にするメトリックとして（２３）及び図２９において実効
チャンネル行列を使用することである。
【０１９６】
　ＬＡ方法の一般的なフレームワークは、図３１に示すが、以下のように定義される。
　・ＣＳＩ推定：３１７１で、ＤＩＤＯ　ＢＴＳは、全てのユーザからのＣＳＩを計算す
る。ユーザは、単一の又は複数の受信アンテナを装備することができる。
　・ＤＩＤＯ事前符号化：３１７２で、ＢＴＳは全てのユーザに対してＤＩＤＯ事前符号
化重みを計算する。一実施形態において、ＢＤは、これらの重みを計算するために使用さ
れる。事前符号化重みは、トーン単位で計算される。
　・リンク品質メトリック計算：３１７３で、ＢＴＳは、周波数領域リンク品質メトリッ
クを計算する。ＯＦＤＭシステムにおいては、メトリックはＣＳＩから計算され、ＤＩＤ
Ｏ事前符号化重みが、あらゆるトーンに対して計算される。本発明の一実施形態において
、リンク品質メトリックは、全てのＯＦＤＭトーンにわたる平均ＳＮＲである。本発明者
らは、（平均ＳＮＲ性能に基づいて）ＬＡ１として本方法を定義する。別の実施形態にお
いて、リンク品質メトリックは、（２３）の実効チャンネルの周波数応答である。発明者
らは、（トーン単位の性能に基づいて周波数ダイバーシティを利用するために）ＬＡ２と
して本方法を定義する。あらゆるクライアントが単一のアンテナを有する場合、周波数領
域実効チャンネルを図２９に示す。クライアントが複数の受信アンテナを有する場合、リ
ンク品質メトリックは、あらゆるトーンに対して実効チャンネル行列のフロベニウスノル
ムとして定義される。あるいは、複数のリンク品質メトリックは、（２３）の実効チャン
ネル行列の特異値としてあらゆるクライアントに対して定義される。
　・ビットローディングアルゴリズム：３１７４で、リンク品質メトリックに基づいて、
ＢＴＳは、異なるクライアント及び異なるＯＦＤＭトーンに対してＭＣＳを決定する。Ｌ
Ａ１方法では、同じＭＣＳが、図３０のレイリーフェーディングチャンネルのＳＮＲ閾値
に基づいて全てのクライアント及び全てのＯＦＤＭトーンに使用される。ＬＡ２では、異
なるＭＣＳが、チャンネル周波数ダイバーシティを利用するために異なるＯＦＤＭトーン
に割り当てられる。
　・事前符号化データ送信：３１７５で、ＢＴＳは、ビットローディングアルゴリズムか
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ら導出されたＭＣＳを使用し、ＤＩＤＯ分散型アンテナからクライアントに事前符号化デ
ータストリームを送信する。１つのヘッダは、クライアントに異なるトーンに対してＭＣ
Ｓを伝えるために事前符号化データに取り付けられる。例えば、８つのＭＣＳが利用可能
であり、かつＯＦＤＭ符号がＮ＝６４トーンで定義された場合に、ｌｏｇ２（８）＊Ｎ＝
１９２ビットが、いずれかのクライアントに現在のＭＣＳを伝えるために必要とされる。
４－ＱＡＭ（２ビット／符号スペクトル効率）がそれらのビットを符号にマップするのに
使用されると仮定し、１９２／２／Ｎ＝１．５　ＯＦＤＭ符号のみが、ＭＣＳ情報をマッ
プするのに必要とされる。別の実施形態において、複数のサブキャリア（又はＯＦＤＭト
ーン）が、サブバンドにグループ分けされ、同じＭＣＳが、制御情報によるオーバヘッド
を低減するために同じサブバンド内の全てのトーンに割り当てられる。更に、ＭＣＳは、
チャンネル利得（可干渉時間に比例）の時間的変動に基づいて調整される。固定無線チャ
ンネル（低いドップラー効果を特徴とする）において、ＭＣＳがチャンネル可干渉時間の
小部分毎に再計算され、したがって、制御情報に必要とされるオーバヘッドが低減される
。
【０１９７】
　図３２は、上述のＬＡ方法のＳＥＲ性能を示す。比較のために、レイリーフェーディン
グチャンネル内のＳＥＲ性能は、使用された３つのＱＡＭ方式の各々に対してプロットさ
れている。ＬＡ２方法は、周波数領域内の実効チャンネルの変動にＭＣＳを適合させ、し
たがって、ＬＡ１と比較し、低いＳＮＲに対してスペクトル効率において１．８ｂｐｓ／
Ｈｚの利得（すなわち、ＳＮＲ＝２０ｄＢ）、ＳＮＲにおいて１５ｄＢ利得（ＳＮＲ＞３
５ｄＢに向けて）が得られる。
【０１９８】
　マルチキャリアシステム内のＤＩＤＯ事前符号化補間のシステム及び方法
　ＤＩＤＯシステムの計算の複雑性は、殆どは集中型プロセッサ又はＢＴＳに局在化され
る。最も計算機的に費用のかかる作業は、ＣＳＩからの全てのクライアントに関する事前
符号化重みの計算である。ＢＤ事前符号化が使用された時には、ＢＴＳは、システム内の
クライアントと同数の特異値分解（ＳＶＤ）作業を実行する必要がある。複雑性を低減す
る方法は、ＳＶＤがあらゆるクライアントに対して別々のプロセッサの上で計算される並
列化された処理によるものである。
【０１９９】
　マルチキャリアＤＩＤＯシステムにおいて、各サブキャリアは、平坦フェーディングを
受け、ＳＶＤが、あらゆるサブキャリアにわたってあらゆるクライアントに対して実行さ
れる。システムの複雑性は、明らかにサブキャリアの数と共に線形に増加する。例えば、
１ＭＨｚの信号帯域幅を有するＯＦＤＭシステムでは、循環プレフィックス（Ｌ０）は、
大きい遅延広がり［３］を有する屋外の都市マクロセル環境において符号間干渉を回避す
るために少なくとも８つのチャンネルタップ（すなわち、８マイクロ秒の持続時間）がな
ければならない。ＯＦＤＭ符号を生成するのに使用される高速フーリエ変換（ＦＦＴ）の
サイズ（ＮＦＦＴ）は、典型的には、データ転送速度の減量を低減するためにＬ０の倍数
に設定される。ＮＦＦＴ＝６４である場合に、システムの有効スペクトル効率は、係数Ｎ

ＦＦＴ／（ＮＦＦＴ＋Ｌ０）＝８９％により制限される。ＮＦＦＴの値が増大するほど、
ＤＩＤＯ事前符号化器でのより高い計算の複雑性の代償として、高いスペクトル効率が得
られる。
【０２００】
　ＤＩＤＯ事前符号化器で計算の複雑性を低減する方法は、トーンの部分集合（パイロッ
トトーンと呼ぶ）にわたってＳＶＤ作業を実行し、補間を通じて残りのトーンに対して事
前符号化重みを導出することである。重み補間は、結果としてクライアント間干渉が発生
する１つの誤差ファクタである。一実施形態において、最適重み補間法が、クライアント
間干渉を低減するために使用され、誤り率性能が改善し、マルチキャリアシステム内の計
算の複雑性が低減する。Ｍ個の送信アンテナ、Ｕ個のクライアント、及びクライアント当
たりのＮ個の受信アンテナを有するＤＩＤＯシステムでは、他のクライアントｕに対する
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０干渉を保証するｋ番目のクライアント（Ｗｋ）の事前符号化重みの条件は、以下のよう
に（２）から導出される。
【０２０１】
【数４６】

　式中、Ｈｕは、システム内の他のＤＩＤＯクライアントに対応するチャンネル行列であ
る。
【０２０２】
　本発明の一実施形態において、重み補間法の目的関数は以下のように定義される。
【０２０３】

【数４７】

　式中、θｋは、ユーザｋに向けて最適化すべき１組のパラメータであり、
【０２０４】
【数４８】

　は、重み補間行列であり、

は、行列のフロベニウスノルムを示している。最適化問題は、以下のように公式化される
。
【０２０５】
【数４９】

　式中、Θｋは、最適化問題の実現可能集合であり、θｋ，ｏｐｔは、最適解である。
【０２０６】
　（２５）内の目的関数が、１つのＯＦＤＭトーンに対して定義される。本発明の別の実
施形態において、目的関数は、補間すべき全てのＯＦＤＭトーンに対して行列の（２５）
のフロベニウスノルムの線形結合として定義される。別の実施形態において、ＯＦＤＭス
ペクトルは、トーンの部分集合に分割され、最適解は、以下によって示される。
【０２０７】
【数５０】

　式中、ｎは、ＯＦＤＭトーン指数であり、Ａは、トーンの部分集合である。
【０２０８】
　（２５）の重み補間行列Ｗｋ（θｋ）は、１組のパラメータθｋの関数として表される
。最適な１組が（２６）又は（２７）に従って決定されると、最適重み行列が計算される
。本発明の一実施形態において、所定のＯＦＤＭトーンｎの重み補間行列は、パイロット
トーンの重み行列の線形結合として定義される。単一のクライアントを有するビームフォ
ーミングシステムの重み補間関数の一例は、［１１］において定義されている。ＤＩＤＯ
マルチクライアントシステムでは、本発明者らは、重み補間行列を以下のように書く。
【０２０９】
【数５１】

　式中、０≦ｌ≦（ＬＯ－１）であり、Ｌ０はパイロットトーンの数であり、ｃｎ＝（ｎ
－１）／Ｎ０であり、Ｎ０＝ＮＦＦＴ／Ｌ０である。（２８）の重み行列は、次に、あら
ゆるアンテナからの単一電力送信を保証するために
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【０２１０】
【数５２】

　であるように正規化される。Ｎ＝１（クライアント当たりの単一の受信アンテナ）であ
る場合に、（２８）の行列は、そのノルムに関して正規化されるベクトルになる。本発明
の一実施形態において、パイロットトーンは、ＯＦＤＭトーンの範囲で均一に選択される
。別の実施形態において、パイロットトーンは、補間エラーを最小化するためにＣＳＩに
基づいて適応的に選択される。
【０２１１】
　本発明者らは、本特許出願の提案するシステム及び方法に対する［１１］のシステム及
び方法の重要な差は、目的関数であることを認めている。具体的には、［１１］のシステ
ムは、複数の送信アンテナ及び単一のクライアントを仮定し、したがって、関連の方法は
、クライアントに対して受信ＳＮＲを最大にするためにチャンネルによる事前符号化重み
の積を最大にするように設計される。しかし、この方法は、補間誤差によるクライアント
間干渉が発生するためにマルチクライアントシナリオでは機能しない。これとは対照的に
、本出願の方法は、クライアント間干渉を最小化するように設計され、したがって、全て
のクライアントに対して誤り率性能が改善する。
【０２１２】
　図３３は、ＮＦＦＴ＝６４及びＬ０＝８でのＤＩＤＯ　２×２システムに関するＯＦＤ
Ｍトーン指数の関数としての方程式（２８）での行列の入力を示す。チャンネルＰＤＰは
、β＝１で（２１）のモデルに従って生成され、チャンネルは、８個のチャンネルタップ
のみから構成される。Ｌ０は、チャンネルタップの数よりも大きいように選択すべきであ
ることが認められる。図３３の実線は、理想的な関数を表す。一方、点線は、補間された
関数である。補間された重みは、（２８）の定義に従ってパイロットトーンの理想的な重
みに適合する。残りのトーンにわたって計算された重みは、推定誤差のために理想的な場
合だけに近似する。
【０２１３】
　重み補間法を実行する１つの方法は、（２６）の実現可能集合θｋにわたる全数探索を
通じたものである。探索の複雑性を低減するために、範囲［０，２π］において均一にＰ
個の値に実現可能集合を量子化する。図３４は、Ｌ０＝８、Ｍ＝Ｎｔ＝２の送信アンテナ
及び変数のＰに関するＳＮＲ対ＳＥＲを示している。量子化レベルの数が増加するにつれ
て、ＳＥＲ性能が改善する。事例Ｐ＝１０は、探索件数の減少によって計算の複雑性が遥
かに下回るためにＰ＝１００の性能に接近することが認められる。
【０２１４】
　図３５は、異なるＤＩＤＯ次数及びＬ０＝１６の補間法のＳＥＲ性能を示す。クライア
ントの数は、送信アンテナの数と同じであり、あらゆるクライアントは、単一のアンテナ
を装備すると仮定する。クライアントの数が増加するにつれて、ＳＥＲ性能は、重み補間
誤差によって生成されたクライアント間干渉の増加のために低下する。
【０２１５】
　本発明の別の実施形態において、（２８）の関数以外の重み補間関数が使用される。例
えば、線形予想自己回帰モデル［１２］は、チャンネル周波数相関の推定に基づいて異な
るＯＦＤＭトーンにわたって重みを補間するのに使用することができる。
【０２１６】
　参考文献
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ｒｏｃｅｓｓｉｎｇ，ｖｏｌ．５３，ｎｏ．１１，ｐｐ．４１２５～４１３５，Ｎｏｖ．
２００５。
【０２２７】
　［１２］Ｉ．Ｗｏｎｇ，ｅｔ　ａｌ．，「Ｌｏｎｇ　Ｒａｎｇｅ　Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｐ
ｒｅｄｉｃｔｉｏｎ　ｆｏｒ　Ａｄａｐｔｉｖｅ　ＯＦＤＭ　Ｓｙｓｔｅｍｓ」，Ｐｒｏ
ｃ．ｏｆ　ｔｈｅ　ＩＥＥＥ　Ａｓｉｌｏｍａｒ　Ｃｏｎｆ．ｏｎ　Ｓｉｇｎａｌｓ，Ｓ
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ｙｓｔｅｍｓ，ａｎｄ　Ｃｏｍｐｕｔｅｒｓ，ｖｏｌ．１，ｐｐ．７２３～７３６，Ｐａ
ｃｉｆｉｃ　Ｇｒｏｖｅ，ＣＡ，ＵＳＡ，Ｎｏｖ．７～１０，２００４。
【０２２８】
　［１３］Ｊ．Ｇ．Ｐｒｏａｋｉｓ，Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔｅｍ　Ｅｎ
ｇｉｎｅｅｒｉｎｇ，Ｐｒｅｎｔｉｃｅ　Ｈａｌｌ，１９９４。
【０２２９】
　［１４］Ｂ．Ｄ．Ｖａｎ　Ｖｅｅｎ，ｅｔ　ａｌ．，「Ｂｅａｍｆｏｒｍｉｎｇ：ａ　
ｖｅｒｓａｔｉｌｅ　ａｐｐｒｏａｃｈ　ｔｏ　ｓｐａｔｉａｌ　ｆｉｌｔｅｒｉｎｇ」
，ＩＥＥＥ　ＡＳＳＰ　Ｍａｇａｚｉｎｅ，Ａｐｒ．１９８８。
【０２３０】
　［１５］Ｒ．Ｇ．Ｖａｕｇｈａｎ，「Ｏｎ　ｏｐｔｉｍｕｍ　ｃｏｍｂｉｎｉｎｇ　ａ
ｔ　ｔｈｅ　ｍｏｂｉｌｅ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．Ｏｎ　Ｖｅｈｉｃ．Ｔｅｃｈ．，
ｖｏｌ３７，ｎ．４，ｐｐ．１８１～１８８，Ｎｏｖ．１９８８。
【０２３１】
　［１６］Ｆ．Ｑｉａｎ，「Ｐａｒｔｉａｌｌｙ　ａｄａｐｔｉｖｅ　ｂｅａｍｆｏｒｍ
ｉｎｇ　ｆｏｒ　ｃｏｒｒｅｌａｔｅｄ　ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ　ｒｅｊｅｃｔｉｏ
ｎ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．Ｏｎ　Ｓｉｇｎ．Ｐｒｏｃ．，ｖｏｌ．４３，ｎ．２，ｐ
ｐ．５０６～５１５，Ｆｅｂ．１９９５。
【０２３２】
　［１７］Ｈ．Ｋｒｉｍ，ｅｔ．ａｌ．，「Ｔｗｏ　ｄｅｃａｄｅｓ　ｏｆ　ａｒｒａｙ
　ｓｉｇｎａｌ　ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　ｒｅｓｅａｒｃｈ」，ＩＥＥＥ　Ｓｉｇｎａｌ
　Ｐｒｏｃ．Ｍａｇａｚｉｎｅ，ｐｐ．６７～９４，Ｊｕｌｙ　１９９６。
【０２３３】
　［１９］Ｗ．Ｒ．Ｒｅｍｌｅｙ，「Ｄｉｇｉｔａｌ　ｂｅａｍｆｏｒｍｉｎｇ　ｓｙｓ
ｔｅｍ」，ＵＳ　Ｐａｔｅｎｔ　Ｎ．４，００３，０１６，Ｊａｎ．１９７７。
【０２３４】
　［１８］Ｒ．Ｊ．Ｍａｓａｋ，「Ｂｅａｍｆｏｒｍｉｎｇ／ｎｕｌｌ－ｓｔｅｅｒｉｎ
ｇ　ａｄａｐｔｉｖｅ　ａｒｒａｙ」，ＵＳ　Ｐａｔｅｎｔ　Ｎ．４，７７１，２８９，
Ｓｅｐ．１９８８。
【０２３５】
　［２０］Ｋ．－Ｂ．Ｙｕ，ｅｔ．ａｌ．，「Ａｄａｐｔｉｖｅ　ｄｉｇｉｔａｌ　ｂｅ
ａｍｆｏｒｍｉｎｇ　ａｒｃｈｉｔｅｃｔｕｒｅ　ａｎｄ　ａｌｇｏｒｉｔｈｍ　ｆｏｒ
　ｎｕｌｌｉｎｇ　ｍａｉｎｌｏｂｅ　ａｎｄ　ｍｕｌｔｉｐｌｅ　ｓｉｄｅｌｏｂｅ　
ｒａｄａｒ　ｊａｍｍｅｒｓ　ｗｈｉｌｅ　ｐｒｅｓｅｒｖｉｎｇ　ｍｏｎｏｐｕｌｓｅ
　ｒａｔｉｏ　ａｎｇｌｅ　ｅｓｔｉｍａｔｉｏｎ　ａｃｃｕｒａｃｙ」，ＵＳ　Ｐａｔ
ｅｎｔ　５，６００，３２６，Ｆｅｂ．１９９７。
【０２３６】
　［２１］Ｈ．Ｂｏｃｈｅ，ｅｔ　ａｌ．，「Ａｎａｌｙｓｉｓ　ｏｆ　ｄｉｆｆｅｒｅ
ｎｔ　ｐｒｅｃｏｄｉｎｇ／ｄｅｃｏｄｉｎｇ　ｓｔｒａｔｅｇｉｅｓ　ｆｏｒ　ｍｕｌ
ｔｉｕｓｅｒ　ｂｅａｍｆｏｒｍｉｎｇ」，ＩＥＥＥ　Ｖｅｈｉｃ．Ｔｅｃｈ．Ｃｏｎｆ
．，ｖｏｌ．１，Ａｐｒ．２００３。
【０２３７】
　［２２］Ｍ．Ｓｃｈｕｂｅｒｔ，ｅｔ　ａｌ．，「Ｊｏｉｎｔ’ｄｉｒｔｙ　ｐａｐｅ
ｒ’　ｐｒｅ－ｃｏｄｉｎｇ　ａｎｄ　ｄｏｗｎｌｉｎｋ　ｂｅａｍｆｏｒｍｉｎｇ」，
ｖｏｌ．２，ｐｐ．５３６～５４０，Ｄｅｃ．２００２。
【０２３８】
　［２３］Ｈ．Ｂｏｃｈｅ，ｅｔ　ａｌ．「Ａ　ｇｅｎｅｒａｌ　ｄｕａｌｉｔｙ　ｔｈ
ｅｏｒｙ　ｆｏｒ　ｕｐｌｉｎｋ　ａｎｄ　ｄｏｗｎｌｉｎｋ　ｂｅａｍｆｏｒｍｉｎｇ
ｃ」，ｖｏｌ．１，ｐｐ．８７～９１，Ｄｅｃ．２００２。
【０２３９】
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　［２４］Ｋ．Ｋ．Ｗｏｎｇ，Ｒ．Ｄ．Ｍｕｒｃｈ，ａｎｄ　Ｋ．Ｂ．Ｌｅｔａｉｅｆ，
「Ａ　ｊｏｉｎｔ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｄｉａｇｏｎａｌｉｚａｔｉｏｎ　ｆｏｒ　ｍｕｌ
ｔｉｕｓｅｒ　ＭＩＭＯ　ａｎｔｅｎｎａ　ｓｙｓｔｅｍｓ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．
Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｃｏｍｍ．，ｖｏｌ．２，ｐｐ．７７３～７８６，Ｊｕｌ　２００３
。
【０２４０】
　［２５］Ｑ．Ｈ．Ｓｐｅｎｃｅｒ，Ａ．Ｌ．Ｓｗｉｎｄｌｅｈｕｒｓｔ，ａｎｄ　Ｍ．
Ｈａａｒｄｔ，「Ｚｅｒｏ　ｆｏｒｃｉｎｇ　ｍｅｔｈｏｄｓ　ｆｏｒ　ｄｏｗｎｌｉｎ
ｋ　ｓｐａｔｉａｌ　ｍｕｌｔｉｐｌｅｘｉｎｇ　ｉｎ　ｍｕｌｔｉｕｓｅｒ　ＭＩＭＯ
　ｃｈａｎｎｅｌｓ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．Ｓｉｇ．Ｐｒｏｃ．，ｖｏｌ．５２，ｐ
ｐ．４６１～４７１，Ｆｅｂ．２００４。
【０２４１】
　ＩＩ．関連出願第１２／９１７，２５７号からの開示
　他のユーザに対する干渉を抑止しながら所定のユーザとの無線リンクを作成するために
協働して作動する複数の分散型送信アンテナを使用する無線高周波（ＲＦ）通信システム
及び方法を以下に説明する。異なる送信アンテナにわたる調整が、ユーザクラスター化を
通じて可能になる。ユーザクラスターは、信号が確実に所定のユーザによって検出するこ
とができる（すなわち、ノイズ又は干渉レベルよりも大きい受信信号強度である）送信ア
ンテナの部分集合である。システム内のあらゆるユーザが、自分のユーザクラスターを定
義する。同じユーザクラスター内の送信アンテナによって送られた波形は、ターゲットユ
ーザのロケーションでＲＦエネルギを作成し、それらのアンテナにより到達可能なあらゆ
る他のユーザのロケーションでゼロＲＦ干渉の点を作成するためにコヒーレントに結合さ
れる。
【０２４２】
　Ｋ≦ＭでそれらのＭ個のアンテナにより到達可能な１人のユーザクラスター及びＫ人の
ユーザ内のＭ個の送信アンテナを有するシステムを考える。送信機はＭ個の送信アンテナ
とＫユーザとの間に
【０２４３】

【数５３】

　を認識していると仮定する。簡潔さを期すために、あらゆるユーザには単一のアンテナ
が装備されていると仮定しているが、同じ方法をユーザ当たり複数の受信アンテナに拡張
することができる。Ｍ個の送信アンテナからＫ人のユーザまでのチャンネルベクトル
【０２４４】
【数５４】

　を結合することによって得られるチャンネル行列Ｈを
【０２４５】
【数５５】

　として考える。
【０２４６】
　ユーザｋに対するＲＦエネルギ、全ての他のＫ－１ユーザに対するゼロＲＦエネルギを
作成する事前符号化重み
【０２４７】
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【数５６】

　を以下の条件を満たすように計算する。
【０２４８】
【数５７】

　式中、
【０２４９】

【数５８】

　は、行列Ｈのｋ番目の列を除去することによって得られるユーザｋの実効チャンネル行
列であり、０ｋ×１は、全てのゼロ入力を有するベクトルである。
【０２５０】
　一実施形態において、無線システムは、ＤＩＤＯシステムであり、ユーザクラスター化
は、ユーザクラスター内にあるアンテナにより到達可能な任意の他のユーザに対する干渉
を事前に相殺しながら、ターゲットユーザとの無線通信リンクを作成するために使用され
る。米国特許出願第１２／６３０，６２７号において、以下を含むＤＩＤＯシステムが説
明されている。
　・ＤＩＤＯクライアント：１つ又は複数のアンテナを装備したユーザ端末。
　・ＤＩＤＯ分散型アンテナ：複数のユーザに事前符号化データストリームを送信するた
めに協働して作動し、したがって、ユーザ間干渉が抑止される送受信機基地局。
　・ＤＩＤＯ基地送受信機局（ＢＴＳ）：ＤＩＤＯ分散型アンテナに事前符号化された波
形を生成する集中型プロセッサ。
　・ＤＩＤＯ基地局ネットワーク（ＢＳＮ）：ＤＩＤＯ分散型アンテナ又は他のＢＴＳに
ＢＴＳを接続する有線バックホール。
　ＤＩＤＯ分散型アンテナは、ＢＴＳ又はＤＩＤＯクライアントのロケーションに対する
空間分布に応じて異なる部分集合にグループ分けされる。図３６に示すように、３つのタ
イプのクラスターを定義する。
　・スーパークラスター３６４０：全てのＢＴＳとそれぞれのユーザとの間の往復待ち時
間がＤＩＤＯ事前符号化ループの制約内であるように、１つ又は複数のＢＴＳに接続した
ＤＩＤＯ分散型アンテナの組である。
　・ＤＩＤＯクラスター３６４１：同じＢＴＳに接続したＤＩＤＯ分散型アンテナの組で
ある。スーパークラスターが１つのＢＴＳのみを含む時に、その定義はＤＩＤＯクラスタ
ーと一致する。
　・ユーザクラスター３６４２：所定のユーザに協働で事前符号化データを送信するＤＩ
ＤＯ分散型アンテナの組である。
【０２５１】
　例えば、ＢＴＳは、ＢＳＮを通じて他のＢＴＳ及びＤＩＤＯ分散型アンテナに接続した
ローカルハブである。ＢＳＮは、デジタル加入者回線（ＤＳＬ）、ＡＤＳＬ、ＶＤＳＬ［
６］、ケーブルモデム、ファイバリング、Ｔ１線、光同軸混成（ＨＦＣ）ネットワーク、
及び／又は固定無線（例えば、ＷｉＦｉ）を含むがこれらに限定されない様々なネットワ
ーク技術で構成することができる。同じスーパークラスター内の全てのＢＴＳは、往復待
ち時間がＤＩＤＯ事前符号化ループ内であるように、ＢＳＮを通じてＤＩＤＯ事前符号化
に関する情報を共有する。
【０２５２】
　図３７では、点はＤＩＤＯ分散型アンテナを示し、十字記号はユーザであり、破線は、
それぞれ、ユーザＵ１及びＵ８のユーザクラスターを示している。以下に説明する方法は
、ユーザクラスターの内側又は外側の任意の他のユーザ（Ｕ２～Ｕ８）に対してゼロＲＦ
エネルギの点を作成しながらターゲットユーザＵ１との通信リンクを作成するように設計
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される。
【０２５３】
　本発明者らは、ゼロＲＦエネルギの点がＤＩＤＯクラスター間で重なり合うゾーンの干
渉を除去するために作成される類似の方法を［５］で提案した。クラスター間干渉を抑止
しながらＤＩＤＯクラスター内のクライアントに信号を送信するために追加のアンテナが
必要であった。本出願において提案する方法の実施形態においては、ＤＩＤＯクラスター
間干渉を除去しようとはせず、むしろ、クラスターは、クライアント（すなわち、ユーザ
クラスター）と結びついて、干渉がその隣接内のあらゆる他のクライアントに対して生成
されない（又は干渉は取るに足りない）ことを保証すると仮定する。
【０２５４】
　提案する方法に関連の１つの考え方は、大きい伝播損失のために、ユーザクラスターか
ら十分に遠いユーザは、送信アンテナからの放射線による影響を受けていないことである
。ユーザクラスターに近いか又はユーザクラスター内のユーザは、事前符号化のために干
渉のない信号を受信する。更に、条件Ｋ≦Ｍが満たされるように、（図３７に示すように
）更に別の送信アンテナをユーザクラスターに追加することができる。
【０２５５】
　ユーザクラスター化を使用する方法の一実施形態は、以下の段階から構成される。
　ａ．リンク品質測定：あらゆるＤＩＤＯ分散型アンテナ及びあらゆるユーザとの間のリ
ンク品質をＢＴＳに報告する。リンク品質メトリックは、信号対ノイズ比（ＳＮＲ）又は
信号対干渉ノイズ比（ＳＩＮＲ）から構成される。
【０２５６】
　一実施形態において、ＤＩＤＯ分散型アンテナは、トレーニング信号を送信し、ユーザ
は、そのトレーニングに基づいて受信信号品質を推定する。トレーニング信号は、ユーザ
が異なる送信機にわたって区別することができるように時間領域、周波数領域、又は符号
領域において直交であるように設計される。あるいは、ＤＩＤＯアンテナは、１つの所定
の周波数（すなわち、ビーコンチャンネル）で狭帯域信号（すなわち、単一のトーン）を
送信し、ユーザは、そのビーコン信号に基づいてリンク品質を推定する。１つの閾値は、
図３８ａに示すように正常にデータを復調するノイズレベルよりも大きい最小限の信号振
幅（又は電力）として定義される。この閾値よりも小さいあらゆるリンク品質メトリック
値は、ゼロであると仮定される。リンク品質メトリックは、有限数のビットにわたって量
子化され、送信機にフィードバックされる。
【０２５７】
　異なる実施形態において、トレーニング信号又はビーコンは、ユーザから送られて、リ
ンク品質が、アップリンク（ＵＬ）伝播損失とダウンリンク（ＤＬ）伝播損失との間の相
互関係を仮定して（図３８ｂの場合と同様に）ＤＩＤＯ送信アンテナで推定される。伝播
損失相互関係は、ＵＬ周波数帯域及びＤＬ周波数帯域が比較的近い時に、（ＵＬ及びＤＬ
のチャンネルが同じ周波数である状態の）時分割複信（ＴＤＤ）システム及び周波数分割
複信（ＦＤＤ）システムでは現実的な仮定であることに留意されたい。
【０２５８】
　リンク品質メトリックに関する情報は、図３７に示すように、全てのＢＴＳが異なるＤ
ＩＤＯクラスターにわたってあらゆるアンテナ／ユーザ間のリンク品質を認識するように
、ＢＳＮを通じて異なるＢＴＳにわたって共有される。
【０２５９】
　ｂ．ユーザクラスターの定義：ＤＩＤＯクラスター内の全ての無線リンクのリンク品質
メトリックは、ＢＳＮを通じて全てのＢＴＳにわたって共有されるリンク品質行列への入
力である。図３７のシナリオのリンク品質行列の一例を図３９に示す。
【０２６０】
　リンク品質行列は、ユーザクラスターを定義するために使用される。例えば、図３９は
、ユーザＵ８に関するユーザクラスターの選択を示している。ユーザＵ８に対する非ゼロ
リンク品質メトリック（すなわち、アクティブ送信機）を有する送信機の部分集合が最初
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次に、他のユーザへのユーザクラスター内の送信機からの非ゼロ入力を含む部分行列が選
択される。リンク品質メトリックは、ユーザクラスターを選択するためにのみ使用される
ので、２ビットのみで量子化することができ（すなわち、図３８において閾値よりも大き
いか又は下回る状態を識別するために）、したがって、フィードバックオーバヘッドが低
減される。
【０２６１】
　別の例をユーザＵ１に対して図４０に示している。この場合に、アクティブ送信機の数
は、部分行列においてユーザの数より低く、したがって、条件Ｋ≦Ｍに違反するものであ
る。したがって、１つ又はそれよりも多くの列がその条件を満たすために部分行列に追加
される。送信機の数がユーザの数よりも大きい場合、追加のアンテナをダイバーシティ方
式（すなわち、アンテナ又は固有モード選択）に使用することができる。
【０２６２】
　更に別の例をユーザＵ４に対して図４１に示す。部分行列を２つの部分行列の組合せと
して取得することができることが認められる。
【０２６３】
　ｃ．ＢＴＳへのＣＳＩ報告：ユーザクラスターが選択されると、ユーザクラスター内の
全ての送信機からそれらの送信機が到達するあらゆるユーザへのＣＳＩが、全てのＢＴＳ
に対して利用可能になる。ＣＳＩ情報は、ＢＳＮを通じて全てのＢＴＳにわたって共有さ
れる。ＴＤＤシステムは、ＵＬ／ＤＬチャンネル相互関係を利用し、ＵＬチャンネルでＣ
ＳＩをトレーニングから導出することができる。ＦＤＤシステムでは、全てのユーザから
のＢＴＳへのフィードバックチャンネルが必要である。フィードバック量を低減するため
に、リンク品質行列の非ゼロ入力に対応するＣＳＩだけがフィードバックされる。
【０２６４】
　ｄ．ＤＩＤＯ事前符号化：最後に、ＤＩＤＯ事前符号化は、（例えば、関連の米国特許
出願に説明されているように）異なるユーザに対応するあらゆるＣＳＩに適用される。
【０２６５】
　一実施形態において、実効チャンネル行列
【０２６６】
【数５９】

　の特異値分解（ＳＶＤ）が計算され、かつユーザｋの事前符号化重みｗｋが
【０２６７】
【数６０】

　のヌル部分空間に対応する右特異ベクトルとして定義される。あるいは、Ｍ＞Ｋであり
、かつＳＶＤが
【０２６８】
【数６１】

　として実効チャンネル行列を分解する場合、ユーザｋのＤＩＤＯ事前符号化重みが、以
下によって示される。
【０２６９】

【数６２】

　式中、Ｕｏは
【０２７０】
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【数６３】

　のヌル部分空間の特異ベクトルである列を有する行列である。
【０２７１】
　基本的な線形代数による考察から、行列
【０２７２】

【数６４】

　のヌル部分空間内の右特異ベクトルは、ゼロ固有値に対応するＣの固有ベクトルに等し
いことが認められる。
【０２７３】
【数６５】

　式中、実効チャンネル行列は、ＳＶＤに従って、
【０２７４】
【数６６】

　として分解される。次に、
【０２７５】

【数６７】

　のＳＶＤの計算の１つの代案は、Ｃの固有値分解を計算することである。固有値分解を
計算するには、べき乗法などいくつかの方法がある。Ｃのヌル部分空間に対応する固有ベ
クトルにのみ興味があるので、以下の反復により説明された逆べき乗法を使用する。
【０２７６】

【数６８】

　式中、第１の反復におけるベクトル（ｕｉ）はランダムベクトルである。
【０２７７】
　ヌル部分空間の固有値（λ）が既知（すなわち、ゼロ）であることを考慮すると、逆べ
き乗法では、収束すべき反復は１回しか必要なく、したがって、計算の複雑性が低減され
る。次に、事前符号化重みベクトルを以下のように書く。
【０２７８】
【数６９】

　式中、ｕｉは、１に等しい真の入力を有するベクトルである（すなわち、事前符号化重
みベクトルは、Ｃ－１の列の合計である）。
【０２７９】
　ＤＩＤＯ事前符号化計算に必要とされる行列反転は１回である。Ｓｔｒａｓｓｅｎのア
ルゴリズム［１］又はＣｏｐｐｅｒｓｍｉｔｈ－Ｗｉｎｏｇｒａｄのアルゴリズム［２、
３］のような行列反転の複雑性を低減するいくつかの数値解法がある。Ｃは本質的にエル
ミート行列であるので、代替解決法は、［４、節１１．４］の方法に従って実数部及び虚
数部においてＣを分解して実行列の行列反転を計算することである。
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【０２８０】
　提案する方法及びシステムの別の特徴は、再構成可能性である。クライアントが図４２
において異なるＤＩＤＯクラスターを横切る時に、ユーザクラスターはその動きに追随す
る。換言すると、送信アンテナの部分集合は、クライアントが位置を変えると、絶えず更
新され、実効チャンネル行列（及び対応する事前符号化重み）が再計算される。
【０２８１】
　本明細書で提案する方法は、ＢＳＮを通じたＢＴＳ間のリンクが低待ち時間でなければ
ならないため、図３６においてスーパークラスター内で機能する。異なるスーパークラス
ターの重なり合うゾーンの干渉を抑止するために、ＤＩＤＯクラスター間の干渉ゾーンに
おいてゼロＲＦエネルギの点を作成するために追加のアンテナを使用する［５］の方法を
使用することができる。
【０２８２】
　用語「ユーザ」及び「クライアント」は、本明細書で交換可能に使用されることに留意
すべきである。
【０２８３】
　参考文献
　［１］Ｓ．Ｒｏｂｉｎｓｏｎ，「Ｔｏｗａｒｄ　ａｎ　Ｏｐｔｉｍａｌ　Ａｌｇｏｒｉ
ｔｈｍ　ｆｏｒ　Ｍａｔｒｉｘ　Ｍｕｌｔｉｐｌｉｃａｔｉｏｎ」，ＳＩＡＭ　Ｎｅｗｓ
，Ｖｏｌｕｍｅ　３８，Ｎｕｍｂｅｒ　９，Ｎｏｖｅｍｂｅｒ　２００５。
【０２８４】
　［２］Ｄ．Ｃｏｐｐｅｒｓｍｉｔｈ　ａｎｄ　Ｓ．Ｗｉｎｏｇｒａｄ，「Ｍａｔｒｉｘ
　Ｍｕｌｔｉｐｌｉｃａｔｉｏｎ　ｖｉａ　Ａｒｉｔｈｍｅｔｉｃ　Ｐｒｏｇｒｅｓｓｉ
ｏｎ」，Ｊ．Ｓｙｍｂ．Ｃｏｍｐ．ｖｏｌ．９，ｐ．２５１～２８０，１９９０。
【０２８５】
　［３］Ｈ．Ｃｏｈｎ，Ｒ．Ｋｌｅｉｎｂｅｒｇ，Ｂ．Ｓｚｅｇｅｄｙ，Ｃ．Ｕｍａｎｓ
，「Ｇｒｏｕｐ－ｔｈｅｏｒｅｔｉｃ　Ａｌｇｏｒｉｔｈｍｓ　ｆｏｒ　Ｍａｔｒｉｘ　
Ｍｕｌｔｉｐｌｉｃａｔｉｏｎ」，ｐ．３７９～３８８，Ｎｏｖ．２００５。
【０２８６】
　［４］Ｗ．Ｈ．Ｐｒｅｓｓ，Ｓ．Ａ．Ｔｅｕｋｏｌｓｋｙ，Ｗ．Ｔ．Ｖｅｔｔｅｒｌｉ
ｎｇ，Ｂ．Ｐ．Ｆｌａｎｎｅｒｙ　「ＮＵＭＥＲＩＣＡＬ　ＲＥＣＩＰＥＳ　ＩＮ　Ｃ：
ＴＨＥ　ＡＲＴ　ＯＦ　ＳＣＩＥＮＴＩＦＩＣ　ＣＯＭＰＵＴＩＮＧ」，Ｃａｍｂｒｉｄ
ｇｅ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ　Ｐｒｅｓｓ，１９９２。
【０２８７】
　［５］Ａ．Ｆｏｒｅｎｚａ　ａｎｄ　Ｓ．Ｇ．Ｐｅｒｌｍａｎ，「Ｉｎｔｅｒｆｅｒｅ
ｎｃｅ　Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ，Ｈａｎｄｏｆｆ，Ｐｏｗｅｒ　Ｃｏｎｔｒｏｌ　ａｎｄ
　Ｌｉｎｋ　Ａｄａｐｔａｔｉｏｎ　ｉｎ　Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ－Ｉｎｐｕｔ　Ｄｉ
ｓｔｒｉｂｕｔｅｄ－Ｏｕｔｐｕｔ（ＤＩＤＯ）Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｙｓｔ
ｅｍｓ」，Ｐａｔｅｎｔ　Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎ　Ｓｅｒｉａｌ　Ｎｏ．１２／８０２
，９８８，ｆｉｌｅｄ　Ｊｕｎｅ　１６，２０１０。
【０２８８】
　［６］Ｐｅｒ－Ｅｒｉｋ　Ｅｒｉｋｓｓｏｎ　ａｎｄ　Ｂｊｏｒｎ　Ｏｄｅｎｈａｍｍ
ａｒ，「ＶＤＳＬ２：Ｎｅｘｔ　ｉｍｐｏｒｔａｎｔ　ｂｒｏａｄｂａｎｄ　ｔｅｃｈｎ
ｏｌｏｇｙ」，Ｅｒｉｃｓｓｏｎ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｎｏ．１，２００６。
【０２８９】
　ＩＩＩ．無線システム内の可干渉エリアを利用するシステム及び方法
　実際的な伝播環境における多重アンテナシステム（ＮＡＳ）の容量は、無線リンクにわ
たって利用可能な空間ダイバーシティの関数である。空間ダイバーシティは、無線チャン
ネルにおける散乱物体の分散、並びに送信アンテナアレイ及び受信アンテナアレイの形状
によって決定される。
【０２９０】
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　ＭＡＳチャンネルに対する１つの一般的なモデルは、いわゆるクラスター化チャンネル
モデルと呼ばれ、これは、送信機及び受信機の周辺に配置されたクラスターとして散乱物
体の群を定義する。一般に、より多くのクラスターが存在し、より広範囲にこれらの角度
が広がると、無線リンクにわたって利用可能な空間ダイバーシティ及び容量はより高くな
る。クラスター化チャンネルモデルは、実用的測定法［１～２］によって確認されており
、これらのモデルの変動は、屋内無線規格（すなわち、ＷＬＡＮ向けのＩＥＥＥ　８０２
．１１ｎ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｇｒｏｕｐ［３］）及び屋外無線規格（３Ｇセラーシス
テム向けの３ＧＰＰ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ　Ｇｒｏｕｐｓ
［４］）に導入されている。
【０２９１】
　無線チャンネルにおける空間ダイバーシティを決定する他のファクタは、アンテナ要素
の間隔［５～７］、アンテナの数［８～９］、アレイ開口［１０～１１］、アレイ構造［
５、１２、１３］、偏波及びアンテナパターン［１４～２８］を含む、アンテナアレイの
特徴である。
【０２９２】
　アンテナアレイ設計の効果並びに無線リンクの空間ダイバーシティ（又は自由度）での
伝播チャンネルの特徴を説明する統合モデルを［２９］に示した。［２９］の受信信号モ
デルは、以下によって示される。
【０２９３】
【数７０】

　式中、
【０２９４】
【数７１】

　は送信信号を説明する偏波ベクトルであり、
【０２９５】

【数７２】

　はそれぞれ送信アレイ及び受信アレイを説明する偏波ベクトルの位置であり、
【０２９６】
【数７３】

　は以下によって示される送信ベクトルの位置と受信ベクトルの位置との間のシステム応
答を説明する行列である。
【０２９７】

【数７４】

　式中、
【０２９８】

【数７５】

　はそれぞれ送信アレイの応答及び受信アレイの応答であり、
【０２９９】
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【数７６】

　はエントリが送信方向
【０３００】
【数７７】

　と受信方向
【０３０１】
【数７８】

　との間の複素利得である、チャンネル応答行列である。ＤＩＤＯシステムでは、ユーザ
デバイスは１つ又は複数のアンテナを有してよい。簡潔さを期すために、理想的な等方性
パターンを有する単一アンテナの受信機を仮定し、システム応答行列を以下のように書き
直す。
【０３０２】

【数７９】

　式中、送信アンテナパターン
【０３０３】

【数８０】

　のみを考慮した。
【０３０４】
　マクスウェルの方程式及びグリーン関数の遠地項から、アレイ応答は［２９］で近似で
きる。
【０３０５】

【数８１】

【０３０６】
【数８２】

　であり、Ｐはアンテナアレイを定義する空間であり、式中、
【０３０７】
【数８３】

　であり、
【０３０８】

【数８４】

　である。非偏波アンテナについては、アレイ応答を研究することは、上記の積分核を研
究することに等しい。これ以降、異なるタイプのアレイの積分核の閉形式方程式（closed
for expressions）を示す。
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【０３０９】
　非偏波線形アレイ
　（波長で正規化された）長さＬの非偏波線形アレイ及びｚ軸に沿って配向され、かつ原
点を中心とするアンテナ要素については、積分核は［２９］によって示される。
【０３１０】
【数８５】

【０３１１】
　上記の方程式を一連の移動ダイアドに拡大して、ｓｉｎｃ関数が１／Ｌの分解能を有し
、アレイ制限及びほぼ波数ベクトル制限部分空間の次元（すなわち、自由度）は以下の通
りであることを得た。
　ＤＦ＝Ｌ｜Ωθ｜
　式中、Ωθ＝｛ｃｏｓθ；θ∈Θ｝である。横形アレイは｜Ωθ｜＝｜Θ｜であり、一
方、エンドファイアは｜Ωθ｜≒｜Θ｜２／２であることを認める。
【０３１２】
　非偏波球形アレイ
　（波長で正規化された）半径Ｒの球形アレイの積分核は、［２９］によって示される。
【０３１３】
【数８６】

　上記の関数を第１種の球ベッセル関数の合計で分解し、球形アレイの分解能は１／（π
Ｒ２）であり、自由度は以下によって示されることを得た。
ＤＦ＝Ａ｜Ω｜＝πＲ２｜Ω｜
【０３１４】
　式中、Ａは球形アレイのエリアであり、
【０３１５】
【数８７】

　である。
【０３１６】
　無線チャンネルにおける可干渉エリア
　球形アレイの分解能とそれらのエリアＡとの関係を図４３に示す。中央の球は、エリア
Ａの球形アレイである。単位球面へのチャンネルクラスターの投射は、クラスターの角度
広がりに比例するサイズの異なる散乱領域を定義する。各クラスター内のサイズ１／Ａの
エリア（「可干渉エリア」と呼ぶ）は、アレイの放射界の基底関数の投射を示し、波数ベ
クトル領域内のアレイの分解能を定義する。
【０３１７】
　図４３を図４４と比較すると、可干渉エリアのサイズがアレイのサイズに反比例して減
少することが認められる。実際、より大きいアレイは、より小さいエリアにエネルギを集
中させることができ、より大きい数の自由度ＤＦが得られる。自由度の総数は、上記の定
義に示すように、クラスターの角度広がりにも依存することに留意されたい。
【０３１８】
　図４５は、アレイサイズが図４４よりも更に大きいエリアを占め、更なる自由度が得ら
れる別の例を示す。ＤＩＤＯシステムでは、アレイ開口は、（アンテナがわずかな波長で
隔てられると仮定して）全てのＤＩＤＯ送信機によって占められる総面積で近似できる。
その結果、図４５は、ＤＩＤＯシステムが、空間にアンテナを分散させることにより自由
度を増加させることができ、したがって、可干渉エリアのサイズを低減させることを示す
。これらの図は、理想的な球形アレイを仮定して生成されることに留意されたい。実際的
なシナリオでは、ＤＩＤＯアンテナは広域にわたってランダムに分散し、得られる可干渉
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エリアの形状は、これらの図に示すように規則的ではないことがある。
【０３１９】
　図４６は、アレイサイズが増加するにつれて、ＤＩＤＯ送信機間の物体数が増加するこ
とにより無線波が散乱するため、無線チャンネル内により多くのクラスターが含まれるこ
とを示す。したがって、（放射界にわたる）基底関数の数を増加させて、上記の定義に従
って、更なる自由度を得られることが可能である。
【０３２０】
　本特許出願に記載のマルチユーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ）は、無線チ
ャンネルの可干渉エリアを利用して、異なるユーザに対して複数の独立した同時非干渉デ
ータストリームを作成する。所定のチャンネル状態及びユーザ分布に対して、放射界の基
底関数が選択されて、あらゆるユーザが干渉のないリンクを経験するような方法で、異な
るユーザに対して独立した同時無線リンクを作成する。ＭＵ－ＭＡＳはあらゆる送信機と
あらゆるユーザとの間のチャンネルを認識するため、事前符号化送信はこの情報に基づい
て調整されて、異なるユーザに対して別々の可干渉エリアを作成する。
【０３２１】
　本発明の一実施形態において、ＭＵ－ＭＡＳは、ダーティーペーパー符号化（ＤＰＣ）
［３０～３１］又はＴｏｍｌｉｎｓｏｎ－Ｈａｒａｓｈｉｍａ（ＴＨ）［３２～３３］事
前符号化など非線形事前符号化を利用する。本発明の別の実施形態において、ＭＵ－ＭＡ
Ｓは、本発明者らの以前の特許出願でのようなブロック対角化（ＢＤ）［０００３～００
０９］又はゼロフォーシングビームフォーミング（ＺＦ－ＢＦ）［３４］など非線形事前
符号化を利用する。
【０３２２】
　事前符号化を可能にするために、ＭＵ－ＭＡＳはチャネル状態情報（ＣＳＩ）を把握す
る必要がある。ＣＳＩは、フィードバックチャンネルを介してＭＵ－ＭＡＳで利用可能に
なるか、時分割複信（ＴＤＤ）システムでアップリンク／ダウンリンクチャンネル相互関
係が可能であると仮定してアップリンクチャネル上で推定される。ＣＳＩに必要なフィー
ドバック量を低減する１つの方法は、限定フィードバック法［３５～３７］を使用するこ
とである。一実施形態において、ＭＵ－ＭＡＳは限定フィードバック法を使用して制御チ
ャンネルのＣＳＩオーバヘッドを低減する。限定フィードバック法においては、コードブ
ック設計が重要である。一実施形態は、送信アレイの放射界にわたる基底関数からコード
ブックを定義する。
【０３２３】
　ユーザが空間を移動するか、移動体（人又は車など）によって伝播環境が時間と共に変
化するにつれて、可干渉エリアはそのロケーション及び形状を変化させる。これは、公知
の無線通信におけるドップラー効果によるものである。本特許出願に記載のＭＵ－ＭＡＳ
は、ドップラー効果によって環境が変化するにつれて、事前符号化を調整してあらゆるユ
ーザに対して可干渉エリアを絶えず適合させる。この可干渉エリアのアダプテーションは
、異なるユーザに同時非干渉チャンネルを作成するためのものである。
【０３２４】
　本発明の別の実施形態は、ＭＵ－ＭＡＳシステムのアンテナの部分集合を適応的に選択
して異なるサイズの可干渉エリアを作成する。例えば、ユーザが空間にまばらに分散する
場合（すなわち、農村地帯又は無線リソースの使用率が低い時刻）、小さい部分集合のア
ンテナが選択され、可干渉エリアのサイズは、図４３のアレイサイズに対して大きい。あ
るいは、密度の高いエリア（すなわち、都市部又は無線サービスの使用率がピークの時刻
）では、より多くのアンテナが選択されて、互いに直近に存在するユーザに対して可干渉
の小さいエリアを作成する。
【０３２５】
　本発明の一実施形態において、ＭＵ－ＭＡＳは、以前の特許出願［０００３～０００９
］で説明したようにＤＩＤＯシステムである。ＤＩＤＯシステムは、線形若しくは非線形
事前符号化及び／又は限定フィードバック法を使用して、異なるユーザに対して可干渉エ
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リアを作製する。
【０３２６】
　数値結果
　アレイサイズの関数として従来の多重入力多重出力（ＭＩＭＯ）システムにおける自由
度数を計算することによって開始する。非偏波線形アレイ及び２種類のチャンネルモデル
（ＷｉＦｉシステム向けのＩＥＥＥ　８０２．１１ｎ規格のように屋内及びセラーシステ
ム向けの３ＧＰＰ－ＬＴＥ規格のように屋外）を考える。［３］の屋内チャンネルモード
は、範囲内のクラスターの数［２，６］及び範囲内の角度広がり［１５°，４０°］を定
義する。都市ミクロ用屋外チャンネルモデルは、約６個のクラスター及び約２０°の基地
局における角度広がりを定義する。
【０３２７】
　図４７は、実際的な室内及び屋外伝播シナリオにおけるＭＩＭＯシステムの自由度を示
す。例えば、１波長を隔てた１０個のアンテナを備える線形アレイを考えると、無線リン
ク全体で利用可能な最大自由度（又は空間チャンネルの数）は、屋外シナリオの場合に約
３、屋内の場合は７に限定される。当然のことながら、室内チャンネルは、角度広がりが
大きいため、より多くの自由度を提供する。
【０３２８】
　次に、ＤＩＤＯシステムにおける自由度を計算する。ＤＩＤＯアクセスポイントが隣接
する建物の異なる階に分布し得るダウンタウン都市シナリオなど、３Ｄ空間にわたってア
ンテナが分布している場合を考える。したがって、ＤＩＤＯ送信アンテナ（ファイバ又は
ＤＳＬバックボーンを介して全て互いに接続されている）を球形アレイとしてモデル化す
る。また、クラスターは立体角にわたって均一に分布していると仮定する。
【０３２９】
　図４８は、アレイ直径の関数としてのＤＩＤＯシステムにおける自由度を示す。１０波
長に等しい直径については、約１０００自由度がＤＩＤＯシステムで利用可能である。理
論上、ユーザに対して最大１０００個の非干渉チャンネルを作成することが可能である。
空間に分布するアンテナによって増加した空間ダイバーシティは、従来のＭＩＭＯシステ
ムにわたってＤＩＤＯによって提供される多重化利得にとって重要である。
【０３３０】
　比較として、郊外環境においてＤＩＤＯシステムで達成可能な自由度を示す。クラスタ
ーは仰角（α，π－α）内に分布していると仮定し、クラスターの立体角を｜Ω｜＝４π
ｃｏｓαと定義する。例えば、２階建ての建物を含む郊外シナリオにおいて、散乱の仰角
はα＝６０°であり得る。この場合、波長の関数としての自由度の数を図４８に示す。
【０３３１】
　参考文献
　［１］Ａ．Ａ．Ｍ．Ｓａｌｅｈ　ａｎｄ　Ｒ．Ａ．Ｖａｌｅｎｚｕｅｌａ，「Ａ　ｓｔ
ａｔｉｓｔｉｃａｌ　ｍｏｄｅｌ　ｆｏｒ　ｉｎｄｏｏｒ　ｍｕｌｔｉｐａｔｈ　ｐｒｏ
ｐａｇａｔｉｏｎ」，ＩＥＥＥ　Ｊｏｕｒ．Ｓｅｌｅｃｔ．Ａｒｅａｓ　ｉｎ　Ｃｏｍｍ
．，ｖｏｌ．１９５　ＳＡＣ－５，ｎｏ．２，ｐｐ．１２８～１３７，Ｆｅｂ．１９８７
。
【０３３２】
　［２］Ｊ．Ｗ．Ｗａｌｌａｃｅ　ａｎｄ　Ｍ．Ａ．Ｊｅｎｓｅｎ，「Ｓｔａｔｉｓｔｉ
ｃａｌ　ｃｈａｒａｃｔｅｒｉｓｔｉｃｓ　ｏｆ　ｍｅａｓｕｒｅｄ　ＭＩＭＯ　ｗｉｒ
ｅｌｅｓｓ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｄａｔａ　ａｎｄ　ｃｏｍｐａｒｉｓｏｎ　ｔｏ　ｃｏｎ
ｖｅｎｔｉｏｎａｌ　ｍｏｄｅｌｓ」，Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ｖｅｈ．Ｔｅｃｈｎｏｌ．
Ｃｏｎｆ．，ｖｏｌ．２，ｎｏ．７～１１，ｐｐ．１０７８～１０８２，Ｏｃｔ．２００
１。
【０３３３】
　［３］Ｖ．Ｅｒｃｅｇ　ｅｔ　ａｌ．，「ＴＧｎ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｍｏｄｅｌｓ」，
ＩＥＥＥ　８０２．１１－０３／９４０ｒ４，Ｍａｙ　２００４。
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【０３３４】
　［４］３ＧＰＰ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｓｐｅｃｉｆｉｃａｔｉｏｎ　Ｇｒｏｕｐ，「
Ｓｐａｔｉａｌ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｍｏｄｅｌ，ＳＣＭ－１３４　ｔｅｘｔ　Ｖ６．０」
，Ｓｐａｔｉａｌ　Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｍｏｄｅｌ　ＡＨＧ（Ｃｏｍｂｉｎｅｄ　ａｄ－ｈ
ｏｃ　ｆｒｏｍ　３ＧＰＰ　ａｎｄ　３ＧＰＰ２），Ａｐｒ．２００３。
【０３３５】
　［５］Ｄ．－Ｓ．Ｓｈｉｕ，Ｇ．Ｊ．Ｆｏｓｃｈｉｎｉ，Ｍ．Ｊ．Ｇａｎｓ，ａｎｄ　
Ｊ．Ｍ．Ｋａｈｎ，「Ｆａｄｉｎｇ　ｃｏｒｒｅｌａｔｉｏｎ　ａｎｄ　ｉｔｓ　ｅｆｆ
ｅｃｔ　ｏｎ　ｔｈｅ　ｃａｐａｃｉｔｙ　ｏｆ　ｍｕｌｔｉｅｌｅｍｅｎｔ　ａｎｔｅ
ｎｎａ　ｓｙｓｔｅｍｓ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．Ｃｏｍｍ．，ｖｏｌ．４８，ｎｏ．
３，ｐｐ．５０２～５１３，Ｍａｒ．２０００。
【０３３６】
　［６］Ｖ．Ｐｏｈｌ，Ｖ．Ｊｕｎｇｎｉｃｋｅｌ，Ｔ．Ｈａｕｓｔｅｉｎ，ａｎｄ　Ｃ
．ｖｏｎ　Ｈｅｌｍｏｌｔ，「Ａｎｔｅｎｎａ　ｓｐａｃｉｎｇ　ｉｎ　ＭＩＭＯ　ｉｎ
ｄｏｏｒ　ｃｈａｎｎｅｌｓ」，Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ｖｅｈ．Ｔｅｃｈｎｏｌ．Ｃｏｎ
ｆ．，ｖｏｌ．２，ｐｐ．７４９～７５３，Ｍａｙ　２００２。
【０３３７】
　［７］Ｍ．Ｓｔｏｙｔｃｈｅｖ，Ｈ．Ｓａｆａｒ，Ａ．Ｌ．Ｍｏｕｓｔａｋａｓ，ａｎ
ｄ　Ｓ．Ｓｉｍｏｎ，「Ｃｏｍｐａｃｔ　ａｎｔｅｎｎａ　ａｒｒａｙｓ　ｆｏｒ　ＭＩ
ＭＯ　ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ」，Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ａｎｔｅｎｎａｓ　ａｎｄ　
Ｐｒｏｐ．Ｓｙｍｐ．，ｖｏｌ．３，ｐｐ．７０８～７１１，Ｊｕｌｙ　２００１。
【０３３８】
　［８］Ｋ．Ｓｕｌｏｎｅｎ，Ｐ．Ｓｕｖｉｋｕｎｎａｓ，Ｌ．Ｖｕｏｋｋｏ，Ｊ．Ｋｉ
ｖｉｎｅｎ，ａｎｄ　Ｐ．Ｖａｉｎｉｋａｉｎｅｎ，「Ｃｏｍｐａｒｉｓｏｎ　ｏｆ　Ｍ
ＩＭＯ　ａｎｔｅｎｎａ　ｃｏｎｆｉｇｕｒａｔｉｏｎｓ　ｉｎ　ｐｉｃｏｃｅｌｌ　ａ
ｎｄ　ｍｉｃｒｏｃｅｌｌ　ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔｓ」，ＩＥＥＥ　Ｊｏｕｒ．Ｓｅｌ
ｅｃｔ．Ａｒｅａｓ　ｉｎ　Ｃｏｍｍ．，ｖｏｌ．２１，ｐｐ．７０３～７１２，Ｊｕｎ
ｅ　２００３。
【０３３９】
　［９］Ｓｈｕａｎｇｑｉｎｇ　Ｗｅｉ，Ｄ．Ｌ．Ｇｏｅｃｋｅｌ，ａｎｄ　Ｒ．Ｊａｎ
ａｓｗａｍｙ，「Ｏｎ　ｔｈｅ　ａｓｙｍｐｔｏｔｉｃｃａｐａｃｉｔｙ　ｏｆ　ＭＩＭ
Ｏ　ｓｙｓｔｅｍｓ　ｗｉｔｈ　ｆｉｘｅｄ　ｌｅｎｇｔｈ　ｌｉｎｅａｒ　ａｎｔｅｎ
ｎａ　ａｒｒａｙｓ」，Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ｉｎｔ．Ｃｏｎｆ．ｏｎ　Ｃｏｍｍ．，ｖ
ｏｌ．４，ｐｐ．２６３３～２６３７，２００３。
【０３４０】
　［１０］Ｔ．Ｓ．Ｐｏｌｌｏｃｋ，Ｔ．Ｄ．Ａｂｈａｙａｐａｌａ，ａｎｄ　Ｒ．Ａ．
Ｋｅｎｎｅｄｙ，「Ａｎｔｅｎｎａ　ｓａｔｕｒａｔｉｏｎ　ｅｆｆｅｃｔｓ　ｏｎ　Ｍ
ＩＭＯ　ｃａｐａｃｉｔｙ」，Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ｉｎｔ．Ｃｏｎｆ．ｏｎ　Ｃｏｍｍ
．，１９２　ｖｏｌ．４，ｐｐ．２３０１～２３０５，Ｍａｙ　２００３。
【０３４１】
　［１１］Ｍ．Ｌ．Ｍｏｒｒｉｓ　ａｎｄ　Ｍ．Ａ．Ｊｅｎｓｅｎ，「Ｔｈｅ　ｉｍｐａ
ｃｔ　ｏｆ　ａｒｒａｙ　ｃｏｎｆｉｇｕｒａｔｉｏｎ　ｏｎ　ＭＩＭＯ　ｗｉｒｅｌｅ
ｓｓ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｃａｐａｃｉｔｙ」，Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ａｎｔｅｎｎａｓ　
ａｎｄ　Ｐｒｏｐ．Ｓｙｍｐ．，ｖｏｌ．３，ｐｐ．２１４～２１７，Ｊｕｎｅ　２００
２。
【０３４２】
　［１２］Ｌｉａｎｇ　Ｘｉａｏ，Ｌｉｎ　Ｄａｌ，Ｈａｉｒｕｏ　Ｚｈｕａｎｇ，Ｓｈ
ｉｄｏｎｇ　Ｚｈｏｕ，ａｎｄ　Ｙａｎ　Ｙａｏ，「Ａ　ｃｏｍｐａｒａｔｉｖｅ　ｓｔ
ｕｄｙ　ｏｆ　ＭＩＭＯ　ｃａｐａｃｉｔｙ　ｗｉｔｈ　ｄｉｆｆｅｒｅｎｔ　ａｎｔｅ
ｎｎａ　ｔｏｐｏｌｏｇｉｅｓ」，ＩＥＥＥ　ＩＣＣＳ’０２，ｖｏｌ．１，ｐｐ．４３
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１～４３５，Ｎｏｖ．２００２。
【０３４３】
　［１３］Ａ．Ｆｏｒｅｎｚａ　ａｎｄ　Ｒ．Ｗ．Ｈｅａｔｈ　Ｊｒ．，「Ｉｍｐａｃｔ
　ｏｆ　ａｎｔｅｎｎａ　ｇｅｏｍｅｔｒｙ　ｏｎ　ＭＩＭＯ　ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉ
ｏｎ　ｉｎ　ｉｎｄｏｏｒ　ｃｌｕｓｔｅｒｅｄ　ｃｈａｎｎｅｌｓ」，Ｐｒｏｃ．ＩＥ
ＥＥ　Ａｎｔｅｎｎａｓ　ａｎｄ　Ｐｒｏｐ．Ｓｙｍｐ．，ｖｏｌ．２，ｐｐ．１７００
～１７０３，Ｊｕｎｅ　２００４。
【０３４４】
　［１４］Ｍ．Ｒ．Ａｎｄｒｅｗｓ，Ｐ．Ｐ．Ｍｉｔｒａ，ａｎｄ　Ｒ．ｄｅＣａｒｖａ
ｌｈｏ，「Ｔｒｉｐｌｉｎｇ　ｔｈｅ　ｃａｐａｃｉｔｙ　ｏｆ　ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ｃ
ｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　ｕｓｉｎｇ　ｅｌｅｃｔｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ　ｐｏｌａ
ｒｉｚａｔｉｏｎ」，Ｎａｔｕｒｅ，ｖｏｌ．４０９，ｐｐ．３１６～３１８，Ｊａｎ．
２００１。
【０３４５】
　［１５］Ｄ．Ｄ．Ｓｔａｎｃｉｌ，Ａ．Ｂｅｒｓｏｎ，Ｊ．Ｐ．Ｖａｎ’ｔ　Ｈｏｆ，
Ｒ．Ｎｅｇｉ，Ｓ．Ｓｈｅｔｈ，ａｎｄ　Ｐ．Ｐａｔｅｌ，「Ｄｏｕｂｌｉｎｇ　ｗｉｒ
ｅｌｅｓｓ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｃａｐａｃｉｔｙ　ｕｓｉｎｇ　ｃｏ－ｐｏｌａｒｉｓｅ
ｄ，ｃｏ－ｌｏｃａｔｅｄ　ｅｌｅｃｔｒｉｃ　ａｎｄ　ｍａｇｎｅｔｉｃ　ｄｉｐｏｌ
ｅｓ」，Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ，ｖｏｌ．３８，ｐｐ．７４６～７４
７，Ｊｕｌｙ　２００２。
【０３４６】
　［１６］Ｔ．Ｓｖａｎｔｅｓｓｏｎ，「Ｏｎ　ｃａｐａｃｉｔｙ　ａｎｄ　ｃｏｒｒｅ
ｌａｔｉｏｎ　ｏｆ　ｍｕｌｔｉ－ａｎｔｅｎｎａ　ｓｙｓｔｅｍｓ　ｅｍｐｌｏｙｉｎ
ｇ　ｍｕｌｔｉｐｌｅ　ｐｏｌａｒｉｚａｔｉｏｎｓ」，Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ａｎｔｅ
ｎｎａｓ　ａｎｄ　Ｐｒｏｐ．Ｓｙｍｐ．，ｖｏｌ．３，ｐｐ．２０２～２０５，Ｊｕｎ
ｅ　２００２。
【０３４７】
　［１７］Ｃ．Ｄｅｇｅｎ　ａｎｄ　Ｗ．Ｋｅｕｓｇｅｎ，「Ｐｅｒｆｏｒｍａｎｃｅ　
ｅｖａｌｕａｔｉｏｎ　ｏｆ　ＭＩＭＯ　ｓｙｓｔｅｍｓ　ｕｓｉｎｇ　ｄｕａｌ－ｐｏ
ｌａｒｉｚｅｄ　ａｎｔｅｎｎａｓ」，Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ｉｎｔ．Ｃｏｎｆ．ｏｎ　
Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎ．，ｖｏｌ．２，ｐｐ．１５２０～１５２５，Ｆｅｂ．２００３。
【０３４８】
　［１８］Ｒ．Ｖａｕｇｈａｎ，「Ｓｗｉｔｃｈｅｄ　ｐａｒａｓｉｔｉｃ　ｅｌｅｍｅ
ｎｔｓ　ｆｏｒ　ａｎｔｅｎｎａ　ｄｉｖｅｒｓｉｔｙ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．Ａｎ
ｔｅｎｎａｓ　Ｐｒｏｐａｇａｔ．，ｖｏｌ．４７，ｐｐ．３９９～４０５，Ｆｅｂ．１
９９９。
【０３４９】
　［１９］Ｐ．Ｍａｔｔｈｅｉｊｓｓｅｎ，Ｍ．Ｈ．Ａ．Ｊ．Ｈｅｒｂｅｎ，Ｇ．Ｄｏｌ
ｍａｎｓ，ａｎｄ　Ｌ．Ｌｅｙｔｅｎ，「Ａｎｔｅｎｎａ－ｐａｔｔｅｒｎ　ｄｉｖｅｒ
ｓｉｔｙ　ｖｅｒｓｕｓ　ｓｐａｃｅ　ｄｉｖｅｒｓｉｔｙ　ｆｏｒ　ｕｓｅ　ａｔ　ｈ
ａｎｄｈｅｌｄｓ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．ｏｎ　Ｖｅｈ．Ｔｅｃｈｎｏｌ．，ｖｏｌ
．５３，ｐｐ．１０３５～１０４２，Ｊｕｌｙ　２００４。
【０３５０】
　［２０］Ｌ．Ｄｏｎｇ，Ｈ．Ｌｉｎｇ，ａｎｄ　Ｒ．Ｗ．Ｈｅａｔｈ　Ｊｒ．，「Ｍｕ
ｌｔｉｐｌｅ－ｉｎｐｕｔ　ｍｕｌｔｉｐｌｅ－ｏｕｔｐｕｔ　ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ｃｏ
ｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎ　ｓｙｓｔｅｍｓ　ｕｓｉｎｇ　ａｎｔｅｎｎａ　ｐａｔｔｅｒ
ｎ　ｄｉｖｅｒｓｉｔｙ」，Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ｇｌｏｂ．Ｔｅｌｅｃｏｍ．Ｃｏｎｆ
．，ｖｏｌ．１，ｐｐ．９９７～１００１，Ｎｏｖ．２００２。
【０３５１】
　［２１］Ｊ．Ｂ．Ａｎｄｅｒｓｅｎ　ａｎｄ　Ｂ．Ｎ．Ｇｅｔｕ，「Ｔｈｅ　ＭＩＭＯ
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　ｃｕｂｅ－ａ　ｃｏｍｐａｃｔ　ＭＩＭＯ　ａｎｔｅｎｎａ」，ＩＥＥＥ　Ｐｒｏｃ．
ｏｆ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｐｅｒｓｏｎａｌ　Ｍｕｌｔｉｍｅｄｉａ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃ
ａｔｉｏｎｓ　Ｉｎｔ．Ｓｙｍｐ．，ｖｏｌ．１，ｐｐ．１１２～１１４，Ｏｃｔ．２０
０２。
【０３５２】
　［２２］Ｃ．Ｗａｌｄｓｃｈｍｉｄｔ，Ｃ．Ｋｕｈｎｅｒｔ，Ｓ．Ｓｃｈｕｌｔｅｉｓ
，ａｎｄ　Ｗ．Ｗｉｅｓｂｅｃｋ，「Ｃｏｍｐａｃｔ　ＭＩＭＯ－ａｒｒａｙｓ　ｂａｓ
ｅｄ　ｏｎ　ｐｏｌａｒｉｓａｔｉｏｎ－ｄｉｖｅｒｓｉｔｙ」，Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　
Ａｎｔｅｎｎａｓ　ａｎｄ　Ｐｒｏｐ．Ｓｙｍｐ．，ｖｏｌ．２，ｐｐ．４９９～５０２
，Ｊｕｎｅ　２００３。
【０３５３】
　［２３］Ｃ．Ｂ．Ｄｉｅｔｒｉｃｈ　Ｊｒ，Ｋ．Ｄｉｅｔｚｅ，Ｊ．Ｒ．Ｎｅａｌｙ，
ａｎｄ　Ｗ．Ｌ．Ｓｔｕｔｚｍａｎ，「Ｓｐａｔｉａｌ，ｐｏｌａｒｉｚａｔｉｏｎ，ａ
ｎｄ　ｐａｔｔｅｒｎ　ｄｉｖｅｒｓｉｔｙ　ｆｏｒ　ｗｉｒｅｌｅｓｓ　ｈａｎｄｈｅ
ｌｄ　ｔｅｒｍｉｎａｌｓ」，Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ａｎｔｅｎｎａｓ　ａｎｄ　Ｐｒｏ
ｐ．Ｓｙｍｐ．，ｖｏｌ．４９，ｐｐ．１２７１～１２８１，Ｓｅｐ．２００１。
【０３５４】
　［２４］Ｓ．Ｖｉｓｕｒｉ　ａｎｄ　Ｄ．Ｔ．Ｓｌｏｃｋ，「Ｃｏｌｏｃａｔｅｄ　ａ
ｎｔｅｎｎａ　ａｒｒａｙｓ：ｄｅｓｉｇｎ　ｄｅｓｉｄｅｒａｔａ　ｆｏｒ　ｗｉｒｅ
ｌｅｓｓ　ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ」，Ｐｒｏｃ．ｏｆ　Ｓｅｎｓｏｒ　Ａｒｒａ
ｙ　ａｎｄ　Ｍｕｌｔｉｃｈａｎｎｅｌ　Ｓｉｇｎ．Ｐｒｏｃ．Ｗｏｒｋｓｈｏｐ，ｐｐ
．５８０～５８４，Ａｕｇ．２００２。
【０３５５】
　［２５］Ａ．Ｆｏｒｅｎｚａ　ａｎｄ　Ｒ．Ｗ．Ｈｅａｔｈ　Ｊｒ．，「Ｂｅｎｅｆｉ
ｔ　ｏｆ　ｐａｔｔｅｒｎ　ｄｉｖｅｒｓｉｔｙ　ｖｉａ　２－ｅｌｅｍｅｎｔ　ａｒｒ
ａｙ　ｏｆ　ｃｉｒｃｕｌａｒ　ｐａｔｃｈ　ａｎｔｅｎｎａｓ　ｉｎ　ｉｎｄｏｏｒ　
ｃｌｕｓｔｅｒｅｄ　ＭＩＭＯ　ｃｈａｎｎｅｌｓ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．ｏｎ　Ｃ
ｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ，ｖｏｌ．５４，ｎｏ．５，ｐｐ．９４３～９５４，Ｍａｙ
　２００６。
【０３５６】
　［２６］Ａ．Ｆｏｒｅｎｚａ　ａｎｄ　Ｒ．Ｗ．Ｈｅａｔｈ，Ｊｒ．，「Ｏｐｔｉｍｉ
ｚａｔｉｏｎ　Ｍｅｔｈｏｄｏｌｏｇｙ　ｆｏｒ　Ｄｅｓｉｇｎｉｎｇ　２－ＣＰＡｓ　
Ｅｘｐｌｏｉｔｉｎｇ　Ｐａｔｔｅｒｎ　Ｄｉｖｅｒｓｉｔｙ　ｉｎ　Ｃｌｕｓｔｅｒｅ
ｄ　ＭＩＭＯ　Ｃｈａｎｎｅｌｓ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．ｏｎ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａ
ｔｉｏｎｓ，Ｖｏｌ．５６，ｎｏ．１０，ｐｐ．１７４８～１７５９，Ｏｃｔ．２００８
。
【０３５７】
　［２７］Ｄ．Ｐｉａｚｚａ，Ｎ．Ｊ．Ｋｉｒｓｃｈ，Ａ．Ｆｏｒｅｎｚａ，Ｒ．Ｗ．Ｈ
ｅａｔｈ，Ｊｒ．，ａｎｄ　Ｋ．Ｒ．Ｄａｎｄｅｋａｒ，「Ｄｅｓｉｇｎ　ａｎｄ　Ｅｖ
ａｌｕａｔｉｏｎ　ｏｆ　ａ　Ｒｅｃｏｎｆｉｇｕｒａｂｌｅ　Ａｎｔｅｎｎａ　Ａｒｒ
ａｙ　ｆｏｒ　ＭＩＭＯ　Ｓｙｓｔｅｍｓ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ　ｏ
ｎ　Ａｎｔｅｎｎａｓ　ａｎｄ　Ｐｒｏｐａｇａｔｉｏｎ，ｖｏｌ．５６，ｎｏ．３，ｐ
ｐ．８６９～８８１，Ｍａｒｃｈ　２００８。
【０３５８】
　［２８］Ｒ．Ｂｈａｇａｖａｔｕｌａ，Ｒ．Ｗ．Ｈｅａｔｈ，Ｊｒ．，Ａ．Ｆｏｒｅｎ
ｚａ，ａｎｄ　Ｓ．Ｖｉｓｈｗａｎａｔｈ，「Ｓｉｚｉｎｇ　ｕｐ　ＭＩＭＯ　Ａｒｒａ
ｙｓ」，ＩＥＥＥ　Ｖｅｈｉｃｕｌａｒ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｍａｇａｚｉｎｅ，ｖ
ｏｌ．３，ｎｏ．４，ｐｐ．３１～３８，Ｄｅｃ．２００８。
【０３５９】
　［２９］Ａｄａ　Ｐｏｏｎ，Ｒ．Ｂｒｏｄｅｒｓｅｎ　ａｎｄ　Ｄ．Ｔｓｅ，「Ｄｅｇ
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ｒｅｅｓ　ｏｆ　Ｆｒｅｅｄｏｍ　ｉｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅ　Ａｎｔｅｎｎａ　Ｃｈａｎ
ｎｅｌｓ：Ａ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｓｐａｃｅ　Ａｐｐｒｏａｃｈ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ
ａｃｔｉｏｎｓ　ｏｎ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｔｈｅｏｒｙ，ｖｏｌ．５１（２），
Ｆｅｂ．２００５，ｐｐ．５２３～５３６。
【０３６０】
　［３０］Ｍ．Ｃｏｓｔａ，「Ｗｒｉｔｉｎｇ　ｏｎ　ｄｉｒｔｙ　ｐａｐｅｒ」，ＩＥ
ＥＥ　Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ　ｏｎ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｔｈｅｏｒｙ，Ｖｏ
ｌ．２９，Ｎｏ．３，Ｐａｇｅ（ｓ）：４３９～４４１，Ｍａｙ　１９８３。
【０３６１】
　［３１］Ｕ．Ｅｒｅｚ，Ｓ．Ｓｈａｍａｉ（Ｓｈｉｔｚ），ａｎｄ　Ｒ．Ｚａｍｉｒ，
「Ｃａｐａｃｉｔｙ　ａｎｄ　ｌａｔｔｉｃｅ－ｓｔｒａｔｅｇｉｅｓ　ｆｏｒ　ｃａｎ
ｃｅｌｌｉｎｇ　ｋｎｏｗｎ　ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ」，Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ　
ｏｆ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｙｍｐｏｓｉｕｍ　ｏｎ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏ
ｎ　Ｔｈｅｏｒｙ，Ｈｏｎｏｌｕｌｕ，Ｈａｗａｉｉ，Ｎｏｖ．２０００。
【０３６２】
　［３２］Ｍ．Ｔｏｍｌｉｎｓｏｎ，「Ｎｅｗ　ａｕｔｏｍａｔｉｃ　ｅｑｕａｌｉｚｅ
ｒ　ｅｍｐｌｏｙｉｎｇ　ｍｏｄｕｌｏ　ａｒｉｔｈｍｅｔｉｃ」，Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉ
ｃｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ，Ｐａｇｅ（ｓ）：１３８～１３９，Ｍａｒｃｈ　１９７１。
【０３６３】
　［３３］Ｈ．Ｍｉｙａｋａｗａ　ａｎｄ　Ｈ．Ｈａｒａｓｈｉｍａ，「Ａ　ｍｅｔｈｏ
ｄ　ｏｆ　ｃｏｄｅ　ｃｏｎｖｅｒｓｉｏｎ　ｆｏｒ　ｄｉｇｉｔａｌ　ｃｏｍｍｕｎｉ
ｃａｔｉｏｎ　ｃｈａｎｎｅｌｓ　ｗｉｔｈ　ｉｎｔｅｒｓｙｍｂｏｌ　ｉｎｔｅｒｆｅ
ｒｅｎｃｅ」，Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　
Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ。
【０３６４】
　［３４］Ｒ．Ａ．Ｍｏｎｚｉａｎｏ　ａｎｄ　Ｔ．Ｗ．Ｍｉｌｌｅｒ，Ｉｎｔｒｏｄｕ
ｃｔｉｏｎ　ｔｏ　Ａｄａｐｔｉｖｅ　Ａｒｒａｙｓ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ：Ｗｉｌｅｙ，
１９８０。
【０３６５】
　［３５］Ｔ．Ｙｏｏ，Ｎ．Ｊｉｎｄａｌ，ａｎｄ　Ａ．Ｇｏｌｄｓｍｉｔｈ，「Ｍｕｌ
ｔｉ－ａｎｔｅｎｎａ　ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｈａｎｎｅｌｓ　ｗｉｔｈ　ｌｉｍｉｔ
ｅｄ　ｆｅｅｄｂａｃｋ　ａｎｄ　ｕｓｅｒ　ｓｅｌｅｃｔｉｏｎ」，ＩＥＥＥ　Ｊｏｕ
ｒｎａｌ　ｏｎ　Ｓｅｌ．Ａｒｅａｓ　ｉｎ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ，ｖｏｌ．
２５，ｐｐ．１４７８～９１，Ｊｕｌｙ　２００７。
【０３６６】
　［３６］Ｐ．Ｄｉｎｇ，Ｄ．Ｊ．Ｌｏｖｅ，ａｎｄ　Ｍ．Ｄ．Ｚｏｌｔｏｗｓｋｉ，「
Ｏｎ　ｔｈｅ　ｓｕｍ　ｒａｔｅ　ｏｆ　ｃｈａｎｎｅｌ　ｓｕｂｓｐａｃｅ　ｆｅｅｄ
ｂａｃｋ　ｆｏｒ　ｍｕｌｔｉ－ａｎｔｅｎｎａ　ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｈａｎｎｅｌ
ｓ」，ｉｎ　Ｐｒｏｃ．，ＩＥＥＥ　Ｇｌｏｂｅｃｏｍ，ｖｏｌ．５，ｐｐ．２６９９～
２７０３，Ｎｏｖｅｍｂｅｒ　２００５。
【０３６７】
　［３７］Ｎ．Ｊｉｎｄａｌ，「ＭＩＭＯ　ｂｒｏａｄｃａｓｔ　ｃｈａｎｎｅｌｓ　ｗ
ｉｔｈ　ｆｉｎｉｔｅ－ｒａｔｅ　ｆｅｅｄｂａｃｋ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．ｏｎ　
Ｉｎｆｏ．Ｔｈｅｏｒｙ，ｖｏｌ．５２，ｐｐ．５０４５～６０，Ｎｏｖｅｍｂｅｒ　２
００６。
【０３６８】
　ＩＶ．マルチユーザスペクトルの計画的進化及び廃用化のためのシステム及び方法
　高速無線サービスに対する高まる需要及び携帯電話加入者数の増加は、初期のアナログ
音声サービス（ＡＭＰＳ［１～２］）からデジタル音声（ＧＳＭ［３～４］、ＩＳ－９５
　ＣＤＭＡ［５］）、データトラフィック（ＥＤＧＥ［６］、ＥＶ－ＤＯ［７］）、及び
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インターネットブラウジング（ＷｉＦｉ［８～９］、ＷｉＭＡＸ［１０～１１］、３Ｇ［
１２～１３］、４Ｇ［１４～１５］）をサポートする規格まで、過去３０年間にわたり無
線産業において抜本的な技術革新をもたらしている。この３０年間にわたる無線技術の成
長は、以下の２つの主要な取り組みによって可能になっている。
　ｉ）Ｆｅｄｅｒａｌ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ（ＦＣＣ
）［１６］は、新たに現れた規格をサポートするために新しいスペクトルを割り当ててい
る。例えば、ＡＭＰＳシステムの第１世代において、ＦＣＣによって割り当てられたチャ
ンネルの数は１９８３年の当初３３３から１９８０年代後半の４１６へと増加して、セル
ラークライアント数の増加を支えた。より最近では、Ｗｉ－Ｆｉ、Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ、
及びＺｉｇＢｅｅなど技術の製品化は、かつて１９８５年にＦＣＣによって割り当てられ
た未認可ＩＳＭバンドの使用により可能になっている［１７］。
　ｉｉ）無線産業は、限られた利用可能なスペクトルをより効率的に利用して、より高い
データ速度リンク及び加入者数の増加を支える、新たな技術を生み出してきた。無線の世
界における１つの大きな革新は、１９９０年代におけるアナログＡＭＰＳシステムからデ
ジタルＤ－ＡＭＰＳ及びＧＳＭへの移行であった。これにより、スペクトル効率が向上し
たために所定の周波数帯域に対してはるかに高い通話ボリュームが可能になった。別の根
本的な変化は、以前の無線ネットワークのデータ速度を４倍向上させ、異なる規格で導入
された（すなわち、Ｗｉ－ＦｉでＩＥＥＥ　８０２．１１ｎ、ＷｉＭＡＸではＩＥＥＥ　
８０２．１６、４Ｇ－ＬＴＥでは３ＧＰＰ）、多重入力多重出力（ＭＩＭＯ）など空間処
理技術によって２０００年代前半にもたらされた。
【０３６９】
　高速無線接続の解決法を提供しようとする取り組みにも関わらず、無線産業は、高解像
度（ＨＤ）ビデオストリーミングを提供して、ゲームなどのサービスに対して高まる需要
を満たし、あらゆる場所（無線バックボーンの構築に費用がかかり、非現実的である農村
地帯を含む）で無線カバレージを提供するという新たな課題に直面している。現在、最先
端の無線規格システム（すなわち、４Ｇ－ＬＴＥ）は、ＨＤストリーミングサービスをサ
ポートするデータ速度要件及び待ち時間制約を提供することができない。これは、特にネ
ットワークが大量の同時リンクで過負荷の場合に該当する。ここにおいても、主な欠点は
、限定的なスペクトル可用性であり、データ速度を真に向上し、完全なカバレージを提供
できる、スペクトル的に効率の良い技術の欠如であった。
【０３７０】
　近年、分散入力分散出力（ＤＩＤＯ）［１８～２１］と呼ばれ、発明者らの以前の特許
出願［０００２～０００９］に記載されている新技術が出現した。ＤＩＤＯ技術では、ス
ペクトル効率の数桁の増加が約束され、過負荷ネットワークにおけるＨＤ無線ストリーミ
ングサービスを可能にする。
【０３７１】
　同時に、米国政府は今後１０年間にわたって５００ＭＨｚのスペクトルを開放する計画
を進めることによりスペクトルの問題に対処している。この計画は、２０１０年６月２８
日に発表され、新たな無線技術が新周波数帯域で作動し、都市部及び農村地帯で高速無線
カバレッジを提供できるようにすることを目標とする［２２］。この計画の一環として、
ＦＣＣは、２０１０年９月２３日に「ホワイトスペース」と呼ばれる約２００ＭＨｚのＶ
ＨＦ及びＵＨＦスペクトルを未認可使用向けに開放した［２３］。これらの周波数帯域で
作動するための１つの制約は、同じ帯域で作動している既存のワイヤレスマイクデバイス
との有害な干渉を生じさせてはいけないことである。したがって、２０１１年７月２２日
に、ＩＥＥＥ　８０２．２２ワーキンググループは、スペクトルを動的にモニタし、使用
可能な帯域で作動することにより共存する無線デバイスとの有害な干渉を回避することを
主な特徴とする、コグニティブ無線技術（又はスペクトル検知）を使用する新たな無線シ
ステムの規格をまとめた［２４］。ごく最近になって、ホワイトスペースの一部を認可使
用に割り当てて、周波数オークションに従ってこのホワイトスペースを開放するという議
論がなされている［２５］。
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【０３７２】
　同一周波数帯域内での未認可デバイスの共存及び未認可使用対認可使用のスペクトル競
合は、ＦＣＣスペクトル割り当て計画にとって何年間にもわたる２つの重要課題であった
。例えば、ホワイトスペースでは、ワイヤレスマイクと無線通信デバイスとの共存は、コ
グニティブ無線技術を通じて可能となっている。しかし、コグニティブ無線は、ＤＩＤＯ
など空間処理を使用する他の技術のスペクトル効率のごく一部しか提供しない。同様に、
Ｗｉ－Ｆｉシステムの性能は、アクセスポイント数及び同一未認可ＩＳＭバンドで作動し
、未制御干渉をもたらすＢｌｕｅｔｏｏｔｈ／ＺｉｇＢｅｅデバイスの使用の増加により
、過去１０年にわたって著しく劣化している。未認可スペクトルの欠点の１つは、今後数
年間にわたって汚染し続けるであろう、ＲＦデバイスの無秩序な使用である。ＲＦ汚染は
、未認可スペクトルが将来の認可作動に使用されることも阻止する。したがって、無線広
帯域商用サービス及びスペクトルオークションの重要な市場機会を制限する。
【０３７３】
　本発明者らは、無線スペクトルを動的に割り当てて、異なるサービス及び規格の共存及
び進化を可能にする新しいシステム及び方法を提案する。この方法の一実施形態は、スペ
クトルの特定部分で作動する資格をＲＦ送受信機に動的に割り当て、同一ＲＦデバイスを
廃用化させて以下のことを実現できる。
　ｉ）新しいタイプの無線操作（即ち、認可対未認可）を可能にする、及び／又は新たな
ＲＦ電力放出制限を満たすためのスペクトルの再構成可能性。この特徴により、認可スペ
クトル対未認可スペクトルの使用を事前に計画する必要なく、必要に応じてスペクトルオ
ークションを開催できる。また、送信電力レベルを調整して、ＦＣＣから課せられる新電
力放出レベルを満たすことができる。
　ｉｉ）既存技術との干渉を回避しつつ、新技術の登場時に帯域を動的に再割り当てでき
るように、同一帯域内で作動する異なる技術（すなわち、ホワイトスペースと、ワイヤレ
スマイク、ＷｉＦｉ、及びＢｌｕｅｔｏｏｔｈ／ＺｉｇＢｅｅと）の共存。
　ｉｉｉ）より高いスペクトル効率、より良好なカバレージ、及び向上した性能を提供し
て、より高いＱｏＳを要求する新しいタイプのサービス（すなわち、ＨＤビデオストリー
ミング）をサポートするより高度な技術へのシステムの移行時の無線インフラストラクチ
ャのシームレスな進化。
【０３７４】
　これ以降、マルチユーザスペクトルの計画的進化及び廃用化のためのシステム及び方法
を説明する。システムの一実施形態は、図４９に示すように、１つ又は複数の集中型プロ
セッサ（ＣＰ）４９０１～４９０４と、有線又は無線接続を介して通信する１つ又は複数
の分散ノード（ＤＮ）４９１１～４９１３と、からなる。例えば、４Ｇ－ＬＴＥネットワ
ーク［２６］の関連では、集中型プロセッサはいくつかのＮｏｄｅ　Ｂ送受信機に接続さ
れたアクセスコアゲートウェイ（ＡＣＧＷ）である。Ｗｉ－Ｆｉの関連では、集中型プロ
セッサはインターネットサービスプロバイダ（ＩＳＰ）であり、分散ノードは、モデム又
はケーブル若しくはＤＳＬへの直接接続を通じてＩＳＰに接続されたＷｉ－Ｆｉアクセス
ポイントである。本発明の別の実施形態において、システムは、分散入力分散出力（ＤＩ
ＤＯ）システム［０００２～０００９］であり、１つの集中型プロセッサ（又はＢＴＳ）
と、ＤＩＤＯアクセスポイント（又はＢＳＮを通じてＢＴＳに接続されたＤＩＤＯ分散型
アンテナ）である分散ノードと、を備える。
【０３７５】
　ＤＮ　４９１１～４９１３は、ＣＰ　４９０１～４９０４と通信する。ＤＮからＣＰへ
と交換された情報を使用して、ネットワークアーキテクチャの発展的設計に合わせてノー
ドの構成を動的に調整する。一実施形態では、ＤＮ　４９１１～４９１３はＣＰと識別番
号を共有する。ＣＰは、ネットワークを介して接続されている全てのＤＮの識別番号をル
ックアップテーブル又は共有テーブルに格納する。これらのルックアップテーブル又はデ
ータベースは、他のＣＰと共有することができ、この情報は、全てのＣＰがネットワーク
上の全てのＤＮに関する最新情報に常にアクセスできるように同期化される。
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【０３７６】
　例えば、ＦＣＣは特定部分のスペクトルを未認可使用に割り当てることを決定すること
があるが、提案されるシステムはそのスペクトル内で作動されるように設計できる。スペ
クトルが不足しているため、今後、ＦＣＣが、これらのスペクトルの一部を商業キャリア
（すなわち、ＡＴ＆Ｔ、Ｖｅｒｉｚｏｎ、又はＳｐｒｉｎｔ）、防衛、又は公衆安全用途
の認可使用に割り当てる必要があり得る。従来の無線システムでは、未認可帯域で作動す
る無線デバイスは、認可を受けたＲＦ送受信機に対して有害な干渉を生じさせるため、こ
の共存は不可能である。本発明者らの提案するシステムでは、分散ノードがＣＰ　４９０
１～４９０３と制御情報を交換して、ＲＦ送信を発展的帯域計画に適合させる。一実施形
態において、ＤＮ　４９１１～４９１３は、本来、利用可能スペクトル内の異なる周波数
帯域にわたって作動するように設計された。ＦＣＣがこのスペクトルの一部又は複数部分
を認可操作に割り当てると、ＣＰは未認可ＤＮと制御情報を交換し、未認可ＤＮが認可Ｄ
Ｎと干渉しないように、これらを再構成して認可使用向け周波数帯域を停止させる。この
シナリオは図５０に示されており、未認可ノード（例えば、５００２）は黒丸で示され、
認可ノード（例えば、５００１）は白丸で示される。別の実施形態において、スペクトル
全体が新しい認可サービスに割り当てられることができ、制御情報は、ＣＰが全ての未認
可ＤＮを停止させ、認可ＤＮとの干渉を回避するために使用される。このシナリオは図５
１に示されており、廃用化された未認可ノードは十字記号で覆われる。
【０３７７】
　別の例として、ＦＣＣ露出制限［２７］を満たすために所定の周波数で作動する特定デ
バイスに関して電源放出を制限することが必要であり得る。例えば、無線システムは、本
来、屋外屋上送受信機アンテナに接続されたＤＮ　４９１１～４９１３との固定無線リン
ク用に設計され得る。後に、同一のシステムが、屋内ポータブルアンテナを含むＤＮをサ
ポートしてより良好な屋内カバレッジを提供するように更新されてよい。携帯デバイスの
ＦＣＣ露出制限は、人体により近接する可能性があるため、屋上送信機よりも厳しい。こ
の場合、屋外用途に設計された旧式のＤＮは、送信電力設定が調整される限り、屋内用途
に再利用できる。本発明の一実施形態において、ＤＮは所定の複数組の送信電力レベルで
設計され、ＣＰ　４９０１～４９０３はＤＮ　４９１１～４９１３に制御情報を送信して
、システムのアップグレード時に新しい電力レベルを選択し、これにより、ＦＣＣ露出制
限を満たす。別の実施形態において、ＤＮは１つの電力放出設定のみで製造され、新しい
電力放出レベルを超えるこれらのＤＮはＣＰによってリモートで停止される。
【０３７８】
　一実施形態において、ＣＰ　４９０１～４９０３はネットワーク内の全てのＤＮ　４９
１１～４９１３を定期的にモニタして、特定の規格に従ってＲＦ送受信機として作動する
資格を定義する。最新ではないこれらのＤＮは、廃止と表示され、ネットワークから除去
され得る。例えば、現在の電力制限及び周波数帯域内で作動するＤＮはネットワーク内で
アクティブのままであり、他の全ては停止される。ＣＰによって制御されるＤＮパラメー
タは電力放出及び周波数帯域に限定されるものではなく、ＤＮとクライアントデバイスと
の間の無線リンクを定義する任意のパラメータであり得ることに留意されたい。
【０３７９】
　本発明の別の実施形態において、ＤＮ　４９１１～４９１３は再構成されて、同一スペ
クトル内での異なる規格のシステムを共存を可能にすることができる。例えば、ＷＬＡＮ
の関連で作動する特定のＤＮの電力放出、周波数帯域、又は他の構成パラメータは、有害
な干渉を回避しつつ、ＷＰＡＮ用途に設計された新たなＤＮの導入に適合するように調整
されることができる。
【０３８０】
　無線ネットワーク内でのデータ速度及びカバレッジを向上させるために新しい無線規格
が定められると、ＤＮ　４９１１～４９１３はこれらの規格をサポートするように更新さ
れ得る。一実施形態において、ＤＮは、ベースバンド信号処理用アルゴリズムを実行する
ＦＰＧＡ、ＤＳＰ、ＣＰＵ、ＧＰＵ及び／又はＧＰＧＰＵなどプログラム可能な計算機能
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を備えるソフトウェア無線（ＳＤＲ）である。規格がアップグレードされた場合、新しい
ベースバンドアルゴリズムがＣＰからＤＮにリモートでアップロードされて新しい規格を
反映する。例えば、一実施形態において、最初の規格がＣＤＭＡベースであり、続いて、
その代わりにＯＦＤＭ技術が使用されるようになり、異なるタイプのシステムをサポート
する。同様に、サンプルレート、電力、及び他のパラメータがＤＮにリモートで更新され
得る。このＤＮのＳＤＲ機能により、新技術の開発時にネットワークを継続的にアップグ
レードして、システム性能全体を向上できる。
【０３８１】
　別の実施形態において、本明細書に記載のシステムは、複数のＣＰと、分散ノードと、
ＣＰをＤＮに相互接続するネットワークと、からなるクラウド無線システムである。図５
２は、クラウド無線システムの一例を示しており、黒丸で識別されるノード（例えば、５
２０３）がＣＰ　５２０６と通信し、白丸で識別されるノードがＣＰ　５２０５と通信し
、ＣＰ　５２０５～５２０６は、ネットワーク５２０１を通してずっと互いに通信する。
本発明の一実施形態において、クラウド無線システムはＤＩＤＯシステムであり、ＤＮは
ＣＰに接続されており、情報を交換してシステムパラメータを定期的に、又は直ちにシス
テムパラメータを再構成し、動的に調整して無線アーキテクチャの変化する状態に合わせ
る。ＤＩＤＯシステムにおいて、ＣＰはＤＩＤＯ　ＢＴＳであり、分散ノードはＤＩＤＯ
分散型アンテナであり、ネットワークはＢＳＮであり、複数のＢＴＳは本発明者らの以前
の特許出願［０００２～０００９］で説明したようにＤＩＤＯ集中型プロセッサを介して
互いに相互接続されている。
【０３８２】
　クラウド無線システム内の全てのＤＮ　５２０２～５２０３は異なる組にグループ分け
できる。これらの組のＤＮは、各組が異なる多重アクセス技術（例えば、ＴＤＭＡ、ＦＤ
ＭＡ、ＣＤＭＡ、ＯＦＤＭＡ、及び／又はＳＤＭＡ）、異なる変調（例えば、ＱＡＭ、Ｏ
ＦＤＭ）、及び／又は符号化方式（例えば、畳み込み符号化、ＬＤＰＣ、ターボ符号）を
サポートしつつ、多数のクライアントデバイスに対して非干渉無線リンクを同時に作成で
きる。同様に、あらゆるクライアントは、異なる多重アクセス技術及び／又は異なる変調
／符号化方式でサービスを供給されてよい。ＣＰ　５２０５～５２０６は、システム内の
アクティブクライアント及びこれらが無線リンクに導入する規格に基づいて、これらの規
格をサポートでき、クライアントデバイスの範囲内であるＤＮの部分集合を動的に選択す
る。
【０３８３】
　参考文献
　［１］Ｗｉｋｉｐｅｄｉａ，「Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｐｈｏｎｅ　Ｓｙｓ
ｔｅｍ」
　ｈｔｔｐ：／／ｅｎ．ｗｉｋｉｐｅｄｉａ．ｏｒｇ／ｗｉｋｉ／Ａｄｖａｎｃｅｄ＿Ｍ
ｏｂｉｌｅ＿Ｐｈｏｎｅ＿Ｓｙｓｔｅｍ
【０３８４】
　［２］ＡＴ＆Ｔ，「１９４６：Ｆｉｒｓｔ　Ｍｏｂｉｌｅ　Ｔｅｌｅｐｈｏｎｅ　Ｃａ
ｌｌ」
　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｃｏｒｐ．ａｔｔ．ｃｏｍ／ａｔｔｌａｂｓ／ｒｅｐｕｔａｔ
ｉｏｎ／ｔｉｍｅｌｉｎｅ／４６ｍｏｂｉｌｅ．ｈｔｍｌ
【０３８５】
　［３］ＧＳＭＡ，「ＧＳＭ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ」
　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｇｓｍｗｏｒｌｄ．ｃｏｍ／ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ／ｉｎｄｅ
ｘ．ｈｔｍ
【０３８６】
　［４］ＥＴＳＩ，「Ｍｏｂｉｌｅ　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ　ＧＳＭ」
　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｅｔｓｉ．ｏｒｇ／ＷｅｂＳｉｔｅ／Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅ
ｓ／ｇｓｍ．ａｓｐｘ
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【０３８７】
　［５］Ｗｉｋｉｐｅｄｉａ，「ＩＳ－９５」
　ｈｔｔｐ：／／ｅｎ．ｗｉｋｉｐｅｄｉａ．ｏｒｇ／ｗｉｋｉ／ＩＳ－９５
【０３８８】
　［６］Ｅｒｉｃｓｓｏｎ，「Ｔｈｅ　ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ　ｏｆ　ＥＤＧＥ」
　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｅｒｉｃｓｓｏｎ．ｃｏｍ／ｒｅｓ／ｄｏｃｓ／ｗｈｉｔｅｐ
ａｐｅｒｓ／ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ＿ｔｏ＿ｅｄｇｅ．ｐｄｆ
【０３８９】
　［７］Ｑ．Ｂｉ（２００４－０３）．「Ａ　Ｆｏｒｗａｒｄ　Ｌｉｎｋ　Ｐｅｒｆｏｒ
ｍａｎｃｅ　Ｓｔｕｄｙ　ｏｆ　ｔｈｅ　１ｘＥＶ－ＤＯ　Ｒｅｌ．０　Ｓｙｓｔｅｍ　
Ｕｓｉｎｇ　Ｆｉｅｌｄ　Ｍｅａｓｕｒｅｍｅｎｔｓ　ａｎｄ　Ｓｉｍｕｌａｔｉｏｎｓ
」（ＰＤＦ）．ＬｕｃｅｎｔＴｅｃｈｎｏｌｏｇｉｅｓ。
　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｃｄｇ．ｏｒｇ／ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ／ｗｈｉｔｅ＿ｐａｐｅ
ｒｓ／ｆｉｌｅｓ／Ｌｕｃｅｎｔ％２０１ｘＥＶ－ＤＯ％２０Ｒｅｖ％２０Ｏ％２０Ｍａ
ｒ％２００４．ｐｄｆ
【０３９０】
　［８］Ｗｉ－Ｆｉ　ａｌｌｉａｎｃｅ，ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｗｉ－ｆｉ．ｏｒｇ／
【０３９１】
　［９］Ｗｉ－Ｆｉ　ａｌｌｉａｎｃｅ，「Ｗｉ－Ｆｉ　ｃｅｒｔｉｆｉｅｄ　ｍａｋｅ
ｓ　ｉｔ　Ｗｉ－Ｆｉ」
　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｗｉ－ｆｉ．ｏｒｇ／ｆｉｌｅｓ／ＷＦＡ＿Ｃｅｒｔｉｆｉｃ
ａｔｉｏｎ＿Ｏｖｅｒｖｉｅｗ＿ＷＰ＿ｅｎ．ｐｄｆ
【０３９２】
　［１０］ＷｉＭＡＸ　ｆｏｒｕｍ，ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｗｉｍａｘｆｏｒｕｍ．ｏ
ｒｇ／
【０３９３】
　［１１］Ｃ．Ｅｋｌｕｎｄ，Ｒ．Ｂ．Ｍａｒｋｓ，Ｋ．Ｌ．Ｓｔａｎｗｏｏｄ　ａｎｄ
　Ｓ．Ｗａｎｇ，「ＩＥＥＥ　Ｓｔａｎｄａｒｄ　８０２．１６：Ａ　Ｔｅｃｈｎｉｃａ
ｌ　Ｏｖｅｒｖｉｅｗ　ｏｆ　ｔｈｅ　ＷｉｒｅｌｅｓｓＭＡＮ（商標）Ａｉｒ　Ｉｎｔ
ｅｒｆａｃｅ　ｆｏｒ　Ｂｒｏａｄｂａｎｄ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ａｃｃｅｓｓ」
　ｈｔｔｐ：／／ｉｅｅｅ８０２．ｏｒｇ／１６／ｄｏｃｓ／０２／Ｃ８０２１６－０２
＿０５．ｐｄｆ
【０３９４】
　［１２］３ＧＰＰ，「ＵＭＴＳ」，ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．３ｇｐｐ．ｏｒｇ／ａｒｔ
ｉｃｌｅ／ｕｍｔｓ
【０３９５】
　［１３］Ｈ．Ｅｋｓｔｒｏｍ，Ａ．Ｆｕｒｕｓｋａｒ，Ｊ．Ｋａｒｌｓｓｏｎ，Ｍ．Ｍ
ｅｙｅｒ，Ｓ．Ｐａｒｋｖａｌｌ，Ｊ．Ｔｏｒｓｎｅｒ，ａｎｄ　Ｍ．Ｗａｈｌｑｖｉｓ
ｔ「Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　３Ｇ　Ｌｏｎｇ－Ｔｅ
ｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ」，ＩＥＥＥ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　Ｍａｇａｚｉ
ｎｅ，ｐｐ．３８～４５，Ｍａｒ．２００６
【０３９６】
　［１４］３ＧＰＰ，「ＬＴＥ」，ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．３ｇｐｐ．ｏｒｇ／ＬＴＥ
【０３９７】
　［１５］Ｍｏｔｏｒｏｌａ，「Ｌｏｎｇ　Ｔｅｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ（ＬＴＥ）：
Ａ　Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｏｖｅｒｖｉｅｗ」，ｈｔｔｐ：／／ｂｕｓｉｎｅｓｓ．ｍｏ
ｔｏｒｏｌａ．ｃｏｍ／ｅｘｐｅｒｉｅｎｃｅｌｔｅ／ｐｄｆ／ＬＴＥＴｅｃｈｎｉｃａ
ｌＯｖｅｒｖｉｅｗ．ｐｄｆ
【０３９８】
　［１６］Ｆｅｄｅｒａｌ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　Ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ，「
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Ａｕｔｈｏｒｉｚａｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｓｐｒｅａｄ　Ｓｐｅｃｔｒｕｍ　Ｓｙｓｔｅｍｓ
　Ｕｎｄｅｒ　Ｐａｒｔｓ　１５　ａｎｄ　９０　ｏｆ　ｔｈｅ　ＦＣＣ　Ｒｕｌｅｓ　
ａｎｄ　Ｒｅｇｕｌａｔｉｏｎｓ」，Ｊｕｎｅ　１９８５
【０３９９】
　［１７］ＩＴＵ，「ＩＳＭ　ｂａｎｄ」　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｉｔｕ．ｉｎｔ／Ｉ
ＴＵ－Ｒ／ｔｅｒｒｅｓｔｒｉａｌ／ｆａｑ／ｉｎｄｅｘ．ｈｔｍｌ＃ｇ０１３
【０４００】
　［１８］Ｓ．Ｐｅｒｌｍａｎ　ａｎｄ　Ａ．Ｆｏｒｅｎｚａ　「Ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅ
ｄ－ｉｎｐｕｔ　ｄｉｓｔｒｉｂｕｔｅｄ－ｏｕｔｐｕｔ（ＤＩＤＯ）ｗｉｒｅｌｅｓｓ
　ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ：ａ　ｎｅｗ　ａｐｐｒｏａｃｈ　ｔｏ　ｍｕｌｔｉｕｓｅｒ　
ｗｉｒｅｌｅｓｓ」，Ａｕｇ．２０１１
　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｒｅａｒｄｅｎ．ｃｏｍ／ＤＩＤＯ／ＤＩＤＯ＿Ｗｈｉｔｅ＿
Ｐａｐｅｒ＿１１０７２７．ｐｄｆ
【０４０１】
　［１９］Ｂｌｏｏｍｂｅｒｇ　Ｂｕｓｉｎｅｓｓｗｅｅｋ，「Ｓｔｅｖｅ　Ｐｅｒｌｍ
ａｎ’ｓ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｆｉｘ」，Ｊｕｌｙ　２７，２０１１
　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｂｕｓｉｎｅｓｓｗｅｅｋ．ｃｏｍ／ｍａｇａｚｉｎｅ／ｔｈ
ｅ－ｅｄｉｓｏｎ－ｏｆ－ｓｉｌｉｃｏｎ－ｖａｌｌｅｙ－０７２７２０１１．ｈｔｍｌ
【０４０２】
　［２０］Ｗｉｒｅｄ，「Ｈａｓ　ＯｎＬｉｖｅ’ｓ　Ｓｔｅｖｅ　Ｐｅｒｌｍａｎ　Ｄ
ｉｓｃｏｖｅｒｅｄ　Ｈｏｌｙ　Ｇｒａｉｌ　ｏｆ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ？」，Ｊｕｎｅ　
３０，２０１１
　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｗｉｒｅｄ．ｃｏｍ／ｅｐｉｃｅｎｔｅｒ／２０１１／０６／
ｐｅｒｌｍａｎ－ｈｏｌｙ－ｇｒａｉｌ－ｗｉｒｅｌｅｓｓ／
【０４０３】
　［２１］Ｔｈｅ　Ｗａｌｌ　Ｓｔｒｅｅｔ　Ｊｏｕｒｎａｌ「Ｓｉｌｉｃｏｎ　Ｖａｌ
ｌｅｙ　Ｉｎｖｅｎｔｏｒ’ｓ　Ｒａｄｉｃａｌ　Ｒｅｗｒｉｔｅ　ｏｆ　Ｗｉｒｅｌｅ
ｓｓ」，Ｊｕｌｙ　２８，２０１１
　ｈｔｔｐ：／／ｂｌｏｇｓ．ｗｓｊ．ｃｏｍ／ｄｉｇｉｔｓ／２０１１／０７／２８／
ｓｉｌｉｃｏｎ－ｖａｌｌｅｙ－ｉｎｖｅｎｔｏｒｓ－ｒａｄｉｃａｌ－ｒｅｗｒｉｔｅ
－ｏｆ－ｗｉｒｅｌｅｓｓ／
【０４０４】
　［２２］Ｔｈｅ　Ｗｈｉｔｅ　Ｈｏｕｓｅ，「Ｐｒｅｓｉｄｅｎｔｉａｌ　Ｍｅｍｏｒ
ａｎｄｕｍ：Ｕｎｌｅａｓｈｉｎｇ　ｔｈｅ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｂｒｏａｄｂａｎｄ　
Ｒｅｖｏｌｕｔｉｏｎ」，Ｊｕｎｅ　２８，２０１０
　ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｗｈｉｔｅｈｏｕｓｅ．ｇｏｖ／ｔｈｅ－ｐｒｅｓｓ－ｏｆｆ
ｉｃｅ／ｐｒｅｓｉｄｅｎｔｉａｌ－ｍｅｍｏｒａｎｄｕｍ－ｕｎｌｅａｓｈｉｎｇ－ｗ
ｉｒｅｌｅｓｓ－ｂｒｏａｄｂａｎｄ－ｒｅｖｏｌｕｔｉｏｎ
【０４０５】
　［２３］ＦＣＣ，「Ｏｐｅｎ　ｃｏｍｍｉｓｓｉｏｎ　ｍｅｅｔｉｎｇ」，Ｓｅｐｔ．
２３ｒｄ，２０１０
　ｈｔｔｐ：／／ｒｅｂｏｏｔ．ｆｃｃ．ｇｏｖ／ｏｐｅｎ－ｍｅｅｔｉｎｇｓ／２０１
０／ｓｅｐｔｅｍｂｅｒ
【０４０６】
　［２４］ＩＥＥＥ　８０２．２２，「ＩＥＥＥ　８０２．２２　Ｗｏｒｋｉｎｇ　Ｇｒ
ｏｕｐ　ｏｎ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ　Ｒｅｇｉｏｎａｌ　Ａｒｅａ　Ｎｅｔｗｏｒｋｓ」，
ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｉｅｅｅ８０２．ｏｒｇ／２２／
【０４０７】
　［２５］「Ａ　ｂｉｌｌ」，１１２ｔｈ　ｃｏｎｇｒｅｓｓ，１ｓｔ　ｓｅｓｓｉｏｎ
，Ｊｕｌｙ　１２，２０１１
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　ｈｔｔｐ：／／ｒｅｐｕｂｌｉｃａｎｓ．ｅｎｅｒｇｙｃｏｍｍｅｒｃｅ．ｈｏｕｓｅ
．ｇｏｖ／Ｍｅｄｉａ／ｆｉｌｅ／Ｈｅａｒｉｎｇｓ／Ｔｅｌｅｃｏｍ／０７１５１１／
ＤｉｓｃｕｓｓｉｏｎＤｒａｆｔ．ｐｄｆ
【０４０８】
　［２６］Ｈ．Ｅｋｓｔｒｏｍ，Ａ．Ｆｕｒｕｓｋａｒ，Ｊ．Ｋａｒｌｓｓｏｎ，Ｍ．Ｍ
ｅｙｅｒ，Ｓ．Ｐａｒｋｖａｌｌ，Ｊ．Ｔｏｒｓｎｅｒ，ａｎｄ　Ｍ．Ｗａｈｌｑｖｉｓ
ｔ「Ｔｅｃｈｎｉｃａｌ　Ｓｏｌｕｔｉｏｎｓ　ｆｏｒ　ｔｈｅ　３Ｇ　Ｌｏｎｇ－Ｔｅ
ｒｍ　Ｅｖｏｌｕｔｉｏｎ」，ＩＥＥＥ　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ　Ｍａｇａｚｉ
ｎｅ，ｐｐ．３８～４５，Ｍａｒ．２００６
【０４０９】
　［２７］ＦＣＣ，「Ｅｖａｌｕａｔｉｎｇ　ｃｏｍｐｌｉａｎｃｅ　ｗｉｔｈ　ＦＣＣ
　ｇｕｉｄｅｌｉｎｅｓ　ｆｏｒ　ｈｕｍａｎ　ｅｘｐｏｓｕｒｅ　ｔｏ　ｒａｄｉｏｆ
ｒｅｑｕｅｎｃｙ　ｅｌｅｃｔｒｏｍａｇｎｅｔｉｃ　ｆｉｅｌｄｓ」，ＯＥＴ　Ｂｕｌ
ｌｅｔｉｎ　６５，Ｅｄｉｔｉｏｎ　９７－０１，Ａｕｇ．１９９７
【０４１０】
　Ｖ．分散入力分散出力無線システムにおけるドップラー効果を補正するためのシステム
及び方法
　この部分の発明を実施するための最良の形態においては、適応的にそのパラメータを再
構成して、ユーザ移動性又は伝播環境の変化によるドップラー効果を補正するマルチユー
ザ無線送信のためのマルチユーザ（ＭＵ）多重アンテナシステム（ＭＡＳ）を説明する。
一実施形態において、ＭＡＳは、同時係属の特許出願［０００２～００１６］で説明し、
図５３に示すように、分散入力分散出力（ＤＩＤＯ）システムである。一実施形態のＤＩ
ＤＯシステムは、以下の構成要素を含む。
　・ユーザ機器（ＵＥ）：一実施形態のＵＥ　５３０１は、ダウンリンク（ＤＬ）チャン
ネル上でＤＩＤＯバックホールからデータストリームを受信し、アップリンク（ＵＬ）チ
ャンネルを介してＤＩＤＯバックホールにデータを送信する、固定又はモバイルクライア
ント用ＲＦ送受信機を含む。
　・基地送受信機局（ＢＴＳ）：一実施形態のＢＴＳ　５３１０～５３１４は、ＤＩＤＯ
バックホール及び無線チャンネルのインタフェースとなる。ＢＴＳ　５３１０～５３１４
は、ベースバンド信号をＲＦに変換する、ＤＡＣ／ＡＤＣ及び高周波（ＲＦ）チェーンか
らなるアクセスポイントである。場合によっては、ＢＴＳは、電力増幅器／アンテナを備
える単純なＲＦ送受信機であり、ＲＦ信号は、本発明者らの特許出願で説明するようにＲ
Ｆ－ｏｖｅｒ－ｆｉｂｅｒ技術を通じてＢＴＳに伝送される。
　・コントローラ（ＣＴＲ）：一実施形態におけるＣＴＲ　５３２０は、ＢＴＳ及び／又
はＵＥの時間／周波数同期用トレーニング信号の送信、ＵＥに対する制御信号の送受信、
ＵＥからのチャンネル状態情報（ＣＳＩ）又はチャンネル品質情報の受信など特定の専用
機能向けに設計された、ある特定タイプのＢＴＳである。
　・集中型プロセッサ（ＣＰ）：一実施形態のＣＰ　５３４０は、インターネット又は他
のタイプの外部ネットワーク５３５０及びＤＩＤＯバックホールのインタフェースとなる
、ＤＩＤＯサーバである。ＣＰは、ＤＩＤＯベースバンド処理を計算し、ＤＬ送信のため
に分散型ＢＴＳに波形を送信する。
　・基地局ネットワーク（ＢＳＮ）：一実施形態のＢＳＮ　５３３０は、ＤＬチャンネル
又はＵＬチャンネルのいずれかのために情報を伝送する分散型ＢＴＳにＣＰを接続するネ
ットワークである。ＢＳＮは、有線ネットワーク、無線ネットワーク、又はこれら２つの
組合せである。例えば、ＢＳＮは、ＤＳＬ、ケーブル、光ファイバネットワーク、又はｌ
ｉｎｅ－ｏｆ－ｓｉｇｈｔ若しくはｎｏｎ－ｌｉｎｅ－ｏｆ－ｓｉｇｈｔ無線リンクであ
る。更に、ＢＳＮは固有ネットワーク、又はローカルエリアネットワーク、又はインター
ネットである。
【０４１１】
　同時係属出願に記載するように、ＤＩＤＯシステムは、各ユーザが干渉のないチャンネ
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ルを受信できるように複数のユーザに対して独立したチャンネルを作成する。ＤＩＤＯシ
ステムでは、分散型アンテナ又はＢＴＳを使用して空間ダイバーシティを利用することに
より達成される。一実施形態において、ＤＩＤＯシステムは、空間ダイバーシティ、偏波
ダイバーシティ、及び／又はパターンダイバーシティを使用して各チャンネル内の自由度
を増加させる。無線リンクの増加した自由度は、増加した数のＵＥ（すなわち、多重化利
得）への独立したデータストリームの送信及び／又はカバレージ（すなわち、ダイバーシ
ティ利得）の向上に使用される。
【０４１２】
　ＢＴＳ　５３１０～５３１４は、インターネット又はＢＳＮへのアクセスが存在する便
利な任意の場所に配置される。本発明の一実施形態において、ＵＥ　５３０１～５３０５
は、図５４に示すように、ＢＴＳ又は分散型アンテナの間、これらの周囲、及び／又はこ
れらに囲まれるようにランダムに配置される。
【０４１３】
　一実施形態において、ＢＴＳ　５３１０～５３１４は、図５５に示すように、ＤＬチャ
ンネル上でトレーニング信号及び／又は独立したデータストリームをＵＥ　５３０１に送
信する。トレーニング信号は、ＵＥが、時間／周波数同期、チャンネル推定、及び／又は
チャンネル状態情報（ＣＳＩ）の推定など異なる目的で使用する。本発明の一実施形態に
おいて、ＭＵ－ＭＡＳ　ＤＬは、ダーティーペーパー符号化（ＤＰＣ）［１～２］又はＴ
ｏｍｌｉｎｓｏｎ－Ｈａｒａｓｈｉｍａ（ＴＨ）［３～４］事前符号化など非線形事前符
号化を利用する。本発明の別の実施形態において、ＭＵ－ＭＡＳ　ＤＬは、本発明者らの
同時係属特許出願に記載するようなブロック対角化（ＢＤ）［０００３～０００９］又は
ゼロフォーシングビームフォーミング（ＺＦ－ＢＦ）［５］など非線形事前符号化を利用
する。ＢＴＳの数がＵＥよりも大きい場合、追加のＢＴＳが使用されて、［０００２～０
０１６］に記載のアンテナ選択又は固有モード選択などダイバーシティ方式を通じてあら
ゆるＵＥに対するリンク品質を増加する。ＢＴＳの数がＵＥよりも小さい場合、追加のＵ
Ｅが、従来の多重化技術（例えば、ＴＤＭＡ、ＦＤＭＡ、ＣＤＭＡ、ＯＦＤＭＡ）を通じ
て他のＵＥと無線リンクを共有する。
【０４１４】
　ＵＬチャンネルは、ＵＥ　５３０１からＣＰ　５３４０へのデータ送信、及び／又はＤ
ＩＤＯ事前符号化器によって使用されるＣＳＩ（又はチャンネル品質情報）の送信に使用
される。一実施形態において、ＵＥからのＵＬチャンネルは、従来の多重化技術（例えば
、ＴＤＭＡ、ＦＤＭＡ、ＣＤＭＡ、ＯＦＤＭＡ）を通じて、図５６に示すようにＣＴＲに
、又は最も近いＢＴＳに多重化される。本発明の別の実施形態において、図５７に示すよ
うに、空間処理技術が使用されて、ＵＥ　５３０１からのＵＬチャンネルを分散型ＢＴＳ
　５３１０～５３１４に分離させる。例えば、ＵＬストリームは、多重入力多重出力（Ｍ
ＩＭＯ）多重化方式を通じてＤＩＤＯアンテナにクライアントから送信される。ＭＩＭＯ
多重化方式は、クライアントからの独立したデータストリームの送信と、ＤＩＤＯアンテ
ナにおける線形又は非線形受信機の使用による同一チャンネル干渉の排除と、を含む。別
の実施形態において、ＵＬ／ＤＬチャンネル相互関係が持続され、チャンネルは、ドップ
ラー効果によりＤＬ送信とＵＬ送信との間であまり大幅に変化しないと仮定して、ダウン
リンク重みをアップリンクにわたって使用して、アップリンクストリームを復調させる。
別の実施形態において、ＵＬチャンネル上で最大比合成（ＭＲＣ）受信機が使用されて、
ＤＩＤＯアンテナにおいてあらゆるクライアントからの信号品質を増加させる。
【０４１５】
　ＤＬ／ＵＬチャンネル上で送信されるデータ、制御情報、及びＣＳＩは、ＢＳＮ　５３
３０を介してＣＰ　５３４０とＢＴＳ　５３１０～５３１４との間で共有される。ＤＬチ
ャンネルの既知のトレーニング信号はＢＴＳ　５３１０～５３１４においてメモリに保存
されて、ＢＳＮ　５３３０上のオーバヘッドを低減することができる。ネットワークのタ
イプに応じて（すなわち、無線対有線、ＤＳＬ対ケーブル又は光ファイバ）、ＣＰ　５３
４０とＢＴＳ　５３１０～５３１４との間で情報を交換するために利用可能なデータ速度
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がＢＳＮ　５３３０上で十分ではないことがあり得る（特に、ベースバンド信号がＢＴＳ
に送達される場合）。例えば、ＢＴＳが、５ＭＨｚ帯域幅上であらゆるＵＥに１０Ｍｂｐ
ｓの独立したデータストリームを送信する（無線リンク上で使用されるデジタル変調及び
ＦＥＣ符号化方式に応じて）と仮定する。実数部に１６ビットの量子化が使用され、虚数
部に１６が使用される場合、ベースバンド信号には、ＢＳＮ上でＣＰからＢＴＳまで１６
０Ｍｂｐｓのデータ収量が必要である。一実施形態において、ＣＰ及びＢＴＳには、ＢＳ
Ｎ上で送信された情報を圧縮するための符号化器及びこれらの情報を解凍するための復号
化器が装備されている。送信リンクでは、ＣＰからＢＴＳに送信された事前符号化ベース
バンドデータが圧縮されて、ＢＳＮ上で送信されるビット量及びオーバヘッドを低減する
。同様に、逆方向リンクでは、ＢＴＳからＣＰへとＢＳＮ上で送信される前に、ＣＳＩ並
びにデータ（ＵＥからＢＴＳへとアップリンクチャンネル上で送信される）が圧縮される
。ＢＳＮ上で送信されるビット量及びオーバヘッドを低減するために、無損失技術及び／
又は損失技術［６］が含まれるが、これらに限定されない異なる圧縮アルゴリズムが使用
される。
【０４１６】
　一実施形態において使用されるＤＩＤＯシステムの１つの特徴は、ＣＰ　５３４０に全
てのＢＴＳ　５３１０５３１４とＵＥ　５３０１との間のＣＳＩ又はチャンネル品質情報
を認識させて事前符号化を可能にすることである。説明したように、ＤＩＤＯの性能は、
無線リンクの変化率に対してＣＳＩがＣＰに送達される速度に依存する。チャンネル複素
利得の変動は、ＵＥ移動度及び／又はドップラー効果を引き起こす伝播環境の変化による
ものであることが公知である。チャンネルの変化率は、最大ドップラーシフトに反比例す
るチャンネル可干渉時間（Ｔｃ）の観点から測定される。ＤＩＤＯ送信を確実に実行する
ためには、ＣＳＩフィードバックによる待ち時間がチャンネル可干渉時間に対してわずか
（例えば、１／１０以下）である必要がある。一実施形態において、ＣＳＩフィードバッ
クループでの待ち時間は、図５８に示すように、ＣＳＩトレーニングの送信時間と、事前
符号化データのＵＥ側での復調時間との差の時間として測定される。
【０４１７】
　周波数分割複信（ＦＤＤ）ＤＩＤＯシステムにおいては、ＢＴＳ　５３１０～５３１４
はＣＳＩトレーニングをＵＥ　５３０１に送信し、ＵＥ　５３０１はＣＳＩを推定し、Ｂ
ＴＳにフィードバックする。次に、ＢＴＳはＢＳＮを介してＣＳＩをＣＰ　５３４０に送
信し、ＣＰ　５３４０は、ＤＩＤＯ事前符号化データストリームを計算し、ＢＳＮ　５３
３０を介してこれらをＢＴＳに戻す。最後に、ＢＴＳは、データを復調するＵＥに事前符
号化ストリームを送信する。図５８を参照すると、ＤＩＤＯフィードバックの総待ち時間
は以下によって示される。
　２＊ＴＤＬ＋ＴＵＬ＋ＴＢＳＮ＋ＴＣＰ

　式中、ＴＤＬは、ダウンリンクフレームの構築、送信、及び処理を行う時間を含み、Ｔ

ＵＬは、アップリンクフレームの構築、送信、及び処理を行う時間を含み、ＴＢＳＮは、
ＢＳＮ上での往復待ち時間であり、ＴＣＰは、ＣＰがＣＳＩを処理し、ＵＥのために事前
符号化データストリームを生成し、現在の送信に関して異なるＵＥの予定を決定するため
にかかる時間である。この場合、ＴＤＬは、トレーニング信号時間（ＢＴＳからＵＥへ）
及びフィードバック信号時間（ＵＥからＢＴＳへ）に相当させるために２を乗じる。時分
割複信（ＴＤＤ）では、チャンネル相互関係が利用可能な場合、ＵＥは、ＣＳＩを計算し
、それをＣＰに送信するＢＴＳにＣＳＩトレーニングを送信するため、最初の段階が省略
される（すなわち、ＢＴＳからＵＥにＣＳＩトレーニング信号を送信する）。したがって
、この実施形態において、ＤＩＤＯフィードバックループの総待ち時間は、以下の通りで
ある。
　ＴＤＬ＋ＴＵＬ＋ＴＢＳＮ＋ＴＣＰ

【０４１８】
　待ち時間ＴＢＳＮは、ＢＳＮのタイプ（専用ケーブル、ＤＳＬ、光ファイバ接続、又は
一般インターネットかどうか）に依存する。典型的な値は、１ｍｓｅｃの何分のいくつか
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と５０ｍｓｅｃとの間で変化し得る。ＣＰでの計算時間は、ＤＩＤＯ処理がＣＰにおいて
ＡＳＩＣ、ＦＰＧＡ、ＤＳＰ、ＣＰＵ、ＧＰＵ及び／又はＧＰＧＰＵなど専用プロセッサ
で実行される場合、短縮できる。更に、ＢＴＳ　５３１０～５３１４の数がＵＥ　５３０
１の数を超える場合、全てのＵＥは、マルチユーザ予定決定により同一時間にサービスが
提供され、それにより待ち時間を除去することができる。したがって、待ち時間ＴＣＰは
ＴＢＳＮと比較して取るに足りないものである。最終的に、ＤＬ及びＵＬの送信処理及び
受信処理は、典型的には、取るに足らない計算時間でＡＳＩＣ、ＦＰＧＡ、又はＤＳＰで
実行され、信号帯域幅が比較的大きい（例えば、１ＭＨｚ超）場合には、フレーム時間を
非常に小さく（すなわち、１ｍｓｅｃ未満）にすることができる。したがって、ＴＤＬ及
びＴＵＬもまた、ＴＢＳＮと比較して取るに足りないものである。
【０４１９】
　本発明の一実施形態において、ＣＰ　５３４０は全てのＵＥ　５３０１のドップラー速
度を追跡し、ＢＴＳ　５３１０～５３１４を最低のＴＢＳＮでより高いドップラーのＵＥ
に動的に割り当てる。このアダプテーションは、以下の異なる基準に基づいている。
　・ＢＳＮのタイプ：例えば、専用光ファイバリンクは、典型的には、ケーブルモデム又
はＤＳＬよりも低い待ち時間を経験する。その結果、より低い待ち時間のＢＳＮは高移動
度ＵＥ（例えば、高速道路上の自動車、電車）に使用されるが、より高い待ち時間のＢＳ
Ｎは、固定無線又は低移動度ＵＥ（例えば、宅内機器、歩行者、住宅地域の自動車）に使
用される。
　・ＱｏＳのタイプ：例えば、ＢＳＮは異なるタイプのＤＩＤＯトラフィック又は非ＤＩ
ＤＯトラフィックをサポートできる。異なるタイプのトラフィックに対して異なる優先度
でサービス品質（ＱｏＳ）を定義することが可能である。例えば、ＢＳＮは、ＤＩＤＯト
ラフィックに高優先度を割り当て、非ＤＩＤＯトラフィックには低優先度を割り当てる。
あるいは、高優先度のＱｏＳは高移動度ＵＥのトラフィックに割り当てられ、低優先度の
ＱｏＳは低移動度のＵＥに割り当てられる。
　・長期統計：例えば、ＢＳＮ上のトラフィックは、時刻に応じて著しく変化することが
ある（例えば、家庭の夜間使用及び事務所の日中使用）。より高いトラフィック負荷は、
より高い待ち時間をもたらし得る。その結果、異なる時刻において、高トラフィックのＢ
ＳＮは、より高い待ち時間をもたらす場合、低移動度ＵＥに使用されるが、低トラフィッ
クのＢＳＮは、より低い待ち時間をもたらす場合、高移動度ＵＥに使用される。
　・短期統計：例えば、いずれのＢＳＮもより高い待ち時間をもたらし得る一時的なネッ
トワークの輻輳の影響を受けることがある。その結果、輻輳がより高い待ち時間をもたら
す場合は低移動度ＵＥ及び残りのＢＳＮのために、これらがより低い待ち時間の場合には
高移動度ＵＥのために、ＣＰは、輻輳が発生したＢＳＮから適応的にＢＴＳを選択するこ
とができる。
【０４２０】
　本発明の別の実施形態において、ＢＴＳ　５３１０～５３１４は、個々のＢＴＳ－ＵＥ
リンクで経験されたドップラーに基づいて選択される。例えば、図５９のｌｉｎｅ－ｏｆ
－ｓｉｇｈｔ（ＬＯＳ）リンクＢでは、最大ドップラーシフトは、以下の公知の方程式に
従って、ＢＴＳ－ＵＥリンクと車速（ｖ）との角度（φ）の関数である。
【０４２１】
【数８８】

　式中、λは搬送周波数に対応する波長である。したがって、ＬＯＳチャンネルにおいて
、ドップラーシフトは、図５９のリンクＡについて最大であり、リンクＣについてはほぼ
ゼロである。非ＬＯＳ（ＮＬＯＳ）では、最大ドップラーシフトはＵＥの周囲の多経路の
方向に基づくが、一般に、ＤＩＤＯシステムにおけるＢＴＳは分散型であるという性質の
ため、一部のＢＴＳは、所定のＵＥ（例えば、ＢＴＳ　５３１２）についてより高いドッ
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プラーを経験するが、他のＢＴＳは所定のＵＥ（例えば、ＢＴＳ　５３１４）についてよ
り低いドップラーを経験するであろう。
【０４２２】
　一実施形態において、ＣＰは、あらゆるＢＴＳ－ＵＥリンク上でドップラー速度を追跡
し、あらゆるＵＥに関して最低のドップラー効果を有するリンクのみを選択する。本明細
書に記載の技術と同様に、ＣＰ　５３４０は、あらゆるＵＥ　５３０１に対して「ユーザ
クラスター」を定義する。ユーザクラスターは、図６０に示すように、ＵＥに対して良好
なリンク品質（特定の信号対雑音比、ＳＮＲ、閾値に基づいて定義される）及び低ドップ
ラー（例えば、所定のドップラー閾値に基づいて定義される）を有するＢＴＳの組である
。図６０では、ＢＴＳ　５～１０の全てがＵＥ１に対して良好なＳＮＲを有するが、ＢＴ
Ｓ　６～９のみが低ドップラー効果（例えば、指定閾値未満）を経験する。
【０４２３】
　この実施形態のＣＰは、あらゆるＢＴＳ－ＵＥリンクのＳＮＲ及びドップラーの値の全
てを行列に記録し、ＳＮＲ閾値及びドップラー閾値を満たす部分行列を選択する。図６１
に示す例において、部分行列は、Ｃ２，６、Ｃ２，７、Ｃ３，９、Ｃ４，７、Ｃ４，８、
Ｃ４，９、及びＣ５，６を囲む緑色の点線で識別される。ＤＩＤＯ事前符号化重みは、該
当する部分行列に基づいて該当するＵＥに対して計算される。ＢＴＳ　５及び１０は、図
６１に示すようにＵＥ　２、３、４、５、及び７によって到達可能であることに留意され
たい。その結果、これらの他のＵＥへの送信時にＵＥ１への干渉を回避するために、ＢＴ
Ｓ　５及び１０のいずれかは、切り替えられるか、ＴＤＭＡ、ＦＤＭＡ、ＣＤＭＡ、又は
ＯＦＤＭＡなど従来の多重化技術に基づいて異なる直交チャンネルに割り当てられる必要
がある。
【０４２４】
　別の実施形態において、ＤＩＤＯ事前符号化システムの性能に対するドップラー効果の
悪影響は、過去のチャンネル推定に基づいて将来の複素チャンネル係数を予想する１つの
技術である線形予想によって低減される。制約を意図するのではなく、例として、単入力
単出力（ＳＩＳＯ）及びＯＦＤＭ無線システムの異なる予想アルゴリズムが［７～１１］
で提案された。将来のチャンネル複素係数を把握していれば、古いＣＳＩによる誤差を低
減することが可能である。例えば、図６２は、異なる時間、すなわち、ｉ）ｔＣＴＲは、
図５８のＣＴＲがＦＤＤシステムにおいてＵＥからＣＳＩを受信する（又は、同時に、Ｂ
ＴＳがＴＤＤシステムにおいてＤＬ／ＵＬ相互関係を使用するＵＬチャンネルからＣＳＩ
を推定する）時間であり、ｉｉ）ｔＣＰは、ＣＳＩがＢＳＮを介してＣＰに送達される時
間であり、ｉｉｉ）ｔＢＴＳは、ＣＳＩが無線リンク上で事前符号化に使用される時間で
ある、におけるチャネル利得（又はＣＳＩ）を示す。図６２では、待ち時間ＴＢＳＮ（図
５８にも示す）のために、時間ｔＣＴＲで推定されたＣＳＩは、時間ｔＢＴＳにおいてＤ
Ｌチャンネル上での無線送信に使用する時点までには、古くなるであろう（すなわち、複
素チャンネル利得が変化した）ことが認められる。ドップラーによるこの効果を回避する
１つの方法は、ＣＰにおいて予想方法を実行することである。ｔＣＴＲにおいて使用可能
なＣＳＩ推定は、ＣＴＲからＣＰへの遅延によってＴＢＳＮ／２遅れ、図６２の時間ｔ０

におけるチャンネル利得に対応する。その結果、ＣＰは、時間ｔ０以前に予想されたＣＳ
Ｉの全て又は一部を使用し、メモリに格納して、時間ｔ０＋ＴＢＳＮ＝ｔＣＰにおいて将
来のチャンネル係数を予想する。予想アルゴリズムが最小の誤り伝播を有する場合、時間
ｔＣＰにおいて予想されたＣＳＩは、将来のチャンネル利得を確実に再現する。予想され
たＣＳＩと現在のＣＳＩとの時間差は予想範囲と呼ばれ、ＳＩＳＯシステムにおいて、典
型的には、チャンネル可干渉時間に対応する。
【０４２５】
　ＤＩＤＯシステムにおいては、予想アルゴリズムが時間領域及び空間領域の両方で将来
のチャンネル係数を推定するため、より複雑である。ＭＩＭＯ無線チャンネルの時間空間
的（spatio-temporal）特性を利用する線形予想アルゴリズムが［１２～１３］に記載さ
れた。［１３］では、ＭＩＭＯシステムにおける予想アルゴリズムの性能（平均２乗誤差
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（ＭＳＥ）で測定）が、より高いチャンネル可干渉時間（すなわち、ドップラー効果の低
減）及び（より低い空間相関による）より低いチャンネル可干渉距離へと改善することが
示された。したがって、時間空間的方法の予想範囲（秒で示す）は、チャンネル可干渉時
間に正比例し、チャンネル可干渉距離に反比例する。ＤＩＤＯシステムでは、分散型アン
テナによってもたらされる高空間選択性により、可干渉距離は低い。
【０４２６】
　本明細書では、ＤＩＤＯシステムの時間空間的ダイバーシティを利用して将来のべクト
ルチャンネル（すなわち、ＢＴＳからＵＥへのＣＳＩ）を予想する予想技術が説明される
。これらの実施形態は、無線チャンネルで使用可能な空間ダイバーシティを利用して、取
るに足りないＣＳＩ予想誤差及び任意の既存のＳＩＳＯ及びＭＩＭＯ予想アルゴリズムよ
りも拡大された予想範囲を得る。これらの技術の１つの重要な特徴は、分散型ＵＥから無
相関の複素チャンネル係数を受信することを考慮して、分散型アンテナを利用することで
ある。
【０４２７】
　本発明の一実施形態において、空間時間的予想因子が周波数領域の推定量と組み合わさ
れて、ＯＦＤＭシステムなどシステム内の使用可能な副搬送波の全てにわたるＣＳＩ予想
を可能にする。本発明の別の実施形態において、（ＣＳＩではなく）ＤＩＤＯ事前符号化
重みが、ＤＩＤＯ重みの以前の推定値に基づいて予想される。
【０４２８】
　参考文献
　［１］Ｍ．Ｃｏｓｔａ，「Ｗｒｉｔｉｎｇ　ｏｎ　ｄｉｒｔｙ　ｐａｐｅｒ」，ＩＥＥ
Ｅ　Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ　ｏｎ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ　Ｔｈｅｏｒｙ，Ｖｏｌ
．２９，Ｎｏ．３，Ｐａｇｅ（ｓ）：４３９～４４１，Ｍａｙ　１９８３。
【０４２９】
　［２］Ｕ．Ｅｒｅｚ，Ｓ．Ｓｈａｍａｉ（Ｓｈｉｔｚ），ａｎｄ　Ｒ．Ｚａｍｉｒ，「
Ｃａｐａｃｉｔｙ　ａｎｄ　ｌａｔｔｉｃｅ－ｓｔｒａｔｅｇｉｅｓ　ｆｏｒ　ｃａｎｃ
ｅｌｌｉｎｇ　ｋｎｏｗｎ　ｉｎｔｅｒｆｅｒｅｎｃｅ」，Ｐｒｏｃｅｅｄｉｎｇｓ　ｏ
ｆ　Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ　Ｓｙｍｐｏｓｉｕｍ　ｏｎ　Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ
　Ｔｈｅｏｒｙ，Ｈｏｎｏｌｕｌｕ，Ｈａｗａｉｉ，Ｎｏｖ．２０００。
【０４３０】
　［３］Ｍ．Ｔｏｍｌｉｎｓｏｎ，「Ｎｅｗ　ａｕｔｏｍａｔｉｃ　ｅｑｕａｌｉｚｅｒ
　ｅｍｐｌｏｙｉｎｇ　ｍｏｄｕｌｏ　ａｒｉｔｈｍｅｔｉｃ」，ＥｌｅＣＴＲｏｎｉｃ
ｓ　Ｌｅｔｔｅｒｓ，Ｐａｇｅ（ｓ）：１３８～１３９，Ｍａｒｃｈ　１９７１。
【０４３１】
　［４］Ｈ．Ｍｉｙａｋａｗａ　ａｎｄ　Ｈ．Ｈａｒａｓｈｉｍａ，「Ａ　ｍｅｔｈｏｄ
　ｏｆ　ｃｏｄｅ　ｃｏｎｖｅｒｓｉｏｎ　ｆｏｒ　ｄｉｇｉｔａｌ　ｃｏｍｍｕｎｉｃ
ａｔｉｏｎ　ｃｈａｎｎｅｌｓ　ｗｉｔｈ　ｉｎｔｅｒｓｙｍｂｏｌ　ｉｎｔｅｒｆｅｒ
ｅｎｃｅ」，Ｔｒａｎｓａｃｔｉｏｎｓ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ　ｏｆ　Ｅ
ｌｅｃｔｒｏｎｉｃ。
【０４３２】
　［５］Ｒ．Ａ．Ｍｏｎｚｉａｎｏ　ａｎｄ　Ｔ．Ｗ．Ｍｉｌｌｅｒ，Ｉｎｔｒｏｄｕｃ
ｔｉｏｎ　ｔｏ　Ａｄａｐｔｉｖｅ　Ａｒｒａｙｓ，Ｎｅｗ　Ｙｏｒｋ：Ｗｉｌｅｙ，１
９８０。
【０４３３】
　［６］Ｇｕｙ　Ｅ．Ｂｌｅｌｌｏｃｈ，「Ｉｎｔｒｏｄｕｃｔｉｏｎ　ｔｏ　Ｄａｔａ
　Ｃｏｍｐｒｅｓｓｉｏｎ」，Ｃａｒｎｅｇｉｅ　Ｍｅｌｌｏｎ　Ｕｎｉｖｅｒｓｉｔｙ
　Ｔｅｃｈ．Ｒｅｐｏｒｔ　Ｓｅｐｔ．２０１０。
【０４３４】
　［７］Ａ．Ｄｕｅｌ－Ｈａｌｌｅｎ，Ｓ．Ｈｕ，ａｎｄ　Ｈ．Ｈａｌｌｅｎ，「Ｌｏｎ
ｇ－Ｒａｎｇｅ　Ｐｒｅｄｉｃｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｆａｄｉｎｇ　Ｓｉｇｎａｌｓ」，ＩＥ
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ＥＥ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ｍａｇ．，ｖｏｌ．１７，ｎｏ．３，ｐｐ
．６２～７５，Ｍａｙ　２０００。
【０４３５】
　［８］Ａ．Ｆｏｒｅｎｚａ　ａｎｄ　Ｒ．Ｗ．Ｈｅａｔｈ，Ｊｒ．，「Ｌｉｎｋ　Ａｄ
ａｐｔａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｐｒｅｄｉｃｔｉｏｎ　ｉｎ　Ｗｉｒｅｌ
ｅｓｓ　ＯＦＤＭ　Ｓｙｓｔｅｍｓ」，ｉｎ　Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ｍｉｄｗｅｓｔ　Ｓ
ｙｍｐ．ｏｎ　Ｃｉｒｃｕｉｔｓ　ａｎｄ　Ｓｙｓ．，Ａｕｇ　２００２，ｐｐ．２１１
～２１４。
【０４３６】
　［９］Ｍ．Ｓｔｅｒｎａｄ　ａｎｄ　Ｄ．Ａｒｏｎｓｓｏｎ，「Ｃｈａｎｎｅｌ　ｅｓ
ｔｉｍａｔｉｏｎ　ａｎｄ　ｐｒｅｄｉｃｔｉｏｎ　ｆｏｒ　ａｄａｐｔｉｖｅ　ＯＦＤ
Ｍ　ｄｏｗｎｌｉｎｋｓ　［ｖｅｈｉｃｕｌａｒ　ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ］」，ｉｎ
　Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ｖｅｈｉｃｕｌａｒ　Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎ
ｃｅ，ｖｏｌ．２，Ｏｃｔ　２００３，ｐｐ．１２８３～１２８７。
【０４３７】
　［１０］Ｄ．Ｓｃｈａｆｈｕｂｅｒ　ａｎｄ　Ｇ．Ｍａｔｚ，「ＭＭＳＥ　ａｎｄ　Ａ
ｄａｐｔｉｖｅ　Ｐｒｅｄｉｃｔｉｏｎ　ｏｆ　Ｔｉｍｅ－Ｖａｒｙｉｎｇ　Ｃｈａｎｎ
ｅｌｓ　ｆｏｒ　ＯＦＤＭ　Ｓｙｓｔｅｍｓ」，ＩＥＥＥ　Ｔｒａｎｓ．Ｗｉｒｅｌｅｓ
ｓ　Ｃｏｍｍｕｎ．，ｖｏｌ．４，ｎｏ．２，ｐｐ．５９３～６０２，Ｍａｒ　２００５
。
【０４３８】
　［１１］Ｉ．Ｃ．Ｗｏｎｇ　ａｎｄ　Ｂ．Ｌ．Ｅｖａｎｓ，「Ｊｏｉｎｔ　Ｃｈａｎｎ
ｅｌ　Ｅｓｔｉｍａｔｉｏｎ　ａｎｄ　Ｐｒｅｄｉｃｔｉｏｎ　ｆｏｒ　ＯＦＤＭ　Ｓｙ
ｓｔｅｍｓ」，ｉｎ　Ｐｒｏｃ．ＩＥＥＥ　Ｇｌｏｂａｌ　Ｔｅｌｅｃｏｍｍｕｎｉｃａ
ｔｉｏｎｓ　Ｃｏｎｆｅｒｅｎｃｅ，Ｓｔ．Ｌｏｕｉｓ，ＭＯ，Ｄｅｃ　２００５。
【０４３９】
　［１２］Ｍ．Ｇｕｉｌｌａｕｄ　ａｎｄ　Ｄ．Ｓｌｏｃｋ，「Ａ　ｓｐｅｃｕｌａｒ　
ａｐｐｒｏａｃｈ　ｔｏ　ＭＩＭＯ　ｆｒｅｑｕｅｎｃｙｓｅｌｅｃｔｉｖｅ　ｃｈａｎ
ｎｅｌ　ｔｒａｃｋｉｎｇ　ａｎｄ　ｐｒｅｄｉｃｔｉｏｎ」，ｉｎ　Ｐｒｏｃ．ＩＥＥ
Ｅ　Ｓｉｇｎａｌ　Ｐｒｏｃｅｓｓｉｎｇ　Ａｄｖａｎｃｅｓ　ｉｎ　Ｗｉｒｅｌｅｓｓ
　Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔｉｏｎｓ，Ｊｕｌｙ　２００４，ｐｐ．５９～６３。
【０４４０】
　［１３］Ｗｏｎｇ，Ｉ．Ｃ．Ｅｖａｎｓ，Ｂ．Ｌ．，「Ｅｘｐｌｏｉｔｉｎｇ　Ｓｐａ
ｔｉｏ－Ｔｅｍｐｏｒａｌ　Ｃｏｒｒｅｌａｔｉｏｎｓ　ｉｎ　ＭＩＭＯ　Ｗｉｒｅｌｅ
ｓｓ　Ｃｈａｎｎｅｌ　Ｐｒｅｄｉｃｔｉｏｎ」，ＩＥＥＥ　Ｇｌｏｂｅｃｏｍ　Ｃｏｎ
ｆ．，ｐｐ．１～５，Ｄｅｃ．２００６。
【０４４１】
　本発明の実施形態は、上記のような様々な段階を含むことができる。これらの段階は、
汎用プロセッサ又は専用プロセッサにある一定の段階を行わせる機械実行可能命令で実施
することができる。例えば、基地局／ＡＰ内の様々な構成要素及び上記のクライアントデ
バイスは、汎用プロセッサ又は専用プロセッサ上で実行されるソフトウェアとして実行す
ることができる。本発明の関連する面を不明瞭にすることを回避するために、コンピュー
タメモリ、ハードドライブ、入力デバイスなど様々な公知のパーソナルコンピュータ構成
要素は図から割愛した。
【０４４２】
　代わりに、一実施形態において、本明細書に示す様々な機能モジュール及び関連の段階
は、特定用途向け集積回路（「ＡＳＩＣ」）など段階を実行するハードワイヤード論理回
路を含む所定のハードウエア構成要素により、又はプログラムされたコンピュータ構成要
素及びカスタムハードウエア構成要素のあらゆる組合せによって実行することができる。
【０４４３】
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　一実施形態において、上記の符号化、変調、及び信号処理論理回路９０３など所定のモ
ジュールは、Ｔｅｘａｓ　ＩｎｓｔｒｕｍｅｎｔｓのＴＭＳ３２０ｘアーキテクチャ（例
えば、ＴＭＳ３２０Ｃ６０００、ＴＭＳ３２０Ｃ５０００．．．など）を使用してデジタ
ル信号プロセッサ（「ＤＳＰ」）などプログラム可能なＤＳＰ（又はＤＳＰの群）上で実
行することができる。この実施形態におけるＤＳＰは、例えば、ＰＣＩカードなどパーソ
ナルコンピュータへのアドオンカード内に埋め込むことができる。当然ながら、依然とし
て本発明の根本的な原理を遵守しつつ、様々な異なるＤＳＰアーキテクチャを使用するこ
とができる。
【０４４４】
　本発明の様々な実施形態は、機械実行可能命令を格納する機械可読媒体として提供する
ことができる。機械可読媒体は、フラッシュメモリ、光ディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、ＤＶＤ
　ＲＯＭ、ＲＡＭ、ＥＰＲＯＭ、ＥＥＰＲＯＭ、磁気カード、光学カード、又は電子命令
の格納に好適なあらゆる他のタイプの機械可読媒体を含むことができるがこれらに限定さ
れない。例えば、本発明は、通信リンク（例えば、モデム又はネットワーク接続）を通じ
て搬送波又は他の伝播媒体内で実施されるデータ信号として、リモートコンピュータ（例
えば、サーバ）から要求側コンピュータ（例えば、クライアント）に転送することができ
るコンピュータプログラムとしてダウンロードすることができる。
【０４４５】
　以上の説明を通じて、解説を目的として本システム及び方法を完全に理解することがで
きるように多くの詳細を示した。しかし、これらの特定の詳細の一部がなくてもシステム
及び方法を実施することができることは当業者には明らかであろう。したがって、本発明
の範囲及び精神は、以下の特許請求の範囲に関連して判断すべきである。
【０４４６】
　更に、以上の説明を通じて、本発明をより完全に理解することができるように多くの文
献を引用した。これらの引用文献の全ては、その引用により本出願に組み込まれている。
【図１】 【図２】
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